
伊賀市長 様

2 0 1 9年1 0月1日

部落解放同盟伊賀市協議会
議長 松村哲夫

（公印略）

2 0 1 9 年度 部落解放同盟伊賀市協議会と伊賀市各部との交渉について
（ご案内）

初秋の候、 ますますご盛栄のこととお喜び申し上げます。 平素は格別のご高
配を賜り、 厚くお礼申し上げます。 平素は、 部落の完全解放のためのお取組に
深く敬意を表します。

さて、 見出しの通り、 今年度も市協と伊賀市との行政交渉を下記の通り、 開
催させていただきます。 一日も早く部落差別を解消するため、 積極的で忌俸の
ない話し合いとなりますよう、 よろしくお願いいたします。

記

日時：1 2月1 2日（木） 18:30～ 人権生活環境部、健康福祉部、
上野総合市民病院、各支所

1 2月13日（金） 18:30～ 伊賀市教育委員会
1 2月1 4日（土） 1 0 : 0 0～ 総務部、財政部

1 3 : 0 0～ 企画振興部、産業振興部、建設部、水道部、
消防本部、出納室、市議会事務局、監査委員
事務局、総合危機管理課

場 所：寺田市民館 ホ ー ル
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2 0 1 9年度部落解放 ・ 人権行政の

確立に向けた伊賀市行政交渉
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部落解放同盟伊賀市協議会



日 程

2 0 1 9 年 1 2 月 1·2 日（木） 18:30～ 

人権生活環境部、 健康福祉部、

上野総合市民病院、 各支所

2 0 1 9 年 1 2 月 13 日（金） 18:30～ 

伊賀市教育委員会

2 0 1 9 年 1 2 月 1 4 日（土） 1 0 : 0 0～ 

総務部、財政部

1 3 : 0 0～ 

企画振興部、 総合危機管理課、

消防本部、 出納室、議会事務局

監査委員事務局

産業振興部、建設部

農業委員会事務局、 水道部

場所： 寺田市民館 ホ ー ル
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【基本要求】

1 . 「 部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから3年が経過したなかで、各部
における法を意識した取組を明らかにされるとともiこ、 法では対応できない課題等があ
れば示されたい。

【人権生活環境部】

1 . 前回交渉以降の差別事件と解決に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。

2. 各地で部落差別解消推進法をもとにした条例制定や改正が進められるなか、 市におけ
る「部落差別行為の規制Jに向けた条例改正等の進捗状況を明らかにされたい。

3. 来年度、 市民意識調査を実施されるとともに、 前回調査と前々回調査の結果が大きく
改善していなかった課題を検証されるとともに、 市民の差別意識を大幅な是正し、 差別
問題を自らの問題として捉えられる市民の育成などを計画的に進められたい。

【健康福祉部】

1 . 昨年度、 要望した「保護者に対する人権研修の受講を各国での必須化」に向けた取組
の進捗状況を明らかにされたい。 また、 保護者に向けた人権講演会等の参加状況調査が
実施されたが、 その結果を明らかにされるとともに、 調査結果をどのような施策に反映
されるのか示されたい。

2. 部落問題に関する保護者の意識調査を実施されたい。

3. 昨年度から要望している「部落問題を考える保育士の集い」の開催に向けた検討状況
等を明らかにされたい。
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4. 昨年度から要望している「部落問題を考える保護者の集い」の各地開催に向けた進捗
状況を明らかにされたい。

5. 子どもたちの学力 ・ 進路保障を実現するために保育士の実践をどのように高めている
のか、 明らかにされたい。

6.市内小学生の基礎学力の低下や愛着障害による発達障害や集団生活になじめない生徒、
不登校の生徒の増加などがこれまで以上に見られるなか、 こうした状況を改善するため

の就学前の実践や課題についての見解と、 改善に向けた市の取組を明らかにされたい。

7. 前回交渉に引き続き、 解放（人権）保育推進計画（仮称）の策定に向けた進捗状況を
明らかにされたい。

【教育委員会】

1. 昨年度、 高等学校で立て続けにおきた部落差別発言事件以降、 どのような再発防止に
向けた取組を進められてきたのか明らかにされたい。

2. 昨年度から要望している「部落問題を考える教職員の集いJの開催に向けた進捗状況
を明らかにされたい。

3. 昨年度から要望している「部落問題を考える保護者の集い」の各地開催に向けた進捗
状況を明らかにされたい。

4. 部落問題に関する保護者の意識調査を実施されたい。

5. 市内小学生の基礎学力の低下や発達障害、 集団生活になじめない生徒、 不登校の生徒
の増加などがこれまで以上に見られるなか、 こうした状況を改善するための就学前の実

践や課題について、 市教委の見解と取組を明らかにされたい。
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6. 伊賀市学同部会は一年交代で担当事務局がかわり、 情勢の変化や課題の検証が不十分
な状況のなかで、 小中学生の集いが開催されるなど、 明らかな形骸化が見られる。 学同
部会で検証されたことが、 どのように現場に届けられ、 どのように教育内容として反映
されているのか明らかにされたい。

7. 他市と比べて極端に少ない人権教育の指導主事を増員されたい。

【総務部】

1 . 職員対象の部落問題に関する研修実施状況を明らかにされたい。

2. 昨年度に引き続き、 積極的に人権問題解決に取り組む職員を隣保館に配置されたい。

3. 職員選考採用試験受験申込書をはじめ、 市の各種書類の性別欄を再点検し、 不必要な
ものを撤廃されたい。

【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、 部落差別解消の取組がどのように位置づけられている
のか明らかにされたい。

2. 数年、 要望している各市民センタ ーにおいて生活困窮者の自立支援などの貧困対策・
居場所づくりに取り組まれたい。

【財務部】

1 . 来年度も「部落差別の解消の推進に関する法律」の具現化に向けた事業が展開できる
5 



ょう、 適切な予算措置をされたい。

【産業振興部】

, . 部落差別解消推進法を踏まえた市内事業所への取組と、 市内事業所の取組を明らかに

されたい。

【建設部】

, . 前回交渉で要求した宅建業者に関わる差別問題解消に向けた取組の進捗状況を明らか

にされたい。

2. r伊賀市公営住宅等長寿命化計画」の改訂！とあたり、 改良住宅の今後の方向性を明らか

にされたい。
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2019 年度部落解放・人権行政の

確立に向けた伊賀市行政交渉

1 円 E ，� ＝寧＝

l竺1τコ司Eヨ

1 2月1 2日〈木〉

人権生活環境部・健康福祉部
上野総合市民病院・各支所



【基本要求】

1. 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されてから3年が経過したなかで、各部における
法を意識した取組を明らかにされるとともに、法では対応できない課題等があれば示されたい。

【人権生活環境部】
平成28年！こ「部落差別解消推進法Jが施行されて約3年が経過します。法の趣旨、内容やその

背景にある「差別は許されない」という人権の社会動向を含めて、さまざまな市の広報ツールのほか、
講演会や人権問題地区別懇談会などあらゆる機会を通して、市民の皆さんや企業等への周知に
努めてきました。

併せて、 「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例Jに基づき、
差別のない、一人ひとりの人権が尊重される、明るく住みよい社会を目指し重要施策として人権施
策推進計画lこ沿った取り組みを進めているところですo

しかし、部落差別をはじめ障がいのある人、外国人に対する差別のほか、インターネット上で、は新
たな形の差別的な書き込みも多く見受けられている状況であり、取り分け、部落差別については、
結婚反対（婚約破談）の事象が発生するなど社会の中に根強い差別意識が残されています。

その原因として、各地方公共団体において差別解消への独自の取組が展開されているものの、
全国的に統一した取組が行われていないことが挙げられます。解消推進法の第4条には「部落差別
に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図る」とされており、第5条には「教育及び啓発J、
第6条には 「部落差別の実態にかかる調査」について彊われておりますので、 「的確に相談に応じら
れる人材の育成や配置」を含めた具体的な施策内容やそれに伴う予算措置について、国として早
急に明確に示すことをよ東海市長会を通じて国に要望しています。

さらに、部落差別の禁止の実効性を高めるためには、現行の解消推進法には規定されていない
「差別の規制と救済」も含めた法の改正についても検討が必要であり、このことについても要望してい
るところです。

【健康福祉部】
「部落差別の解消の推進に関する法律J第5条第2項では「地方公共団体は、その地域の実情に

応じ、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めること」と定められています。
市民に部落差別を解消するための教育や啓発を行うためには、まず職員が「部落差別の解消の推
進に関する法律Jをはじめとする人権に対する法律や条例等を十分理解することが重要であると考
えています。

健康福祉部では、昨年度に引き続き部内全職員（嘱託・臨時・出向職員含む）を対象に「人権に
対する法律や条例等についての認知度調査」を実施するとともに、各課において「部落差別の解消
の推進に関する法律」をはじめ各人権関係法令等の意義を理解し、自分の言葉で市民に説明でき
るよう研修に取り組んでいます。

また、健康福祉部の部内研修として、主に管理職員を対象として、年3回、研修を実施しており、
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その中で毎回、部職員の 「人権に対する法律や条例等についての認知度調査」結果から見えてくる
課題やその解決方法についてグループ討議を行い認知度の向上に努めています。

人権関係法律等の認知度は、回を重ねるごとに上昇してはいるものの、「正規職員と非正規職員
の認知度の差j や、 「 いまだに認知度の低い職員がいることJ等の課題があり、各課で法律等ができ
た背景や内容について繰り返し研修を行い、全職員の理解を深めていく取り組みを行っています匂

全ての職員が人権に対する法律や条例等の内容を理解し、自分の言葉で市民に説明できるよう
になることを目指し、様々な取り組みを進めていきたいと考えています。

健康福祉部は健康推進、保険年金、地域福祉、児童福祉、介護等あらゆる業務で市民の皆さん
と接することの多い部署です。その中の相談業務においては、地域包括支援センターや生活支援
課が各隣保館と情報交換を行うとともに、個別案件についても各隣保館の生活相談員と連携しなが
ら、高齢者介護や生活困窮等の地域住民の方の生活課題の解決に向けて取り組んで、いますo

しかしながら、近年、虐待やひきこもり等複雑化した生活課題に対し、福祉分野だけでは解決でき

ない問題が生じています。このため、分野を超えた課題解決に向けた連携体制づ
、
くりに取り組んでい

ます。

【参考】各隣保館長及び生活相談員との情報交換会 …年2回開催
2019 年度開催日（6 月 11 日 10 月 30 日）

【参考資料】
＠「人権に対するや条例等についての認知度調査jで「市民に説明できる」及び「内容を知ってい

るJと答えた職員の割合
《全ての法律等》

2018（平成 30）年度 2019（令和元）年度
1 回目 2回目 3回目 1回目 2回目

(H30.5) (H30.11) (H31.2) (R元6) (R元.11)

正規職員 60.9% 70.7% 75.0% 79.8% 84.1% 

非正規職員 24.2% 37.9% 54.9% 53.8% 64.4% 

《 「部落差別の解消の推進に関する法律」》
2018（平成 30）年度 2019

＂

（令和元）年度
1 回目 2回目 3回目 1 回目 2回目

(H30.5) (H30.11) (H31.2) (R元.6) (R元11)

正規職員 81.7% 87.5% 89.2% 92.8% 92.9% 

非正規職員 40.5% 59.1% 69.4% 65.3% 74.6.% 

【上野総合市民病院】
患者の医療を担う病院において、人権侵害はあってはならなし立考えています。
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上野総合 市民病院では、医師や看護師 をはじめとする各職種で構成する「安全衛生 ・ 人権委員
会Jを毎月開催し、職員の人権意識の高揚と、医療現場における人権侵害事象の防止に取り組ん
でいます。

取 組のーっとして、毎年2回、人権意識を高めるための職員研修を実施しており、平成29年度と
平成30年度は、「部落差別の解消の推進に関する法律」を正しく理解・認識するための研修をそれ
ぞれ1回ずつ行いました。

病院で働く全職員が参加できるよう、同じ内容で日にちを分けて計 9 回実施しました。本年度は、
第1回目の研修を 10 月！こ同和問題をテーマ！こ実施しましたo

（同和問題に関する人権啓発DVDを視聴後、意見交換）
また、「安全衛生 ・ 人権委員会」では、職員に対して市内で開催される人権啓発関係行事の周知

や地区別懇談会への自主的な参加を促して、職員の人権意識の高揚や自己研鎖を深めていま
す。

さらに本年度は健診センターにおいて、人権政策課の主催により、健診受診者と病院職員を主な
対象として、人権啓発パネル展を 2回にわ たって実施してもらっていますo .(7/29～10/31 障がい
者の人権、11ハ～1/31 犯罪被害者の人権問題）

病院においては、患者さんの命の大切さを第一に考えるのは当然のこととして、人権への配慮が
態度や行動として表れるような人権感覚を養うことを目標に職員研修を進めています。今後も、患
者さんの人権を尊重し、寄り添いながら、安，j）して利用いただける病院を目指して、取り組みを継続
していきます。

【上野支所】
上野支所は他の支所と異なり、 振興課のみの構成となっ ており、 業務も住民自治に関す

る こ と を中心と し ています。 支所管内の22の各住民自治協議会 にお いては、 それぞれに
部落差別の解消を含め人権に関する取り組みが行われていますが、 取り組みの中で悩みな
どの相談を 事業ヒアリンク

、
の際に行っ ており、 他の自治協の事例を紹介し たり し ていま

す。
振興課にお いては、．臨時職員を含めた職場人権問和研修を 、 執務室であるハイトピア伊

賀で同室である中心市街地推進課と合同で 2 回開催 し、 今年度は 2 回目に人権政策課の
職員から 「部落差別の解消の推進に関する法律Jなどについて講演していだた き、 職員が
部落問題について理解や認識を深めています。 ま た、 市全体の研修会や各職員の居住地 な
どで開催 される地区懇談会や人権集会に自主的に参加し ています。

所管する各地区市民セ ン タ ー の職員については、 各自が居住する地域で の草の根等人権
の取り組みに 関わり参加しているところで すが、 住民にと って 一番近いところにある行政
機関 の職員と し て研修等に積極的に 参加し ていく必要があると 考えています。

【伊賀支所】
「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから 3年が経過し ますが、 職場内研

修で、この法律は部落差別が今日もなお存在すること、インタ ー ネットなど情報化社会の進展に
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よる人権やプライバシ ーの侵害などを踏まえ国や地方公共団体の責任が明らかにしたことなど再
確認しました。

研修としましては、伊賀支所で開催している地区懇リー ダー研修会、いがまち人権センタ ーが行
う解放講座、 パ ネル展、いがまち同和教育研究会が行う研修会などに参加するなどして、参加者と
の意見交換、 自己啓発を行うことで、地域のリ ー ダーの養成に努めています。

いがまち管内で行われる地区懇については、参加人数 ・ 割合が他地域と比べ断然高いものの、内
容についてより充実したものであるよう指摘を受けました。これにより参画型のリ ー ダー研修を行
うなど、 地区懇でリ ー ダーとして活躍できるよう人材育成に努めています。

【島ヶ原支所】
島ヶ原支所では、 毎年地区別懇談会や人権講演会を開催していますが、あらゆる機会をとらえ

部落差別の解消の推進に関する法律など3法の周知、 啓発に取り組んでいます。

法律に罰則規定はありませんが、 法律が成立した意義を地域住民の方に理解いただける
よう引き続き努めていきます。

【岡山支所】
「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され3年が経過しました。 阿山支所に

おいては、 全職員対象にこの法律を認識し、 市民への啓発ができるよう職場研修を行っ
てきました。

また、 地域住民を対象にした講演会、 視察研修、 地区懇談会を開催する中、 職員もそ

こに参加し、 人権・同和問題に関する意識の向上に努めています。

一方で、 ネット上での差別投稿が横行し拡散する速度も速く、 その影響力は非常に大
きい問題と捉えています。 法律が施行され、 市職員としての役割も明確となりました。

部落差別をはじめとするあらゆる差別解消に向けて、 地域住民への教育・啓発の使命を
受けている行政の一員として、 課題解決のための意識を常に持って、様々な取り組みを

進めていきたいと考えています。

【大山田支所】
φ大山田支所の取組

大山田支所においては、支所管内の所属長による支所調整会議（支所管内の市民センタ ー長を含

む支所管内各所属長9名）、大山田同和教育推進事務局会（支所、公民館Jライトピア、教育委員
会、保、 小、中、 活動団体） を開催し、差別事象 ・ 事件にかかる情報の共有を行うとともに課題解

”

決に向けた取り組み等を定期的に話し合っています。

11月11日から12月10日の差別をなくす強調月間には、11月24日に「おおやまだ人権フェス
ティパル2019J ·を開催し、197人の参加がありました。

また、大山田同和教育研究会研究大会を 2020年1月25日に計画しており、 大会では、「部落差

別の解消の推進に関する法律」の意義や理念などを、市民と共に学習する機会と捉えています。
なお、支所の管理職による人権啓発に関する会議の中で、地区別懇談会で行なう差別事象・事件
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や、 今年度の啓発統一テーマ「子どもの虐待防止 ・ 児童虐待の現状」についての啓発のあり方につ

いて協議し、人権担当課や教育委員会と内容調整の上、10月8日～11月8日の 32日 間で、 大山田
地域全25地区で人権啓発地区別懇談会を開催し、370 人の参加がありました。共通の啓発事項とし

て、市内で増加する子どもの虐待事案や地域社会の対応 ・ 国の動きなどについて説明や意見交流す
るとともに、施行3年を迎える「部落差別の解消の推進に関する法律」の概要をまとめで説明する
など、 地域や家庭における人権課題解消への取組と協力についての理解を求めました。

【支所調整会議（支所管内各所属 長9名） 隔週金曜日開催、 大山田同和教育推進事務局会毎月1
回開催、 人権・同和対策推進委員会（各所属から推薦の委員 8名 ・ 事務局7名） 毎月1回基本と
して年11回 ・ 時間内研修として開催。】

（職員を対象に）

大山田支所管内の各所属から 1名の人権 ・ 同和対策推進委員（振興課、 住民福祉課、 公民館、
給食センタ一、 保育園、 市民センタ ーの各所属から代表）を選出し、 振興課人権担当、 ライトピア
おおやまだの職員とで、 原則として毎月1回、 11日の前後に研修会を開催しています。

人権 ・ 同和対策推進委員会の事項書の余白には毎回、『毎月11日は「人権を確かめ合う日」（1965

年8月11日に同和対策審議会答申が出されたことを記念して制定）』を表示し「人権を確かめ合う

日Jの認識について確認を行っています。

人権 ・ 同和対策推進委員は、 推進委員会で研修するとともに、 所属 間の情報共有を行い、 報告さ
れた内容を基に職場のグルー プ研修を開催しています。

本年度は主！こ、“同和問題3分間講師” をテーマとし、 実践事例研究と人権啓発地区別懇談会シ
ミュレーション体験、後半は実践事例研究の応用を進めています。

（市民を対象に）
O大山田地区住民自治協議会連絡会（区長会）の事項書の余白に、毎回『毎月11日は「人権を確か

め合う日J(1965年8月11日に同和対策審議会答申が出されたことを記念して制定）』を表示し
て啓発しています。

0啓発物品としてボー ルペンに 『毎月11日は「人権を確かめ合う日」』を文字入れし、 大山田地区

全 25 地区で開催する．人権啓発地区別懇談会や、 おおやまだ人権フェスティパルの参加者に回布

し啓発を行っています。

0昨年度に引き続き、 市作成の「ALLYJマー クを啓発物品として活用し、 啓発マグネットを作成。
市の啓発パンフレットと共に国布。おおやまだ人権フェスティパルで参加者に配布しました。

・成果と課題
成果としては、職員の人権意識高揚と伊賀市の同和施策ならびに同和問題の啓発が効果的に推進

できる職場指導者の育成に繋がっていると考えています。推進員として研修を2年間行い、修了者
は、人権啓発地区別懇談会のスタッフとして住民への啓発につなげています。また、かつて大山田

支所に勤務した経験のある職員が、 勤務等の都合がつく日に自主的に参加する姿も見られるなど、
些少ではあるが職員の人権意識高揚にもつながっていると思います。
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市民については、人権、同和問題について話し合える地域づくりに繋がっており、大山田地域住
民の人権意識の高揚が図られ、大山田地区内の5地区に『人権を考える会』が設立されてきていま
す。

しかし、新たな『人権を考える会』の設立に繋がっていないという課題があり、本年度は市統一

テー マ「子どもの虐待防止」をテー マとした地区別懇談会を開催し更なる啓発を行いました。
大山田支所の部落問題解決に向けた事業については、啓発活動として差別をなくす協調月間中の

「おおやまだ人権フェスティパルJ、本年度は10月8日から11月8日にかけて大山田全域で「人
権啓発地区別懇談会」、職員の人権意識・資質向上と 職場・地域のリ ー ダー育成を目標とした大山田
支所単独の「職員人権研修Jの開催を実施しました。

【青山支所】 r 

青山支所では、「一人ひとりの人権が尊重され、 安全で、 安IL,＼して暮らし続けることがで
きる地域づくりの推進j 、 また「伊賀市が目指す地域包括ケアシステムを構築し、 安全で
安心して暮らし続けることができる地域づくりの推進Jを支所全体の組織使命として掲げ
ています。

そこで、 支所に来庁される方に対しては、 相談するために来庁されている方だけにとど
まらず、 他の様々な用事や用件の方であっても、 職員はその時の会話の中からその方の抱
える生活課題等の因りごとに気づき、 それが自所属で解決できないのであれば、 専門機関
につなぐことができる相談体制の構築と充実を図ることに重点を置いています。

また、 市職員には地域における人権・同和問題の解決に向けた啓発の中心的役割を担う
責務があります。職員一人ひとりが部落差別解消推進法の目的や基本理念を理解すること
で、例えば人権啓発地区別懇談会の場において主体的役割を果たす意識の高揚につながり、
さらには啓発活動がより効果的で有効なものになるよう、 各人の学習機会への参加意識が
高まっています。

部落差別解消推進法の施行から3年が経過しましたが、 市民！ご十分認識されていないと
の指摘があります。 このことをしっかり受け止め、 地域住民に身近な啓発の場で、ある人権
啓発地区別懇談会において、 あるいは園や学校、 関係機関、 団体等と連携しながらあらゆ
る機会を通して今後も部落差別解消推進法の周知に努めていきたいと考えます。
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【個別要求】

【人権生活環境部】

1 . 前回交渉以降の差別事件 と 解決に向けた取組の進捗状況を明 らかに された い。

【人権政策課】
昨年の交渉以降の差別事件・事象については、外国人への人権侵害が1件、部落差別が、（ね

たみ差別発言、保育園保護者交流会での発言、歴史書籍の賎称語記載の計3件、性的マイノリテ
イに関する差別落書きが2件でした。

外国人への人権侵害事件については、毎年実施している人権啓発企業訪問時での聞き取りの
中で、伊賀市闘に勤務する外国籍の派遣社員についての個人情報が流出したものです。

部落差別については、1 件目が、公共工事に関わって、市民が行政の動きが鈍いことを指摘した
際に、同和地区に対する「ねたみ差別発言Jがあり、発言者に対して、また、人権問題地区別懇談
会において、同和対策事業の正しい認識について改めて周知を図りました。

2件目が、保育園保護者交流会の話し合いの中で、未だに被差別部落とされる地域への偏見に
満ちた発言があり、差別意識の実態があることについて、解放保育研究会の保護者への正しい認識
の周知を図っているところで、すo

3件目が、歴史書籍の中に、無用の誤解や偏見を助長する記述があり、以後、賎称語や侮辱後
に対する知識等を深め、所蔵する書籍の使用についての配慮を行うとの約束がなされました。

性的マイノリティに関する落書きについては、サービスエリアと駅のトイレ内への落書きが発見され、
市として、以前から、人権侵害に関わる差別落書き防止のために制作した「落書きは人権侵害・犯
罪であるJとのポスターを関係機関へ掲示し落書き予防の取り組みを実施しています。

また、2018 年度における学校現場における児童生徒の障がい者差別につながる・発言は 112 件、
外国人差別につながる発言は 6 件で、計118 件の報告がありました。

これらの発言に対し、家庭訪問等きめ細かな取り組みがされておりますが、2019 年度でも、10 月
現在ですでに60件の報告があり、地道に丁寧に取り組みを展開しているところで、す。

人権政策課としては、1昨年に作成したパンフレットを増刷し、学校の家庭訪問時に、また、人権
啓発地区別懇談会やあらゆる機会を通して「現在起こっている小中学生の発言状況、子どもたちの
意識は地域社会の人権意識そのものの反映であるJことを市民の皆さんに訴え、啓発に取り組んで
おります。

加えて、子どもたちの生活圏の拡大から、スポーツクラブ内での差別的発言も目立ってきていま
す。 2020 東京オリンピック ・ パラリンピックの開催を通して、多様性を認め合いながら、お互いの人権
を尊重する明るい社会をめざした取り組みが国際的な人権標準へと進められる状況の中、伊賀市と

8 



して、伊賀市スポーツ少年団指導者研修会においてスポーツ指導者に対して研修を実施し、さらに、
児童 ・ 生徒への適切な指導について協力を依頼してきました。来年早々、2 回目の協議も予定して
おり、あらゆる角度からの取り組みを今後も進めていきます。

なお、インターネット上における差別書き込みについては 定期的及び随時のインターネットモニタ
リングを通して、差別書き込みの監視、削除を実施しておりますが、2 018 年度の差別書き込みは、
同和問題が131件、障がい者が 8件、外国人が10 件、その他が7件の計156件あり、同和問
題が 84%を占め、同和地区の所在に関する問い合わせ、 「同和地区への誹誘中傷、近年では、自
治体を名指ししての人権・同和行政、教育に対する差別扇動的批判、改良住宅などの施策に対す
る誹誘中傷、予断や偏見、ねたみ意識に基づく書き込みがあり、また、同和地区周辺で発生した事
故 ・ 事件を報じた記事を、あたかも同和地区の人たちの仕業などとする書き込みもあります。

何よりも、昨年三発生した示現舎による「部落地名総鑑」事件からの、インターネット上への書き込
みが発覚しております。市内については、現時点で 4地区が書き込まれておりますが、法務省人権
擁護局より地方法務局に依命通知として、同和地区に関する識別の適示事案の立件及び処理に
基づき、示現舎の 「部落探訪Jの削除要請を、また、今後、プロバイザーから削除で、きないものにつ
いても、法務局へ削除要請を市と連携していく事を確認しております。

また、法務局と人権擁護委員連絡協議会との情報交換や連携した取り組みのあり方を求めて、
現在、2カ月に1回の定例会を開催し、削除要請のあり方や人権侵害防止についての取組につい
て、情報交換をしています。

伊賀地区差別撤廃連協実施のインターネットモニタリンク
、
における差別書き込みで、削除できない

ものについては、津地方法務局への削除要請を実施していく事も確認しています。
（参考）

しかしながら、三重県人権センターからの11月22日に情報提供があり、示現舎による「次の部
落探訪は三重県のリクエストがあった地区で、す」と予告があり、県人権センターを通じて、各隣保館
に注意喚起がなされており、市としても腹立たしく、注意しているところです。

2 018年度の差別事件につきまして、社会現場における差別報告は、部落差別に関わる事件 ・ 事
象が、が10 件、障がい者差別が1件、性的マイノリティが 2 件、LINEにおけるいじめが1件、その
他が1件、外国人が1件で、合計16件の差別事件・事象の報告がありました。

2.各地で部落差別解消推進法をもとにした条例制定や改正が進められるなか、市における 「部落
差別行為の規制jに向けた条例改正等の進捗状況を明らかにされたい。

【人権政策課】
全国でのいくつかの自治体で 「差別行為の規制ljJを規定した先進的な条例が制定されていること

は承知しています。
現行の 「部落差別解消推進法J（こは「差別の規制と救済Jについては規定されていませんが、部

落差別の禁止の実効性を高めるためには、これらについても法の中での規定が必要であると考えて
います。
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「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例Jについても「差別の
規制と救済Jについて盛り込む必要があると考えていますが、まずは、その「差別」ということを、でき
るだけわかりやすい形で、多くの人々が共有することによって差別をなくしてし、くことに繋げてし、く、という
ことから始めていきたいと考えています。

そのため、2018（平成 30）年度に 「伊賀市人権施策推進会議」の専門部会にあたる 「差別ガイド
ライン策定等プロジェクトチーム会議J を立ちあげ、具体的な方向性を協議しています。条例の第4
条で禁止する差別についてはどのようなものか4「こういったことが差別になるJということを市民に分
かりやすく具体化していく作業としてガイドラインの策定があります。伊賀市において 「これが差別ですJ
という定義を行うものではなく、あくまでも、差別のない社会をつくるための指針となるものであるとの
認識のもと、「部落差別J「障がい者差別J 「外国人差別」等の人権課題別に取組を進めています。

当事者等から受けた問い合わせや人権相談、人権侵害事件の事例から、またミ他の先行自治
体の取り組み事例や判例を活用して 「禁止する差別」の位置づ

、
けをしっかりと行い、素案作成に取り

組みます。その活動の中で、伊賀市における 「人権相談や救済 ・ 支援体制の構築Jや市民、企業等
に対する「教育 ・ 啓発の充実Jについても推進を図りたいと考えています。

3.来年度、市民意識調査を実施されるとともに、前回調査と前々回調査の結果が太きく改善して
いなかった課題を検証されるとともに、市民の差別意識を大幅な是正し、差別問題を自らの問題
として捉えられる市民の育成などを計画的に進められたい。

【人権政策課】
人権問題に関する意識調査は、2009（平成 21）年度と 2014（平成 26）年度に実施し、現在、

第 3 次伊賀市人権施策総合計画に沿って、同和問題、子ども、女性、障がい者、高齢者、外国人、
性的マイノリテイ、インターネット！こよる人権侵害、さまざまな人権課題について個別的に、全庁的に
取り組みを進めているところです。この計画が 2021（令和 3）年に終了することから、来年度に、市
民 2,000 名の無作為抽出により人権問題に関する市民意識調査を実施する予定です。

現計画の進捗状況と残された課題を明らかにするため、基本的には、前回調査をベースにし、現
在の全国的な人権を取り巻く動向 ・ 状況も踏まえての調査とします。

とりわけ同和問題については、同和地区住民に対する予断と偏見や同和対策事業へのねたみ意
識、寝た子を起こすな論に関する設問等については、2009 年度と 2014 年度の比較では、それほ
ど大きな人権意識の変化はなく、特に結婚については、2014 年度の調査で、約 3 割の市民が「（迷
いながら）を含め ・ 考え直すように言う」という結果となっており、部落差別意識の根深さが今なお存
在しています。

次回の調査についても、委託事業とし、十分な分析や監修ができる専門機関と連携して、結果の
分析を行い、第4次の伊賀市人権施策総合計画を策定する予定です。

また、これら差別意識が残されていることについて、（一部改善していることも含め）人権地区別懇
談会やあらゆる講演会、研修会の場を通して、市民、企業等へ周知し、 「部落差別解消推進法Jの
周知に合わせて、同和問題をはじめあらゆる差別を他人事とせず自分事として解決に向けてどうし
て取り組んでいけばいいのか、ということを考えていただ

、
けるよう！こ啓発！こ努めていきますo
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【個別要求】追加要求項目

【人権生活環境部】

1 . 「部落差別解消推進法」制定に伴う相談体制について。

部落の生活状況は、 部落差別の影響により現在もなお経済基盤がぜい弱な状況にあり
その解消のため各隣保館には生活相談員、 社会同和教育指導員、 同和教育主事を配置して
いるがEのように連携して いるのか。

【同和課】
各隣保館に配置されている生活相談員は、主に高齢者の生活・福祉に関する相談業務を行い、

社会同和教育指導員については、同和教育相談業務を、また、人権教育推進員は、地区小 ・ 中学
生の学力保障、解放教育及び学校同和教育の推進業務を担っていますo

今後については、三者が密に連携をし、複合的な課題解決のため、包括的に各種相談ができる
体制づくりを進めていきます。

、
、
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【健康福祉部】

1 . 昨年度、 要望した 「保護者に対する人権研修の受講を各国で、 の必須化Jに向けた取
組の進捗状況を明らかにされたい。 また、 保護者に向けた人権講演会等の参加状況調査
が実施されたが、 その結果を明らかにされるとともに、 調査結果をどのような施策に反
映されるのか示されたい。

【保育幼稚園課】
o r保護者に対する人権研修の受講を各国での必須化j に向けた取組の進捗状況

保護者に対する人権研修の受講は必要であると考えています。
各保育所（園）では、 保育参観など、 園の行事の際に、 保護者に対して人権研修を実施

しています。 内容は、 「部落差別解消推進法」や「差別につながる言葉Jなどです。 その
際は、 園での乳幼児の一時預かりを行ったり、 開催日時等を工夫したりするなど保護者が
参加しやすい環境整備に努めています。

また、 各国が保護者宛て発行する保育所（園）だよりに、 各地区で開催される人権 ・ 同
和問題研修会や地区懇談会の開催案内を掲載し、 参加を促しています。

0人権講演会等参加状況
昨年度に引き続き、 今年度も公立保育所（園）の保護者を対象に人権講演会等の参加状

況調査を実施しました。（16 園 保護者数 879 人中回答者 730 人、 回答率83%)

「 昨年度（1年間）に人権問和問題に関する研修会や地区懇談会や地区懇談会に参加し
ましたか」との問いに対し、 「参加した」と回答した保護者は 51.5%（回答者 730 人中
376 人）で、 昨年度の 4L8%（回答者 711 人中 297 人）より 9.7 ポイント増加していま
す。

また、今年度より私立保育園へも調査を実施しています。（14 園 保護者数 1,007 人中
回答者 900 人、 回答率 89.4%)

私立保育園では「昨年度（1年間）に人権同和問題に関する研修会や地区懇談会に参加
した」と回答した保護者は 31.7%（回答者 900 人中 285 人）でした。

なお、 公立 ・ 私立合わせて約 34%の保護者が 「参加する気持ちがあったが行けなかっ
たJと回答しており、 行けなかった主な理由として、 ①仕事、 ②子供を預けられない、 ③
時間・日程が合わないと回答しています。

また、 参加した研修会では、 ①保育所（園）主催、②学校主催、 ③職場主催、 ④地区の
順番となっています。

0調査結果を施策に反映
まずは、 アンケ ー トを引き続き実施していくことが大事と考えています。 毎年アンケ ー

卜を実施すること並びにアンケ ート結果を保護者に還流することで研修会参加の意識を高
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めていきたいと考えています。

加えて、 保育所（園）だより等による研修会開催の案内を丁寧に行うとともに、 まずは
保護者会の役員の皆さんと研修会参加の必要性を話し合い、 役員の皆さんを通して全保護
者に、 年に1度は人権研修への参加を呼びかけていきます。

研修内容についても、 保護者会の役員の皆さんとともに人権研修会ヘ参加しやすい時
問、 曜日、 保護者ニ ー ズを検討し できるだけ多くの保護者が参加しやすい人権研修会を
企画していきます。

また、 各研修会の託児の情報についても提供していきます。

2. 部落問題に関する保護者の意識調査を実施されたい。

【保育幼稚園課】
2018 (H30）年度から公立保育所（園）の全保護者に対し、 地域で開催されている人権

講演会などへの参加回数についてアンケ ー 卜を実施しています。
今年度（2019 (R1）年度）からは、 公立 ・ 私立保育所（園）の全保護者に対しアンケ

ー トを実施しています。
また、昨年度は人権講演会などへの参加回数のみを尋ねていましたが、 今年度は、 参加

できない理由についても尋ねています。
アンケ ー ト調査は、 来年度（2020 (R2）年度）も実施したいと考えており、質問項目

に部落問題に関する意識調査の項目も追加していきたいと考えています。 調査項目の内容
については、 市協さんと協議させていただき、 実施したいと考えていますのでよろしくお
願いします。

そして、 アンケ ー．ト結果に基づき、 保育所（園）で、 主催する講演会、 研修会、 懇談会等
について、 すべての保護者が参加しやすい事業の企画に努めたいと考えています。

3. 昨年度から要望している「部落問題を考える保育土の集い」の開催に向けた検討状況
等を明らかにされたい。

【保育幼稚園課】
市内の全保育所（園）の全職種（保育士 ・ 給食調理員 ・ 用務員 ・ 看護師等）の職員で構

成する「伊賀市解放保育研究会j を組織しています。
この研究会では 人権保育の重要な柱として解放保育を位置づけ、 部落差別をはじめと

するあらゆる差別の撤廃に向けた保育の研究、 協議及び実践活動を行っています。
同研究会では年1園、 全職員 ・ 保護者を対象に全体会 ・ 講演会を開催するとともに、 年

1回（3日間）全職員を対象に解放保育について学びあう研修会（語ろう会）を開催して
います。
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また、 保育所保育指針を踏まえて、 「子どもの人権Jを尊重することが保育の根幹であ
ると認識し、 その重要性について学ぶことができる研修を実施できるよう、 研修を計画し
ています。

要望いただいている 「部落問題を考える保育士の集い」については、 「伊賀市解放保育
研究会」での研修等を引き続き、 実施することにより取り組んでいきたいと考えています

《2019 年度実績》
－全体会……6 月 22 日 「 自らを拓くことからJ前川由美子さん

＊全職員と保護者を対象に講演会開催 1 8 1名（保育所職員）

－語ろう会…8 月 26 日 ～28 日 延 324 名
本全職員を対象に解放保育について学び合う研修会

4. 昨年度から要望している 「部落問題を考える保護者の集い」の各地開催に向けた進捗
状況を明らかにされたい。

【保育幼稚園課】
「部落問題を考える保護者の集い」については、 現在、 いがまち4保育園で、 保育園、

小学校、 中学校、PTA、 保護者が共に取り組まれ℃います。
また、 いがまち4保育園、 あやま3保育所では、 それぞれ管内保育所（園）が合同で

「みんなのつどいJとして、 取り組んで、いる地域があります。
各保育所（園）では、 参観やクラス懇談会を通して、部落問題や他の人権課題について

話をしています。 また人権にかかわる講演会等も保育参観に合わせ実施しています。
なお、 各中学校区には、 保育所（園）、 小学校、 中学校が一体となった、 人権・同和教

育を推進するための協議会が設置されており、 その中で、 保護者も含めた人権・同和教育
を推進するため、 講演会や人権フェスティバル、 部落問題を考える保護者のつどい等の取
り組みが行われています。

公立、 私立保育所（園）の全職員で構成する伊賀市解放保育研究会等で、 各中学校区の
取り組みや、 課題について把握に努めると共に、 引き続き、 保育所（園）で実施している
クラス懇談会などで保護者が部落問題など、 人権課題について語れる場作っていくととも
に、 伊賀市解放保育研究会全大会に、 各国からの保護者の参加を強く呼びかけていきたい
と考えています。

5. 子どもたちの学力 ・ 進路保障を実現するために保育士の実践をどのように高めている
のか、 明らかにされたい。
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【保育幼稚園課】
保育指針の中にも、『保育所保育が、 小学校以降の生活や学習の基盤の育成につながる

ことを配慮し…』となっており、 伊賀市解放保育研究会の「語ろう会Jをはじめとした研
修で保育所（園）職員が、 目指す子ども像を明確に持ち、 そうした中で今の子左もの姿を
明らかにしながら、 課題をとらえ、 その課題に向かつて何をしていかなければならないの
かを考えていく研修を行っています。 また、 その時に出た意見をまとめながら、 もう 一度
検討していく機会を持つとともに、 外部講師を招いての研修会も実施しています。

各小学校との接続カリキュラムを作成していく中で、 その中身の学習を深めていくとと
もに、 それぞれの子どもたちの課題や保護者の背景をつかみながら、 各学校との連携を密
にしていきます。

6.市内小学生の基礎学力の低下や愛着障害による発達障害や集団生活になじめない生徒、
不登校の生徒の増加などがこれまで以上に見られるなか、 こうした状況を改善するため
の就学前の実践や課題についての見解と、 改善に向けた市の取組を明らかにされたい。

【保育幼稚園課】
O基礎学力の低下

小学校に入学しても椅子に座っていることができない子どもが多くいるということは指
摘されており、 これが学力低下にもつながっていることが考えられます。

乙れは5歳児だけの問題ではなく、 それぞれの年齢発達に応じた体ができていないとい
うことに原因があることも指摘されているところです。

そういったことから、 保育所（園）ではO歳児からの発達をとらえ、 その子その子の発
達に応じた環境をつくりながら、 関わりを持つことを大切にしていき、 運動を促していく
ことをしています。

段階に沿ってその子が成長しているか、 適切な関わりや環境づくりを行つ．ているかとい
った専門性を保育士に求めていき、 保育土自身も専門職であるという意識を、 研修などを
通して、 今以上に持っていくように努めます。

このように、 O歳からの発達に応じた体づくりを行うことで、 入学前には椅子に座れる
ような体を作っていきたいと考えています。

O愛着障害による発達障害
また、 親の養育態度や家庭環境で起こる愛着障害も認められます。 低年齢のうちに自分

が大切にされていると感じられるように、 保育所（園）の生活の中で、 安心感を持たせ、
周りの大人たちへの信頼感を、 はぐくむよう日々取り組んでいます。

シルバー人材センタ ーを通じて子育て経験が豊富な保育補助者を配置し、 園児に愛情を
注ぎ、 子ども達も安心して保育所（園）生活を過ごせるようにしています。 こうしたこと －

で、 落ち着いて遊ぶことが出来るようになってきています。
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保護者に対しては、 低年齢での関わりが大切であることを伝え、 それぞれの生活の背景
をつかみながら、 できるだけ親子で過ごす時間を持つようにすることが、 子どもの将来に
とって大事であることを知らせるとともに、 子どもとの過ごし方などのアドバイスを行っ
ています。

7. 前回交渉に引き続き、 解放（人権）保育推進計画（仮称）の策定i二向けた進捗状況を
明らかにされたい。

【保育幼稚園課】
昨年（2018 年）度に人権保育推進計画のおおまかな枠組みを作成し、 市内の各保育所

（園）ではその枠組みに基づいた解放保育の取り組みを行っています。
今年（2019 年）度は、 人権保育推進計画の 6 項目（自分が好き ・ 仲間づくり ・ 命の尊

重 ・ 自己決定・意欲と主体性 ・ 反差別の気持ち）のうち「仲間づくり（つながる）」と
「自己決定（えらぶ）」を重点的に伊賀市解放保育研究会の「語ろう会Jにおいて話し合
い、 具体的な取り組み内容等を詰めています。

残りの4項目についても来年度、 再来年度マ見直していくこととしています。
また、 人権保育推進計画の策定では、 昨年度からヒュ ー リアみえさんのご指導を仰いで

います。 今年度も伊賀市解放保育研究会の2回の推進交流会において、 計画に基づく取り
組みについてご指導をいただいています。
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【個別要求】追加要求項目

【健康福祉部】

1 . r保育園の減免」について、 伊賀市として今後どのような姿勢でどのように取り扱う
か。

【保育幼稚園課】
本年1 0月から保育料の無償化となっていますので、 3歳以上児は減免の対象で、はな

くなります。 3歳未満児については、 引き続き減免を実施していきます。

2. 「伊賀市地域福祉計画j における部落問題のための取り組みと隣保館の位置づけに
ついて。

【医療福祉政策課】
「すべての市民が住みなれた地域で安心して人生の最期まで暮らせるまちJを理念

として、 平成 28 年 4 月から 5 年間の計画期間で推進している第 3 次伊賀市地域福祉
計画については、 同和施策推進計画をはじめとする他計画と連携して進めています
が、 次期計画として策定する第4次伊賀市地域福祉計画においても、 第3次計画の理
念を踏襲したいと考えており、 部落問題をはじめとする人権課題解決に向けた取り組
みは地域生活課題であること、 隣保館については、 市民が住み慣れた地域で、安心して

．暮らし続けるため地域活動支援や生活課題に対する相談を包括的に受け止める役割を
持っているとこるであることに留意し位置付けていきたいと考えています。
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【基本要求】

1 . 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されてから3年が経過したなかで、各部
における法を意識した取組を明らかにされるとともに、法では対応できない課題等があれ
ば示されたい。

【教育委員会】
「部落差別の解消の推進に関する法律」では、現在もなお部落差別が存在すること、部落

差別は許されないものであるとの認識でこれを解消することが重要な課題であること、部
落差別の無い社会を実現することが定められました。

この法律の第5条では 「部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行う」と、 改
めて教育の果たす役割が明記されています。 このことから；教育委員会所属職員自らが差
別解消の意識を高める必要があり、本年度、職員が家庭や、地域の人権研修会において、
啓発できるよう 「部落差別解消推進法J制定の目的や内容の理解を深める内容の職場研修
会を、着眼点やスタイルを工夫し継続して行っています。

学校教育では、 一昨年度は各校で教職員に 「部落差別の解消の推進に関する法律Jを周
知し、人権学習の中に、推進法をいかす取組をどう位置づけるかを、また、 昨年度は保護
者にどう周知していくかということを意識して取り組んできました。 学級懇談会や学校だ
より等で各保護者に法律のことを周知したり、 一緒に話をする場を設定した学校もありま
す。

今年度は、学校現場の中で、法律を意識してどんな取組をしていくかということが大切
である、と教職員に指導してきました。

本年度、 県教委の委託事業 「人権教育総合推進地域事業Jを受けた阿山中学校区では、
そのことを意識しながら取組を進めています。 その中で、 「教職員の人権感覚を高める」

「人権教育カリキュラムの見直し」「ゲストティ ー チャ ーのあり方J 「校区小中学校の連携
のあり方」 「家庭 ・ 地域との連携」等を大切にしてきました。 阿山中学校区の中で強く意
識した 「家庭 ・ 地域との連携Jでは、地域の市民団体の力も借りながら、 子どもたちゃ保
護者に向けて、どんな地域をめざしているのか、 子どもたちの人権活動にどんな値打ちが
あるのか、などを話していただきました。

今後も、指導者が 「部落差別解消推進法Jを意識しながら、各校の児童・生徒の実態、
保護者 ・ 地域の実態を丁寧に把握し、 そこからスター トした取組を進めていく必要がある
と考えています。

社会教育では、各教育集会所における事業として各教室の開設や地区学習会等開催支援
を行っています。

さらに、各地で開催されている地区学習会等の参加者が、将来に渡り差別をなくす仲間
として地域を越えてつながれるよう、小学校・中学校 ・ 高校生 ・ 青年と年代毎に交流会を

．開催しています。 高校生 ・ 青年は、さらに自分の地域の子ども達と関わることで、差別に
対する効果的な相談体制の形成をめざして、世代ごとの交流会に積極的に参加するよう呼
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びかけを行うとともに、 人権講演会 ・ 交流会等の情報共有について教育集会所を通じて行
っています。

また、 社会教育現場において各地で人権啓発 ・ 人権同和教育を推進する市民団体の活動
支援と、 その市民団体が交流する伊賀人権ネット交流会を開催し、 市民をはじめ行政や教
職員が自分達の生活する地域で、 人権学習が生涯学習として学べる機会の充実と、 人権問
和教育や啓発を進めるための情報交流できる体制づくりを行っています。

さらに、 伊賀市人権同和教育研究協議会及び各同研組織と連携して、 同研ごとに地域の
実情に応じた研究大会や研修会、 講演会の開催を行ない、 解消法の具現化に向けた取り組
みを進めています。

公民館や図書館では、 公民館利用者やサ ー クル活動者の人権意識向上をめざして、 講演
会の開催やパネル展、 人権に関する情報発信やポスタ ーの掲示などを行っています。

基本要求には、 上記の内容の回答をしました。 このことについて市協と次のような討論
をしました。
0学校教育や社会教育の場で差別発言（差別事象）が多発している状況のなかで、 差別を
なくすには教育が大事であるが、 教育委員会として「部落差別解消推進法」に基づいて何
をやってきたのか。
→法律の内容にかかわる研修を積み重ねながら、 教職員等に周知してきたが、 差別発言を
なくすための対応を今後も続けていかなくてはならないと考えている。
0「部落差別解消推進法Jでは対応できない課題とはなにか。
→差別があった時の法的な規制や罰則規定の整備（人権救済法等） ができていないことだ
と考えている。
0「部落差別解消推進法」に伴う教育・啓発活動を行う予算措置をどうするのか（予算は
市長交渉時に要求していくことになる）。
→必要な予算を継続して要求していくことが必要である。
OPTA組織に人権部会があるのか、 また保護者がどこまで法を認識できているのかなどの
調査をしようとしているのか。
→各学校の保護者対象の意識調査を来年度早い時期に行う。 実態把握後に「部落問題を考
える教職員の集いJや「保護者の集い」を考えていきたい。

0意識調査実施に向けた検討委員会を作っていくのか。
一ー教育委員会として、 チ ー ムを立ち上げて調査内容等を検討していきたい。
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【個別要求】

【教育委員会】

1 . 昨年度、 高等学校で立て続けにおきた部落差別発言事件以降、 どのような再発防止に
向けた取組を進められてきたのか明らかにされたい。

【学校教育課】
伊賀市内の小中学校を卒業した子どもたちの、 高校での差別発言については、 県教育委

員会、 高校等と連携するとともに、 これまで、小中学校で、行ってきた人権教育を問い直して
いかなければならないと考えています。

連携体制については、 今年度改めて県教育委員会と、 速やかに情報共有が図れるよう確
認したところです。

また、 これまで、 小中学校で、 行ってきた人権教育について、 子どもたちが部落差別につい
てどんな認識をもっているのか、 一方で、 教師は部落問題についてどれだけ語れるのか、
また、 差別解消への展望のある取組が展開できているのか、 そのことを小学校や中学校で
も見直しています。 例えば、 授業研究やゲストティ ー チヤ ーに出会うにあたっての、 事前
協議や聞き取りの中で、 教師が、 子ども達にどんな力をつけたいのかという明確な狙いと
展望を持って臨んでいるか、 子どもたちがどんな様子で、 どんな気づきがあったのかな
ど、 話をしています。 子どもたちが間違った認識をしていないか、 差別のきびしさだけで
終わる学習になっていないか、 差別をなくしていく当事者になるような取組にしていくこ
とを意識しています。

高校現場で起こった差別発言の関係生徒の出身中学校では、 報告を受け、 それぞれの学
校で何が足らなかったのか、 何をしなければならないのか そのことを考え、 今、 小中学
校に通っている子どもたちの取組につなげるようにしています。 また、 このことは、 関係
生徒の学校だけではなく、 伊賀市内のすべての学校で考えていかなければならない課題で
あると捉え、 当該校以外でも意識して指導に入

．

っています。
今後も、 子どもの姿から課題を明確にして、 現在の取り組みを進めていく必要があると

考えています。

【生涯学習課】
生涯学習課としては、 伊高同推（伊賀地区高等学校等人権・同和教育推進委員会連絡協

議会）と連携を強化することで、 高校現場で発生した差別事象の報告や、 課題解決に向け
た取り組みをはじめ、 人権に関する授業等に関する情報共有を行っています。 また、 事象
が発生した場合は各教育集会所相談員等を中心に被差別当事者や保護者へのケア、 再発防
止に向けて高校への取組支援など、 高等学校と地域をこれまで以上に繋いでいくことをめ
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ざしています。
また、 地区内高校生には、 教育集会所と連携し高校生が差別に負けない力の構築をめざ

し、 差別にあった時相談できる仲間づくりを進めるために、 地域を越えて繋がれる機会と
して学習会や交流会を開催しています。

今年度からは、 部落問題を考える中学生の集いに参加した地区内外の生徒が、 高校
生活においても人権問題を中心としたつながりと、 人権侵害等が発生した時に高校教師を
はじめ当時関わった中学校や教育集会所等に相談できるよう、 伊高同推や高校・中学校に
協力していただきながら、学習交流会を開催しています。 今後はさらに、 教育集会所と連
携しながら人権問題を真剣に考える高校生が安心して話せる場所を定期的に作っていきた
いと考えています。

さらに、人権問和教育を生涯の学習として先進的に進める人材の育成をめざして、 人権
問和教育に携わる市民の学習講座を開催しています。 講座参加者が日常生活において、 地
域の人権地区懇の推進リー ダーや人権侵害に対する相談先となれるよう、 人権知識と人権
感覚の向上をめざして、 また参加者同士が今後も差別をなくす当事者としてつながれるこ
とをめざして開催しています。

2. 昨年度から要望している「部落問題を考える教職員の集い」の開催に向けた進捗状況
を明らかにされたい。

【学校教育課】
ここ数年、 毎年若い教職員が増え、 ベテランの退職が続いています。 これまで同和教育が
大切にしてきたもの、 部落問題学習の積み上げなどを継承するとともに、 指導者としての
力をつけていく必要があると考えています。

市教委では、 学校人権・同和教育に係る3団連続講座を開催して4年目になります。対
象者は、 これからの学校を担っていく 20～30才代の教職員とし、 3団連続同じ職員の参
加で研修を実施しています。 市教育委員会では、 上記の課題に対する重要な取り組みのー

っと位置付けています。
本年度、 全体のテー マを「確かさを引き継いでJとし、 第1回目は、 演題を『人権 ・ 同

和教育の歩みと「差別の現実に深く学ぶJということ』とし、 葉原成毒さんからお話をい
ただきました。 第2回目は、 テー マを『なかまづくりは「隠れたカリキュラム」』とし、
1学期の取組を交流し合いました。 2学期には、 2校で公開授業を行い、 その取組に学び，
合いました。 3学期は、 テー マを『人権・部落問題学習の約束事』とし講座を持つ予定で
す。

この講座では、 2回の研究授業を行っています。 今年度も小学校1本、 中学校1本の授
業です。 授業者は若手の教員ですので、 学校の中で議論しながら指導案をつくり、 参加者
は事前に指導案を読み、 研修に参加しました。 そして、 授業後は、 指導案や授業に関わっ
ての質疑応答や意見の交流をし、 最後に助言の乗原先生からご指導いただきました。

この連続講座では、 各校の若手教員が集い、具体的な取組を通して教職員が議論しま
す。 そのことが 部落問題学習を進めていく実践力をつけていくきっかけとなっていま

5 



す。 また、 若手教職員に限らず、 各校の研修の中で「部落問題との出会いJ「部落問題に
ついてJなどをテ ー マにして、 職員全員や小グルー プで話をしている学校もあります。
今後も、 実践を中心に据えた研修を大切にするとと也に、 協力をいただきながら、 教員の
指導力の向上、 特に若手教職員の資質の向上に取り組んでいきたいと考えています。

3. 昨年度から要望している「部落問題を考える保護者の集い」の各地開催に向けた進捗
状況を明らかにされたい。

【学校教育課】
現在、 「部落問題を考える保護者の集い」は、 いがまちで取組まれています。

各中学校区には、 「人権教育推進協議会Jが設置され、 講演会や研修会を毎年行ってい
ます。

各校では、 学級懇談会や地区懇談会（年1回、 年2回）で部落問題や他の人権の課題の
話をしています。 学級懇談会の中で保護者が疑問を出し、 教師が話をすることで、 保護者
の気づきにつながっている学校もあります。 また、 人権に関わる講演会等を行い、 参観、
講演、 懇談を続けて行う学校もあります。

今年度、 阿山中学校区の 3 校の P T A の組織の中では「人権Jに特化した部会の設定に
向け、 地域の方の協力を得ながらスタ ー トしました。

阿山中学校では、 2学期の人権集会に保護者や地域の方が入って、 グルー プにわかれ、
子どもたちと一緒に話をしてくれました。そこでは、 自身の体験を語る保護者の方や、 子
どもたちの話を聴きながら「子どもたちは大人よりもしっかり考えている。 負けないよう
にしなければJという声もあったと聞いています。

まだスタ ー 卜したばかりで、 内容は浅いところもありますが、 この部会に自ら入ってく
れる保護者や、 まとめをつくってくれる保護者が出てきています。

社会教育現場ヘの啓発として、 各地同研組織への活動支援を進めるうえで、 P T A 会員
に各地区同研組織へ加入いただき、同研研究大会等の事業に参画し、 実施事業を PT A 内
へ環流してもらえるにしており、 PTA 内の意識改革に取り組んでいます。

4. 部落問題に関する保護者の意識調査を実施されたい。
【学校教育課】
学校では、 懇談会や講演会、 授業参観や通信、 また、 他部局の力を借りた取り組み等を

続けています。 また、 子ども違の差別発言についても、 家庭訪問時に啓発リ ー フレットを
保護者に手渡し取り組みの説明をしています。

さらに、 いわゆる三法についても、 学級や地区での懇談会等で、 資料を提示したり、 取
り組みを紹介するなど、 保護者の方にもお伝えしてきました。

これらの取り組みについて、 保護者の方の意識を検証することは、 次への取り組みにつ
なげるためにも重要なことだと考えています。

一方で、 部落問題を学習した子どもたちが、 保護者と部落問題の話をLていくなど、 子
どもの力も借りながら保護者の意識を変えていく、 問うていくという場面もあります。 実
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際に、 家族が「きちがいj という言葉を使ったときに、 子どもが「あかんでJと指摘し、
大人が自分の言葉について考える、 という事例もありました。 部落問題も子どもが親に話
ができる、 子どもと親が一緒に部落問題を話せることを目指す取り組みも進めています。

子ども達を取り巻く大人の意識が、 子ども達に大きく影響することは言うまでもありま
せん。 保護者の意識を学校だけで変えてくのは難しい面があります。 今後も、 学校での取
り組みはもとより、 保護者の方の意識を踏まえ、 他と連携しながら、 啓発を進めていきた
いと考えています。

個別要求4には、 上記の内容の回答をしました。 このことについて市協と次のような討
論をしました。
0保護者の意識調査はするのか。
→保護者の意識調査を行い、 今後の取組に生かしていきたいと考えます。

5. 市内小学生の基礎学力の低下や発達障害、 集団生活になじめない生徒、 不登校の生徒
の増加などがこれまで以上に見られるなか、 こうした状況を改善するための就学前の実践
や課題について、 市教委の見解と取組を明らかにされたい。

【学校教育課】
小学校での子ども達の姿から、 学校で、の諸課題について、 保幼小の連携が重要であると認
識しています。

教育委員会では、 主に特別支援教育担当と保幼小連携担当が、 全ての幼稚園、 保育園、
保育所へ行き、 入学前の子どもたちの姿を実際に見て、 職員と話をし、 必要で、あれば関係
機関につなぐなど、 子ども達が学校でスムー ズなスタ ートが切れるよう進めています。

さらに、昨年度と本年度で保幼小の接続カリキュラムの作成を進めており、 夏休みには
公立 ・ 私立の保育園・保育所、 幼稚園の年長児の担任と小学校1年生の担任を対象とした
研修会を行いました。 そのなかで、 子どもの生活や遊びが連続するための配慮や、 取り組
みのポイントについて、＼子どもたちの具体的な姿を中心に話し合われました。 今年度末に
は、 これらの取組を踏まえた接続カリキュラムが出来上がります。 今後、 この接続カリキ
ユラムを用いて幼保と小が「接続期に育みたい子どもの姿Jをともに共有し、 実践を進め
ていきます。

さらに、昨年度から今年度にかけて、 全同教大会での報告に関連して、 中瀬城東保育園
の取組にも関わらせていただきましたが、 その内容は、 子どもにつけたい力、 将来の姿に
ついて保護者の方と話をする中で、 保護者の子どもへの願いを知り、 めざす姿がより明確．
になり、 取り組みを進めて小学校ヘバトンを渡すというものです。

この実践で提示されている、 「保護者と、 子どもの将来のことや保護者自身のことにつ
いてどれだけ踏み込んで話せるか」「目指す子ども像を明確にできるか」といったこと
は、 子どもの学びや育ちを保障していくための 一つの重要な要素であると考えます。 この
ように、 保育幼稚園課とも連携しながら取組を進めています。
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6. 伊賀市学同部会は一年交代で担当事務局がかわり、 情勢の変化や課題の検証が不十分
な状況のなかで、 小中学生の集いが開催されるなど、 明らかな形骸化が見られる。 学同部
会で検証されたことが、 どのように現場に届けられ、 どのように教育内容として反映され
ているのか明らかにされたい。

【学校教育課】
学同部会については、 事務局も担当校長も1年でかわっています。 また、 役員や事務局

員の多くも毎年変わる状況にあります。
そのため、 例えば、 「なかまづくり ・ 集団づくりJの視点や手立てなど、 大事にしたい

ところは引き継ぎ、 年度はじめの学同部会の会議で提案をしています。 ただ、 言葉だけで
は具体的な取組としての提示が難しいので、 各校の研修会等に指導主事が参加する機会な
どを捉えて、 このことを再確認しています。

また、集いの課題については、 事務局で検証したものを各校に持ち帰り共有するととも
に、 自校で検証された課題とともに、 その後の取組につなげています。

学同部会だけではなく、 各校の管理職にも話をしながら進めています。各校では、 子ど
もたちの話に管理職に入ってもらったり、 担当教員に直接指導してもらったりするなど、
学校として集いに参加をしていく意識をもつことを会議や研修の場で話したり、 必要に応
じて学同部会の役員から学校へ確認しています。

集いが目的ではなく、 学校としての取り組みに、 集いをどう生かすのかということを含
め、 各校での実践に返せる活動が重要だと考えています。

7. 他市と比べて極端に少ない人権教育の指導主事を増員されたい。

【学校教育課】
現在、 学校教育課の「人権教育Jの担当は一 人ですが、 人権教育は全ての教育活動のベ

ースと考えていますので、指導主事は全員関わりながら、 取り組みを進めています。
ただ、 各校への指導や対応の面で、 人権教育担当でなければならないことも多く、 時間

がかかるケ ースもあります。 人権教育推進員、 社会同和教育指導員や生涯学習課に協力を
求め、 連携しながら人権教育を進めτいます。

今後、 全指導主事のスキルアップとともに、 増員も含め、 十分な職務の遂行ができるよ
う、 取り組んでまいります。

個別要求7には、 上記の内容の回答をしました。 このことについて市協と次のような討
論をしました。
0市協から、 伊賀市の指導主事人数が県内の他市に比較して極端に少ないことを指摘され
ましたが、 各部交渉では明確な回答をしませんでした。
→教育委員会としては、 令和2年度に学校教育課指導主事の2人増員を要望しています。
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【基本要求】

1 .「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから3年が経過したなかで、各部

における法を意識した取組を明らかにされるとともに、 法では対応できない課題等があ

れば示されたい。

【総務部】
「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され3年が経過しました。 しかし法律ができた

というだけで差別がなくなるわけではなく、 一人ひとりが部落差別のない社会の実現に向けて行 －

動しなければなりません。

伊賀市においては、 「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条

例Jの具体化を周知するため、 「人権施策総合計画J 「 同和施策推進計画」の第3次計画を策定し

ており、今後、 職員が「身近な市民の指導者Jたる啓発リ ー ダーとして取り組みを進める上で、
職員自身の人権に関わる知識や責務を再確認するため、 全職員受講の人権・同和問題研修や各職

場において 「部落差別の解消の推進に関する法律Jをはじめ、 差別解消三法等の研修を進めてい

るところです。

今年度、 職員の人権に関する法律や条例等に関する認知度調査を実施したところ、 前回調査

(2017 年度）よりも、 その認知度については向上しているとの結果が出ています。 今後も引き続

き各種研修におい．て差別解消三法等を研修テー マとして取り上げ、 私たち行政職員が法律をしっ

かり理解したうえで、 その啓発に努めていきます。

【財務部】

「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されてから3年が経過したなかで、 地方公共団

体の責務を果たしていくためには、 職員一人ひとりが法律の趣旨を理解し、 継続して差別解消に

向けた取組みを実践していくことが必要だと考えています。

また、 昨年、 財務部収税課で催告書に対し不満を持った市民が電話対応した職員に差別発言を

繰り返すといった差別事象が発生したことを受け、 庁内で情報共有した後に、 再度、 部の中でこ

の事象について確認し情報共有を図りました。 市政に対して不満をもって怒っている相手に差別

発言であることを理解させることは難しいと思われますが、 市職員として毅然とした態度でのぞ

み差別発言であると指摘し、 適切な対応ができるよう努めています。

それらの事とあわせて、 財務部で法を意識した取り組みとして、 財務部の各課の人権啓発推進

委員を中心として実施している職場研修では、 法律の趣旨をしっかり認識し、 市民への啓発を進

めることができる職員となることを目的とした研修を実施しています。 今年度実施した各課の職

場研修ですが、 ①DVD 「部落差別解消推進法がめざすもの ・ ともに生きる私たちの未来Jをテ ー

マにした意見突換会、 ②被差別部落の起源に関する偏見に満ちた認識と部落差別の不合理性を確
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認するための「 部落の歴史を知る研修J、③部落差別の解消の推進に関する法律をはじめとした、

公務員として求められる人権に関する法律などの理解を深めるための学習会、④障害者差別解消

法の「合理的配慮」を知るため、障がい者の方の特性や接し方についての学習会、⑤ホ ームレス

の人々の人権を考える研修、⑤「 部落差別解消推進法と伊賀市における 部落差別をはじめとする

あらゆる差別の撤廃に関する条例Jの制定の背景や内容についての研修などを実施し下おりま

す。

次に、地区懇談会や人権研修会への参加状況ですが、11月22日現在で、正職員、臨時職員と嘱
託職員をあわせて全職員71名で、参加回数は述べ1 3 5回で一人当たりの参加回数は1. 9固と

いう状況です。もっと自主的な参加を促進するため、 部課長会議を通じて、再度、全職員に研修受

講をすすめていきます。

【企画振興部】
第2次伊賀市総合計画第2次再生計画の全47の施策の中で人権問和問題に関する施策4つが

位置づけられています。それら施策では、同和問題をはじめ、子ども、女性、障がい者、外国

人、高齢者、性的マイノリティなどあらゆる人権問題の解決に向けて、すべての人の人権が保障．

され多様性が認められる、人権尊重の文化が息づくまちづくりの方針が定められており、市民

（団体）、地域、行政が果たすべき役割が明示されています。

「人権に対する正しい知識を習得するJでは、市民の役割としてーだれもが人権啓発事業に参

加し、人権問題について主体的に学び行動すること。地域の役割として、地域において人権に関

するさまざまな啓発事業を展開し、地域住民の人権尊重意識の高揚に努めること。行政の役割と

して、地域における研修会をはじめ、あらゆる機会を捉えて市民と協働により啓発事業を推進す

ることなどが位置づけられています。

また、2022年（令和 4）年 4 月施行をめざし、伊賀市自治基本条例の改正作業を進めており、

昨年2月に策定した見直し方針では、課題となっていた「基本的人権の視点」をその← っとして

位置づけています。

今後、伊賀市総合計画及び市の最高規範とされる自治基本条例の中へ「全ての市民が等しく基

本的人権を享有する理念Jを加えた条例改正案を作成し、市民、団体、企業、行政が一体となっ

て 部落差別をはじめとするあらゆる差別を許さない、互いの人権を尊重するまちづくりを進めて

まいりますー

近年ネット上で発生する差別事象の拡散する速度は速く、記事の削除などの対応も追いつかない

ような現状です。「部落差別は許されないものJという空気を醸成するのは、法の定める教育及び啓

発であると考えますが、それだけでは発生を防止することは困難な状態でありょ差別行為への禁止

規定を設けることに踏み込んでいくことも考えていかねばならないのではないかと思います。また、

被害者救済規定がないこどから、部落差別被害の救済対策が具現化しないことも課題であると考え

ています。

【消防本部】

消防は、 現場活動において、 被災者や患者の人権尊重、 プライバシ ーの保護等が必要と
なります、 このことから、 各種消防業務・活動において適切に対応できるよう、 職員一人
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ひとりが、常に人権尊重の視点を持てる職員であることを目指し、職場研修や連続講座等
研修会を通して、職員それぞれの人権・同和問題に関する意識の向上に努めています。

特に、「部落差別の解消の推進に関する法律」「ヘイトスピーチ解消法」、「障がい者差別
解消法」が施行され、制定の目的や内容の理解を深める積極的な職場研修や、居住地域内
での研修会の参加を実施し、部藩差別解消への取り組みを加速させ、全職員が市民への啓
発者となるよう、意識・知識・行動力を持ち発展させていきたいと考えています。

法律は制定されましたが、あらゆる差別は、個人の山の奥底にあるものだと思います。
それを無くするためには、一人一人が研修会に参加し対話を通して個人の山に訴えるしか
ないと思います。

【産業振興部】
2016年度に 「障害者差別解消法J、 「ヘ イトスピ ー チ解消法J、 「部落差別解消推進法J の
差別を解消するための人権三法 が施行され、3年が経過しました。 産業振興部は、 農林
業、 工業、 商業、 観光業をはじめとするサー ビス業など、 様々な産業の振興を図る役割を
担っており、 それぞれの産業の発展において、 人権意識の向上は必須で、あるとの観点か
ら、 人権三法が施行されて以降、 年 2 回実施しているそれぞれの課内人権研修の場で研鎖
を積んでいると ころです。 それぞれの課内研修の中での意見として、 進展するネット社会
において、 部落を誹誘中傷する書込みは益々 深層化しているが、 「部落差別解消推進法J
においては罰則規定が設けられていないため、 終結が見えないなどの意見があります。

また、 当部の商工労働課を窓口に、 差別をなくす強調月間に合わせて、 市役所の主査以
上の職員 で、 公正採用選考人権啓発推進員設置基準である従業員数 30 人以上の事業所に
対して、 人権啓発を目的とした事業所訪問を実施しています。 こ のなかでは、 昨年度に引
き続 き人権三法 についての啓発を実施すると ともに、 事業所内の人権環境整備を目的とし
て2015年に設立された『伊賀市人権学習企業等連絡会』への入会についても推進してい
ます。

当部においては、 今後も、 課内研修などの場で、 部落差別をはじめとするあらゆる差別
のない社会の実現に向けて、 それぞれの職員 が何をしなければならないの か自覚し、 実行
で き るような取 り組みを推進してまいります。

また、 従事者が1日の3分の1以上の時間を過ごす事業所などそれぞれの職場におい
て、人権環境が整備 されるよう、 事業所等の啓発に努めてまいります。

【建設部】
【法を意識した取り組み】

「部落差別の解消の推進に関する法律Jは「部落差別が存在することJを国が認め、今なお部落
差別が解消されていない厳しい現状を示しています。

建設部においては、一昨年より、部内各課で全職員対象にこの法律の骨子と内容を各職員が自
分の言葉で市民に説明できるよう研修を進めてきました。

今年度も、部内各課の取り組みのなかで、市職員として、法の理解をより深め、対外的に説明でき
ることに主眼をおいた職員 研修を継続して実施しています。
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また、各課の推進委員を中心に、地区別懇談会や人権研修への積極的な参加を促し、各職員
が地域の人権リーダーになれるような知識の習得や差別を許さない心を持つ人材育成に取り組ん
でおります。

なお、本年度 12 月 1 1 固までの建設部職員 68名の人権研修会等参加状況ですが、地
区別懇談会等への参加人数は、64 人、参加型研修会（地区懇以外）は、5 人、聴講型研
修会 ・講演会 ・ パネル展へは388人で合計428回参加しており、1名当たり約 6.6回の参

加を行っています。

【上下水道部】
上下水道部では、職場研修、 各地域で開催される懇談会等への参加を通じて、職員個々

の人権意識の向上を継続して図る必要があると考えています。
近年の情報化社会の急激な進展により、S N S上での差別書込み等が頻繁にアップされ

ている現状があることから、部落差別は現存し、更に匿名であることを利用した無責任な
発信により、予断を許さない状況であると認識しています。

本年度は、上下水道部全体での研修を2回開催することとし、10月16日に外部講師
を招いて、同法の理解を深めるための講義を受け、法が掲げる目的、基本理念、責務等を
再確認しました。

法の施行後 3 年であるが、社会生活での
・
些細な事象で、 あっても差別を見逃さない人権感

覚を持ち続けるためには、継続的な研鎖が必須であると考えて おり、職場全体研修だけに
止まらず、様々な機会を利用して人権意識の高揚を図るよう職員へ働きかけたいと考えて
います。

なお、課題については、上下水道部の通常業務を執行するに当たっての課題は特に見受
けられませんが、行政職員として市民のリ ー ダー的な役割を果たすことが求められている
中で、高いレベルでの職員聞の意識の共有は必要で あり、地域懇談会等でファシリテ ー タ
ーとしての役割を果たせる人材の育成が必要であると考えています。

【総合危機管理課】
人権は、すべての人が生まれながらに持っている権利であり、私たちが幸せに暮らすた

めに欠くことのできない大切なものです。
部落差別の解消の推進に関する法律は、「現在もな お部落差別が存在するとともに、情

報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じていることを踏まえ」、部落問題
の解消に向けた取り組みを推進し、その 解消のための施策として、国及び地方公共団体の
相談体制の充実や教育啓発の推進に努めることが規定さ、部落差別はけっして許されない
ものであるとの認識のもと、部落差別がない社会の実現をめざしたものです。

総合危機管理課では、課内研修等を通して、「部落差別解消法」 の理解を深め、自治体
職員として、市民への啓発が出来るよ う 取 組んで おります。

また、地区懇談会への参加や人権啓発企業訪問などの機会を通じ、市民や地域、企業、
行政が協働し、部落差別をはじめあらゆる差別を許さない人権意識の醸成に取り組んでい
ます。
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【議会事務局】
「部落差別の解消の推進に関する法律J が施行され3年が経過しました。 この法律は、

部落差別が現存していることを踏まえ、 国や地方公共団体の責務が明らかにされていると
ともに、 部落差別のない社会を実現するためのものとなっています。

特に地方公共団体には、 「地域の実情に応じた施策の構築J、 「部落差別に関する相談体
制の充実J、「部落差別を解消するための必要な教育と啓発Jなどの役割が明記されてお
り、 伊賀市においても法の趣旨に沿った取組みを実施していかなければなりません。

議会事務局では、 本年度の職場研修において、 部落差別解消法をはじめとした人権に関
する法律や諸制度について、 自らが学習し、 自らの言葉で説明する研修を実施しました。

これは、人前で説明できるよう自らが学習することにより、 法の趣旨をより理解し、 ひい
ては市民に説明できることを目指すものとして実施したものです。

今後も、 市民に啓発を行っていかなければならない一人の職員として、しっかりと法の
趣旨が理解できるよう、 自己の研鎖及び職場研修の機会を捉えて学習し、 市民啓発に繋げ
ていきたいと考えています。

【農業委員会事務局】
「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから3年が経過したなかでの法を

意識した取組についてですが、 農業委員会事務局として人権意識の向上は必須であると
の観点から、 人権三法特に同和問題について局内人権研修の場で研鎖を積んでいます。

農業委員及び農地利用最適化推進委員で組織する農業委員会では、 伊賀市全体として
の農業経営者の高齢化及び米価の低迷により、毎年遊休農地が増加傾向にある中で、3年
前の新制度以降最重要課題として必須事務となった「農地利用の最適化Jを推進するた
めに、 各地域において農業委員及び農地利用最適化推進委員さんによる農地パトロ ー ル
を実施し、 遊休農地の発生防止のための実態調査を毎年行っております。

しかし、農地は 3 年前から約 170 ヘクタ ー ルの減少、農家数も約 1700 戸減少してお
り歯止めが効かない状況です。 伊賀市としても全国的な人口減少による影響は避けられ
ませんが、特に中山間地域（同和地区含む）では、小規模農家が多い状況や急傾斜等の耕
作条件の悪い園場が多いため、 遊休農地の増加が著しく深刻な状況となっています。

今後、 農業委員会事務局として各地域の農業委員及び農地利用最適化推進委員ととも
に、現状を把握しながら 「農地を守り、活かし、耕し続ける」ための方策の話し合いを進
めてもらうために、 市の担当課と協同によりサポ ー 卜していきます。

【出納室】
部落差別解消推進法で謡われている地方公共団体の責務を果たしていくには、 この法律

が制定されるに至った背景などを理解することはもとより、 今何が起きているのかを知．
り、 部落差別解消に向けて自分は何ができのるか、 今行えることは何なのかを常に一人ひ
とりが意識し、考え行動していくことが大切であると考えます。

このため今年の職場研修では、 初回は我が職場では馴染みのない「宅地建物取引Jにつ
いて、 その実態調査から見える差別意識についての話し合いを持ちました。 次回の研修で
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は法制定までの過程や背景などについて学習し、 差別解消に向けて自分にできることは何
なのか自身に問いかけ、 そしてメンバーで意見交換を行う予定をしています。

なお、 地区懇談会や人権研修会への参加状況は 12 月末現在で 24 回（一人平均 3.4 回）
となっており、職場研修だけでなく、地区懇談会など様々な機会を通じて人権意識を高め、
自分自身を磨き続けていくよう職員に働きかける中で、 市民の方々の心に響く言葉が掛け
られる人材の育成に努めていきたいと考えています。

【監査委員事務局】
「部落差別の解消の推進に関する法律Jは、 「現在もなお部落差別は存在する」、 「情報化
の進展に伴って部落差別に関する状況の変化が生じているj ことを踏まえ、 「部落差別は
許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題」であるとし、 部
落差別の解消を推進し、 部落差別のない社会を実現することを目的としています。

監査委員事務局では、 法律が施行された意義をしっかりと理解・認識するため、 年2回
の職場内人権研修のうち1回を部落問題の学習中心に行い、昨年度は人権政策課に講師を
依頼し、 法律の理解を深めるため講義を行ってもらいました。

本年度は、 「人権関連三法の現状と課題について」をテ ー マにいがまち人権センタ ーに
赴き、 館長に講義をお願いしました。 市職員としての人権関連諸問題への「課題意識Jと
「取組姿勢J及び市行政として法や条例の主旨を踏まえ、 いかに 「施策化Jし、 具体的な

「事業化j ができるかが課題であること学習しました。
市職員としては、 部落差別を解消する必要性を市民一人ひとりに理解を深めてもらえる

よう努め、 また地域に帰れば地域のリ ー ダーとしてその役割を果たしていくことが肝要で
あり、 そのための自己研鎖に努めていきたいと考えています。

【個別要求】

【総務部】

1 . 職員対象の部落問題に関する研修実施状況を明らかにされたい。
【人事課】
「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例」におい

て、 行政が人権問題解決の責務を有していることが明示されており、 すべての職員がその
責務を自覚し、 問題解決iご積極的に取り組まなければなりません。
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このことから 市では平成27年度！こ策定した「伊賀市職員人権・同和問題研修方針J
に基づ

、

き、 役職別または在職年数別にステップアップしていく連続性のある体系的 ・ 計画
的な全職員対象の研修をはじめ、 職員が同和問題の本質を正しく把握し共通の認識を持つ
とともにあらゆる差別の撤廃に向けた資質向上のための各職場での人権・同和問題研修の
実施や、 市内外で開催される研修会等への参加促進など、 全ての職員が高い人権意識を持
って同和問題をはじめあらゆる差別の解決に主体的かつ積極的に取り組んでいけるよう人
材育成に努めています。

そのような中、 職員がそれぞれの行政分野で適切な対応ができるよう、 毎年、 各職場単
位で人権・同和問題研修を実施しており、 その中で、 1度以上は必ず同和問題をテ ー マに
した研修を行うこととしています。

また、 同和問題をはじめ様々な人権課題について総合的に学ぶことで、 職場や地域にお
ける人権教育の中心的な役割を担う人材を図ることを目的によ三重県人権大学講座及び部
落解放・人権大学講座に職員を派遣しています。

2. 昨年度に引き続き、 積極的に人権問題解決に取り組む職員を隣保館に配置されたい。
【人事課】
行政職員は、 人権行政の推進者として、 職務を遂行する上で、 公正・公平かつ市民の人

権を侵害することがないよう十分留意するとともに、 人権課題の解決に向けた職責意識を
持つ必要があります。 また、 市として地域社会における人権教育・人権啓発の「身近な市
民の指導者」としての啓発リ ーダーの役割を担える職員の養成についても取り組んでいま
す。

そのような中、 人権部門の職務に携わることは、 職員が人権・同和問題について、 理解
や知識を深めるために重要な機会であると考えています。

なお、隣保館への職員配置については、 各部局との人事ヒアリングを行う中で、 職員
個々の資質や能力、 意向等を考慮し、 人権問題解決に向けた事務を適正に遂行で、きる職員
の毘置に努めます。

3.職員選考採用試験受験申込書をはじめ、 市の各種書類の性別欄を再点検し、 不必要なも
のを撤廃されたい。

【人事課】
職員採用試験受験申込書については、統計上の必要性から、 性別欄を設けたままとして

いますが、 トランスジェンダーの方などへの配慮として、 性別欄の記載にあたって苦慮す
ることがないよう、 記入見本において性別欄には戸籍上の性を記入することと明記させて
いただいています。

また、 2020 （令和2）年 4 月 1 日施行の地方公務員法の改正により、 新たな制度とし
て会計年度任用職員制度が開始されますが、 その募集に伴う採用選考申込書については、
性別欄を削除いたしました。
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【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、 部落差別解消の取組がどのように位置づけられている

のか明らかにされたい。

【総合政策課】
伊賀市自治基本条例は、合併の際に策定され、有利な財源である合併特例債活用の根拠となる

「新市建設計画j に掲げた新市のまちづくりの考え方を担保するため、市民が中心となって制定
された条例です。 法律の改正により合併特例債の活用期間が延長されましたが、本市においても
合併特例債をさらに活用し事業を実施する必要があることから、本年3月に新市建設計画の期間

を2年延長（2021年度末まで）したため、改正後の自治基本条例の施行も当初の予定より2年先
の2022年4月からとなりました。

しかし、自治基本条例の改正作業は引き続き行っており、月1～2回のペー スで庁内での協議を

行うとともに、外部委員による審議会（専門部会）においても協議を進めています。
見直し方針において、見直しの主なポイントの第1として「基本的人権の視点」を掲げてお

り、条文として加える箇所、文言などについて人権担当部局も交え協議を重ねているところで
す。 案がまとまりましたら、 パブリックコメントやタウンミ ー ティングなどにより、市民の皆様

のご意見を伺う予定です。

2. 数年、要望している各市民センターにおいて生活困窮者の自立支援などの貧困対策 ・ 居場所

づくりに取り組まれたい。
【地域づくり推進課】
地区市民センターは、地域住民の連帯意識を高め、健康で文化的な近隣社会の建設とその発展

に寄与するために設置しています。

当センタ ーを利用し、住民自治協議会や自治会、生涯学習団体、行政等がさまざまな活動を展
開し、地域課題解決等に取り組んでいます。

特に、住民自治協議会が高齢者や子どもの居場所づくりとして、高齢者いきいきサロンや子育
て支援事業に取り組まれている地域があり、地域課題の解決に主体的に取り組んでいただけるよ
う、財政的支援（地域包括交付金、キラっと輝け！地域応接補助金）を行うとともに、各支所振
興課を中心に相談体制を構築しています。

これらから、新たな取組として、生活支援サポ ート事業も始まりました。
今後も取組の継続や新規事業立上げのため、助成制度の活用や福祉団体や地域等の施設利用に

かかる柔軟な対応に努めたいと考えています。
要求項目の内容は、市福祉部局や市民活動団体等が地区市民センターを利用して取り組むこと

が想定され、その場合には当センターの使用について積極的な活用を考えていきます。

【地域等の取組事例】
子育て支援

0放課後こども教室支援
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0こども広場開催
《神戸地区住民自治協議会が、かんべ元気つ子広場実施（保育士資格を有する数名が講師

で年間10回開催予定。 幼児の遊びの場や育児指導、子育ての悩み解消を目的）》
《丸柱地域まちづくり協議会が、音っと仲まる実施（学校の長期休暇を利用し、小学生か

ら高校生までを対象に学習会， お楽しみ会ができる場の提供と支援。）》 等

高齢者支援
Oいきいきサロン

《多くの住民自治協議会で年間10回程度実施されている。》
O独居・高齢世帯見守り活動

《山田地域住民自治協議会が、奇数月に健康福祉部会員が独居老人宅を訪問》 等
Ol82食サービス 等

《高尾住民自治協議会が、毎月（8・9月を除く）第2・第4水曜日に地区市民センター

で調理師資格者が調理し、希望者に配食サービスと見守りを実施、希望者は30人程度で
実費負担してもらう。》 等

【財務部】

1 . 来年度も「部落差別の解消の推進に関する法律Jの具現化に向けた事業が展開できる
よう、 適切な予算措置をされたい。

【財政課】
伊賀市の中期財政見通しでは、 国から交付される地方交付税のうち普通交付税につい

て、 2019 （令和元）年度で合併算定替期聞が終了することによる減収や、 生産年齢人口
の減少などによる市民税の減収を見込み、 今後、 各種事務事業に活用できる市の一般財源
が減少し、 非常に厳しい状況が続ぐことを見込んでいます。

2020 （令和2）年度の予算編成においては、 伊賀市総合計画に位置づ
、
ける「健全な財

政運営Jを基軸とし、 選択と集中の考え方をより重視し、 限られた財源を有効に活用して
いくため、 今年度に引き続き一般会計予算においては、 「政策経費Jと「経常経費Jに区
分した予算編成を行い、政策判断による優先順位に基づき、予算へ反映することとしてい
ます。

部落問題の解消に向けた予算措置の考え方では、 「部落問題は憲法に保障－された基本的
人権の侵害に係る重大な問題Jであり、 国においても「部落差別の解消の推進に関する法
律（以下 「法」という。）」が制定されたことも踏まえ、これまで以上に部落問題の早期解
決に向けて事業展開のための予算を一定確保し、 「伊賀市同和施策推進計画」に基づ

、
く事

業を実施していくため、 人権担当を中心とした関係部署と連携しつつ、 適切な予算措置に
努めることとしています。

具体的には、 部落差別の解消に向けた各種啓発事業やイベント等の経費、－ 相談・教育・
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啓発などを担う地域の拠点である隣保館などの施設については、 相談拠点や地域のコミュ
ニティセンタ ーとしての役割を果たせるよう、 維持管理経費等の確保などに努めるととも
に、 児童館施設の耐震化や用途を廃止した火葬場の解体などに必要な予算の確保に努めて
います。

【個別要 求】追加要求項目

【財務部】

1 . 人権政策課、 同和課、 隣保館への財政措置に関する考え方を明らかにされたい。

2018 （平成 30）年度当初予算までの予算編成においては、 予算の総額から各部局に予
算を配分する、 いわゆる「枠配分方式Jにより予算編成を行っていましたが、 各部局に
おいてその枠内におさめていくために、 結果」ごして必要な事業においても予算を一部削
減する状態となっていました。

2019' （平成 31 ・令和元）年度の予算編成から、 先ほど申し上げました『経常経費J
「政策経費Jに事業を仕分けし、 一つひとつの事業を精査する「1件査定方式Jに変更

し、 事業の内容や重要性などを踏まえた予算編成 －を行っています。
ただし、 全体的な財政の状況は厳しいままのため、 全庁的に 一 定の削減目標も示してい

るところです。
次年度（令和2年度）の予算編成におきましても、 メリハリの効いた予算編成につなが

るよう、 部落問題の解消など、 特段の課題がある部局においては、 その施策や事業の実施
に際し、 事業手法や効率化等の検討も行いながら、 必要な予算を要求することとしていま
す。

以上のことから、 人権課題の解消に向けて主体的に取り組む人権政策課、 同和課、 各隣
保館からの各種啓発事業やイベント等の経費、 隣保館などの施設における維持管理経費等
の確保につきましては、 その施策の重要性も踏まえ、－必要な予算の確保に努めています。
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【産業振興部】

1. 部落差別解消推進法を踏まえた市内事業所への取組と、市内事業所の取組を明らかに
されたい。

【商工労働課】
【市内事業所への取組について】
平成 26 年度から、差別をなくす強調月間（11 月 11 日 ～12 月 10 日）に合わせ、全庁

体制で市内企業・事業所に対し 「企業・ 事業所訪問人権啓発事業J を実施しています。 今
年度も全庁体制で市内企業・事業所に対して訪問し、現在訪問結果を取りまとめ中です。

今年度の実施にあたっては、本庁 ・ 支所の関係課や三重県、ハ ロ ー ワ ー クの三者で事前
に合同会議を開催し、前年度の訪問結果はもとより、「部落差別解消推進法」、「 ヘイトス
ピ ー チ解消法」、「障害者差別解消法」の3つ法律の認知度や生活実態調査の結果も踏ま
え、企業 ・ 事業所訪問の方向性について協議を行った結果、前年同様に3法の啓発 ・ 周知
が特に重要であると決定し、訪問する職員には説明会を開催する中で、その内容について
周知徹底を行いました。 今年度は、市内の 269 社に啓発 ・ 周知を図っています。

【伊賀市人権学習企業等連絡会の取組について】
平成 27 年度に設立した伊賀市人権学習企業等連絡会では、今年度、「新規採用職員セ

ミナ ー」、「採用担当職員セミナ ーJ、「トップセミナ ー」等、企業 ・ 事業所内それぞれの立
場・ 職責に応じたセミナ 一等を実施し、社員の人権意識の向上を図っています。 また、人
権問題は職種によって様々な事例が発生することが予想されることから、企業・事業所相
互による「事例発表 ・ 事例研究会」を実施し、企業・事業所自らが「部落差別解消推進
法J を含めたあらゆる差別について考え、社員の人権スキルの向上を図っています。

【市内事業所の取組について】
「企業・事業所訪問人権啓発事業Jの平成 .29 年度と平成 30 年度の訪問結果を比較すると、
社内の人権・同和問題研修の実施については 79 件から 87 件に、公正採用選考人権啓発推
進員の選任については 116 件から 128 件に、統一応募用紙の使用についても 172 件から
189 件に増加するなど、主体的に人権意識高揚のために取り組んでいる企業・事業所が増
加しています。 人権知識の習得は、企業・事業所の円滑な運営に重要な要素で、あり、今後
も引続き企業 ・ 事業所へ社内研修の必要性等の啓発を行っていきたいと考えています。
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【建設部】

1.前回交渉で要求した宅建業者に関わる差別問題解消に向けた取組の進捗状況を明らか
にされたい。
【都市計画課】
前回交渉で 「新たに宅地建物取引にかかわる分野で発生した事象についての通報

体制を確立する」こと、 「問合せがあった場合の対応事例を作成するj こと及び宅
地建物取引における 「市の総合相談窓口を設置するJこと、の3つを軸に取組みを
進めるとの回答をさせていただきました。

本年8月21日の市協理事会において報告させていただいた内容と重複するとこ
ろもありますが、今年度の取組みについては以下の4つの取組について報告しま
す。

庁内連携体制については、相談しやすい体制の確立準備として、5月に庁内関係
各課との調整会議を実施し、当該取組みに係る連携体制について確認しました。

有識者からの助言については、 充実した取組みを目指すため、 7月にヒュ ー リア
みえから要点の確認と助言をいただいたところ大きな修正点はありませんでした0

・三重県担当者との情報共有については、通報体制や問い合わせに関する対応事例
を共有するため、10月に県担当者ヘ状況の報告を行いました。

関係団体との調整については、宅建業者で組織する2団体（全日本不動産協会三
重県本部【本部 四日市市】、 三重県宅地建物取引業協会伊賀支部）に対し、 8月
に取組み内容の説明と協力依頼を行いました。

以上、引き続き宅建業者に関わる差別問題解消に向けて取り組みを推進していき
ます。

2. 「伊賀市公営住宅等長寿命化計画」の改訂にあたり、改良住宅の今後の方向性を明らか
にされたい。

【建築課】
伊賀市では、平成25年3月に「伊賀市公営住宅長寿命化計画」を策定しました

が、住宅施策事情等も変化し、今後より実現性の高い計画の立案の必要性が高ま
ってきていることから、本年9月に同計画の改訂を行いました。

改訂内容の概要につきましては、市協理事会において報告させていただいたと
ころですが、改良住宅につきましては、「継続して維持していくための改善を行っ
ていく団地Jという位置づけで原則継続する方針としており、住宅の性能 ・ 品質
を維持するため、従来どおり緊急修繕や通常修繕等、 適切な維持管理を行ってい
きます。
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伊市協発第8号

2 0 1 8年1 1 月 1 4 日

伊賀市長 様

2 0 1 8年度 部落解放同盟伊賀市協議会と伊賀市各部との交渉について

（ご案内）

晩秋の候、 ますますご盛栄のこととお喜び申し上げます。 平素は格別のご高

配を賜り、 厚くお礼申し上げます。 平素は、 部落の完全解放のためのお取組に

深く敬意を表します。

さて、 見出しの通り、 今年度も市協と伊賀市との行政交渉を下記の通り、 開

催させていただきます。 一日も早く部落差別を解消するため、 積極的で忌樺の

ない話し合いとなりますよう、 よろしくお願いいたします。

記

日時：1 2月13日（木） 18:30～ 人権生活環境部

1 2 月 1 4日（金） 18:30～ 伊賀市教育委員会

1 2 月 1 5日（土） 1 0 : 0 0～ 健康福祉部、 上野総合市民病院、 各支所

1 3 : 0 0 ～ 産業振興部、 建設部、 水道部

1 5: 0 0 ～ 総務部、 企画振興部、 財務部、 消防本部、 出

納室、 市議会事務局、監査委員事務局、総合

危機管理課

場 所：寺田市民館 ホ ー ル
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日 程

2 0 1 8年1 2月1 3日（木） 1 8 : 3 0～ 

人権生活環境部

2 0 1 8年1 2月1 4日（金） 1 8 : 3 0～ 

伊賀市教育委員会

2 0 1 8年1 2月1 5日（土） 1 0 : 0 0～ 

健康福祉部、 上野総合市民病院、

各支所

1 3 : 0 0～ 

産業振興部、 建設部、

農業委員会事務局、 水道部

1 5 : 0 0～ 

総合危機管理課、 総務部

企画振興部、 財政部、 消防本部

出納室、 議会事務局

監査委員事務局

場所： 寺田市民館 ホ ー ル
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【基本要求】

., . 「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから2年が経過したなかで、各部

における法を意識した取組を明らかにされたい。

2. 「 同和問題解決に向けた生活実態調査」から見えてきた課題の解決に向けた各部の取組

の進捗状況を明らかにされたい。

【人権生活環境部】

, . 前回交渉以降の差別事件と解決に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。

2. 条例による「部落差別行為の規制」に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。

3. 法律を踏まえ、 部落問題に関する市民意識調査を実施されたい。

4. 本人通知制度の登録方法を改定されたい。

【教育委員会】

, . 前回交渉以降の差別事件と解決に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。

3 
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2. 市内の小中学校を卒業した生徒が高校で部落差別発言ゃいじめ行為を起こしているこ

とについて、 市教委の見解と取組を明らかにされたい。

3. 「部落問題を考える教職員の集いJを開催されたい。

4. 健康福祉部とともに、 「部落問題を考える保護者の集いJを中学校区単位で開催される

ょう取り組まれたい。

5. 以前から要望している、 より確かな学力 ・ 進路保障を実現するため、 保幼との連携体

制を確立されたい。

【健康福祉部】

1 . 保護者に対する人権研修の受講を各国で必須にされたい。

2. 「部落問題を考える保育士の集い」を開催されたい。

3. 教育委員会とともに、 「部落問題を考える保護者の集い」を中学校区単位で開催される

ょう取り組まれたい。

4. 社会福祉法が改正されたことを受け、 地域福祉計画に隣保館の役割と差別問題の解決
4 
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を位置付けられたい。

5. 前回に引き続き、 解放（人権）保育推進計画（仮称）を策定されたい。

6. 以前から要望している、 より確かな学力 ・ 進路保障を実現するため、 保幼と小中学校

との連携体制を確立されたい。

【産業振興部】

, . 部落差別解消推進法を踏まえた市内事業所への取組とJ市内事業所の取組を明らかに
されたい。

【建設部】

, . 前回交渉で要求レた宅建業者に関わる差別問題解消に向けた取組の進捗状況を明らか

にされたい。

2. 「伊賀市公営住宅等長寿命化計画」の改訂にあたり、 改良住宅の今後の方向性を明らか
にされたい。

5 



【総務部】

L 職員対象の部落問題に関する研修の取組状況を明らかにされたい。

2. 積極的に人権問題解決に取り組む職員を隣保館に配置されたい。

3. 職員選考採用試験受験申込書をはじめ、 本人通知制度等、 市の各種書類の性別欄を再
点検し、 不必要なものを撤廃されたい。

4. 前回に引き続き、 総合評価制度の見直しについて進捗状況を明らかにされたい。

【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、 部落差別解消の取組がどのように位置づけられている
のか明らかにされたい。

2. 前回に引き続き、 各市民センタ ーにおいて生活困窮者の自立支援などの貧困対策・居

場所づくりに取り組まれたい。

【財務部】

1 . 「部落差別の解消の推進に関する法律」が具現化されるよう、 適切な予算措置をされた

6 
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【基本要求】

1 . 「 部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから2年が経過したなかで、各部
における法を意識した取組を明らかにされたい。
「部落差別の解消の推進に関する法律」は、 固として、 初めて「部落差別の葎在Jを認

めた法律であり、 部落差別をなくすだめの相談体制の充実、 教育・啓発、 実態調査など国
及び地方公共団体の責務として実施しなければならないことが誼われています。
この法律は伊賀市におけるこれまでの人権の取り組みを後押しする大きな後ろ盾となるも
のと捉えており、 市として、 このことを強く認識し、 部落差別をなくすためにより一層の
取り組みを進めなければならないと考えています。 法律にある、 部落差別の解消を目指す
施策の推進に資するだめ、2017年度に「第3次伊賀市人権総合計画」と「第3次伊賀市
同和施策推進計画」を策定し、 現在、 人権生活環境部として、 各部と更なる連携を図り取
り組みを展開しています。

この2年聞につきましては、 まずは、「知らない法律は、 守れない」ということで、 行
政・教職員がこの法律を理解するために、 講師を招いての学習会や各課における研修会を
実施しました。 市民に対しては、 この法律について、 市広報や市独自ポスタ ーでの周知、
人権啓発地区懇談会や人権講演会などあらゆる機会を捉えての啓発に努めてきまレた。
当市では合併時に 「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に闘する
条例」を制定し、 差別撤廃に向けて取り組みをしてき疋ところですが、 市内中学生の部落
差別発言や差別意識による身元調査からの婚約破棄事件等、 今なお、 根強い部藩差別意識
が残されています。 インタ ーネット上では差別書き込みのほか、 部落差別を朗長する目的
で差別的な画像や記事が掲載される事件が起きています。

2 015年の 「人権問題伊賀市民意識調査」では、「同和地区の人はこわい、 集団で押し
かけてくる、 言葉じりをとらえる、 同和地区にだけ特別施策は不公平」などのことを聞い
たことがある、 うわさによる偏見を持つ市民は約7割寄在し、 また、 そっとしておけばな
くなるという「寝た子を起こすな」論の意識を持つ市民は3割以上に上っていますo 子ど
もの結婚相手が同和地区出身者である揚合に結婚差別につながる態度を示唆しだひとの割
合が約3割であり、 住宅の土地の購入についても、 約3割の市民が同和地区の物件を避け
るという結果が出ております。

このような人権意識の現状を重く受け止め、 関係団体や市民の皆さん方の協力を得なが
ら、 今般の人権啓発地区懇談会において、 差別解消3法の市民への周知とともに、 部落差
別事象が発生していることやその内容も含め、 市民の皆さんに差別の現実を伝える取り組
みを実施しています。

まだ、 同和地区の生活実態の改善と市民の部落差別意識の解消の取り組みは、 切り離し
て考えるちのではなく、両輪のごとく同時に解決していかなければなりませんが、「生活実
態の改善」は2番の項目で述べますのでここでは差別意識の解消について述べます
人権生活環境部として、 まずは、 職員が人権啓発のリ ーダーとなるべく、研修・学習の充
実を図ることは当然のことですが、 さらには、 市民への人権啓発という行動につなげるだ

,. 



ι 

め、 人権啓発地区懇談会への積極的な関わりに向けて、 現在、 人権政策課が事務局となり
「人権啓発地区懇談会推進プロジェクト」を庁内の人権施策推進委員会内に立ち上げる作

業を行っています。 将来的には、 全職員が、 それぞれの居住地等を含む地区別懇談会の企
画 ・ 運営 ・ 協力 ・ 支援にかかわり、 あるいは講師役とレて、地域住民と共催しての懇談会
開催ができるようになっていけるよう検討しています。

一方、昨年実施レ疋「同和問題解決に向けた生活実態調査」では、「部落差別解消推進法
の認知度」の項目で、「内容〈趣旨〉を知っている」が11.�%、「あることは知っている」
が21.5%と2つを合わせても32.7%と3 割程度の認知度でありました。

法施行から約3ヶ月経過した時点での状況ではありましたが、 まだまだ、周知が進んで
いない状況にありましたので、 隣保館を中山！こ部落差別解消推進法の情報発信のツ ールと
して 「市民館だより」に掲載し、 「人権啓発パネル展Jを行い、地区内の皆さんに理解が深
まるよう努力をしています。

2. 「同和問題解決に向けた生活実態調査Jから見えてきた課題の解決に向けた各部の取組
の進捗状況を明らかにされたい。
一昨年度実施いたレました 「同和問題解決に向けた生活実態調査」や 「各種関連する計

画や調査」などの分析結果に基づき、第3次伊賀市同和 施策推進計画を昨年度に策定いだ
しました。

今回の実態調査で 「被差別体験がある」と回答した人が6.4%に上り、市内でも依然と
して差別事象が発 生しているほか、 インタ ー ネット上では差別を助長する新たな形態の差
別事象が起こっています。 被差別体験について、前回調査が25. 7%、今回は、6. 4% 
と約4分の1に減少レて、本来ならば減少していることは、取り組みの成果であると考え
たいですが、本来は一人ちいてはいけないということを認識しなければなりません。

一人ひとりが、 差別によって自尊山を傷つけられ、 また同じ目にあわないか、 職揚など
で同和地区出身であることを知られないか、 など、 さまざまな面で影響を受け生きづらさ
を感じている地区の人たちがいることを再認識し、差別意識解消の施策の充実を図ります。
ま7三、 この設問で、「無回答」が17. 1 %に及んでいることも、正レく分析する必要があ
ります。 差別を受けていなければ「ない」と回答すると思いますが、 回答レないことを選
択レだことの背景には、 語りだくない、 思い出しだくないという意識から、無回答が増加
したのではないかと考えています。このことは、調査した職員の姿勢や地区住民と信頼（つ
ながり〉不足から、 安I�＼ して真実が語れなかっだ状況もあったのではと分析しており、次
回の実態調査には、地区住民が語れる状況を作れるよう検討する必要があると考えていま
す。

また、 実態的差別についてですが、 前回同様、 世帯の総収入、 就労状況、 被差別体験や
意識、生活保護の受給状況、子育て、教育等について、いくらかの改善は見られるものの、
全体的には、 少子高齢｛じが進む 中、 若年層〈高学歴者〉の流出により、 生産年齢層がさら
に減少していること、過去からの不当な差別を受け不利益を被ることにより、不安定就労、
高齢者の収入格差などから生活困窮の状況に陥るなどの課題が残され、併せて、 高齢者の
みの世帯、 単身世帯が増加し生活面での不安を抱える人や 世帯が摺えてきています。
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このように、 依然として重大な社会問題である同和問題の解決の、 伺よりも基本的人権
の視点から、 それぞれの生活課題に対応していく必要があり、 同和施策推進計画に沿って
人権教育・啓発の充実や福祉の向上、生活課題・人権侵害の解決を図るため、 庁内で連携
し同和問題の解決の視点に立つだ施策・事業を一般施策の中で体系的に整理し適切に実施
していきます。

とりわけ、 緊急に取り組む必要があるものは「重要課題」として位置づけし、 作業部会
を設置い課題解決に向けて検討を関係各所属間の連携を図りながら進めてまいります。

1 . 生活の安定と自立支援検討作業部会
① 子どもをめぐる貧困対策
②地域福祉の向上
③ 生活困窮者対策

2. 公営住宅のあり方検討作業部会
「伊賀市公営住宅等長著命化計画」の推進状況

3. 人権啓発三部訂合せ会議
市職員〈教職員〉人権啓発・同和教青の推進

4. 隣保館長〈所長〉会議〈同和関連施設及び同和施策検討作業部会〉
・隣保館での人権と福祉の取り組み促進
・同和施設の廃止又は静続等の検討
－同和施策の検討

以上を作業部会として進めてまいります。地区全体的に今なお差別の実態が顕著に現れ
ていることから、 生活にかかわる施策や福祉の充実や、 教育の充実、 さらには、 自らの希
望する就労の展望を描ける機会の提供が必要であります。

3 



【個別要求】

【人権生活環境部】

1 . 前回交渉以降の差別事件と解決に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。
〈人権政策課〉

昨年の交渉以降の差別事件については、 部落差別事件が5件、 障がい者差別につながる
差別発言が90件を超える報告を受けております。

部落差別事件については、 高取ループによるWebサイト「部落探訪」が4件、 市民に
よる差別意識による身元調査からの婚約破棄事件が1件です。

鳥取ループによる「部落探訪」への対応・取り組みとして、 当該支部による学習会が開
催され、 伊賀市としても「部落差別」であるとの認識のもと取り組み姿勢を明確にレ、子
ども疋ちへの影響へのケアなど意思統ーを図ってきました。 さらには、 該当する支部から
の法務局への要請行動の依頼ちいただきまレたが、 市の姿勢として「このような差別事件
は許せない」との思いで、 津地方法務局伊賀支局ヘ、 伊賀市長名において差別事件として
取り組むための要請文を提出しました。

婚約破棄事件については、 男性の親が、 子どもの交際相手とレて紹介された女性が同和
地区出身者かもしれないないという疑怠を持ち、 身元調査をしようとしたという事件であ
り、差別言動をレだ親に対し：て、 差別であることを指摘し、 部落差別に関して正しい理解
を深められるよう資料を用いて説示を行いまレた。

また、 障がい者差別につながる差別的な発言については、 市内小中学校 児童生徒によ
る発言であり、学校教育課と連携をしながら取り組みを進めております。学校については、
家庭訪問等きめ細かな取り組みがされておりますが、 今年度に入ってからも90件を超す
報告があることも事実であり、 地道に丁寧な取り組みを展開レているところです。

人権政策課としては、 昨年より、 パンフレッ卜を作成し、 学校での家庭訪問時に、 まだ
人権啓発地区懇談会やあらゆる機会を通レて、「現在起こっている小中学生の発言の状況、
子どもたちの意識は地域社会の人権意識そのものである」と市民に訴え、 ともに考え差別
をなくす取り組みへの参加を啓発してきました。

また、 今年度の人権啓発地区懇談会においては、 引き続き障がい者差別についての問題
提起と共に、「身元調査をしない、 させない、ゆるさないJをテーマに開催しています。

2. 条例による「部落差別行為の規制j に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。
〈人権政策課〉

「伊賀市差別撤廃条例Jの第4条では、〈差別行為の禁止〉とレて、「市民等は、 部落差
別をはじめとするあらゆる差別行為及び差別事件・事象の発生を朗長する行為をレてはな
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らない。」と彊われています。
この条例に基づき、 差別行為等を禁止しておりますが、 差別を規制する具体的なちのは

記載されていません。 市としては、 昨年 「第3次伊賀市人権施策総合計画」を策定しまし
たが、その中の取り組みとして、差別事件・事象について少しでも明確にしていくために、
過去の人権侵害・侵犯事件や市内外の差別事件・事象の収集分析の積み上げを行い、「 どの
ような発言や行動が差別に当だるのか」、「伺が差別事件 なのか」という 「差別ガイドライ
ン」の策定に向け、 差別ガイドライン策定検討プロジェクトち立ち上げ検討します。

最終的には、この差別ガイドラインをちとに、市民が、「このような行為や発言が差別行
為に当たる」という人権意識の合意形成を図っていき、 判断しにくい事象でち、 見えにく
い差別についてち、 表面化するようにすることで差別をなくす取り組みへとつなげていく
よう努力します。

加えて、一昨年の 「部落差別解消推進法」が施行される前の国の議論として、「部落差別
の定義」 が議論されておりますが、 第1条の 「情報｛むの進展に伴って部落差別に関する状
況の変化が生じていることをふまえて・・・」と目的に記載されだとおり、「厳格な定義を
おかない」「定義が不要である」との見解が出されており、いろんな角度から新たな形態で
生じてくる部藩差別に対処するため、 伊賀市として、 部落差別によって不利益を被る人が
荏在することを再認識し、 部落解放同盟の皆さんと協議しな がら、 部落差別を見極めるよ
うにして、 ともに、 部落差別をなくす取り組みを展開していく考えです。

3. 法律を踏まえ、 部落問題に関する市民意識調査を実施されたい。
〈人権政策課〉

伊賀市においては、「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関
する条例」の、 第7条の〈総合計画の策定及び調査等の実施〉の規定に基づき、 定期的に

「人権問題に関する伊賀市民意識調査」を実施し、 差別の解決に向けた取り組みの効果測
定や市民の意識の実態を調査しています。 市民の同和問題〈部落差別〉に関する意識を調
査するため、「同和問題に関する設問」ち数多く設けています。

この人権問題市民意識調査は、 これまでも継続して実施しており、 次回は2020年に
予定しており、「部落差別解消推進法」に関する市民の認知度ち含めて、設問項目の追加を
考えています。〈ただし、 部落問題に特化した市民意識調査は困難です〉

前回調査結果との比較、 問題点の整理、 課題解決に向けた分析により、 部落差別解消に
向けた今後の施策につなげます。

まだ、 調査の質問項目については、 部落解放同盟の皆さんのご意見をいだだく機会を設
ける予定ですので、 ご理解ご協力をお願いし1たします。

4. 本人通知制度の登録方法を改定されたい。ρ

〈戸籍住民課〉
平成24年11月から登録期間3年で開始し、 現在2回目の更新を迎えています が、 当

初登録期間を3年とした理由は、 更新ごとに意識を新だにし、 まだまだ身元調査は行われ
ている現実を職員自身が認識していかなければならないことから更新をしていただいてい
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まし定。
伊賀市の開始以降にこの制度を運用レている自治体は無期限にしているところが増え

てきています。 以前からも無期限とする要望をいだだいている中で、更新手続きの負担を
取り除き、 多くの人に安山して利用していただく制度となるよう、 本年度中に改善を行い
ます。

また、戸籍謄本等の不正取得の防止のため、機会あるごとに法務局と連携し、弁護士 ・

司法書士 ・ 行政書士など8業土に苅し制度の趣旨等周知し、 啓発に努めていきます。
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【基本要求】

1 . 「 部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されてから2年が経過したなかで、各部
における法を意識した取組を明らかにされたい。
「部落差別の解消の推進に関する法律」 では、 現在ちなお部落差別が荏在すること、 部

落差別は許されないものであるとの認識でこれを解消することが重要な課題であること、
部落差別の無い社会を実現することが定められました。

この法律の第5条では「部落差別を解消するため、見出要な教育及ひ
、
啓発を行う」 と、 改

めて教育の果たす役割が明記されています。 このことから、 教育委員会所属職員自らが差
別解消の意識を高める脳要があり、 本年度、 職員が家庭や、 地域の人権研修会において、
啓発できるよう「部港差別解消法」 制定の目的や内容の理解を深める内容の職揚研修会を
行いました。

喝

学校教育でも、 全ての幼小中学校で教職員が「部落差別の解消の推進に関する法律」 を
理解するとともに、 推進法をいかす取組を人権学習に位置づけることを意識し、 取り組ん f

できましだ。
今後ち「教職員の人権感覚を高める」「人権教育カリキユラムの見直し」「出会い学習の

あり方の見直し」「校区小中学校の連携のあり方」「家庭・地域との連携」 等を大切にしな
がら取組を進めていきます。

本年度は、 学校教職員だけでなく、 保護者へも法律の周知を進めることが必要なことか
ら、「｛呆護者への啓発」を各校で行ってきていますo 学級懇談会や地区懇談会で話をしたり、
通信等を通レて保護者に周知しています。 また、 子どちのたちの姿や人権学習の様子を参
観することで、 保護者自身が認識を確かめたり、 深めたりしています。

今後、 各校によって、 児童・生徒の実態、 保護者・地域の実態が違うことから、 それぞ
れの実態に応じた研修や取組を進めていくとともに、 それらを検証し、 先進的な取り組み
に学びながら改善していきます。

社会教育の揚面においては、 部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に向け、 部落
差別解消法の具現化を目指して、 人権問和教育や啓発の推進と相談体制の充実を図るだめ、
各教育集会所事業や地区学習会等開催支援を行っています。

また各地で人権啓発・人権問和教育を推進する市民団体の活動支援と、 その市民団体が
交流する事業として伊賀人権ネットの活動を支援し、 市民をはじめ行政や教職員が自分達
の生活する地域で、 人権学習が生涯学習として学べる機会の充実と、 人権問和教育や啓発
を進めるための情報交流や、 相談に乗れる揚となれる体制を整えております。

今年度10月に開催しだ第52回三重県人権問和教青研究大会伊賀・名張大会地元特別
報告に出演レだ各教育集会所で活動する青年・高校生が、今後も伊賀市における人権教育
啓発を推進するリ ーダーとして地域を超えてつながれるよう交流会を開催していきます。

まだ、 伊賀市人権同和教育研究協議会及び各同研組織と連携して、 研究大会や研修会、
講演会を行ない、 解消法の具現化に向けた取り組みを進めています。
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さらに公民館や図書館での人権意識向上に繋がる講演会の開催やパネル展、 人権学習会を
開催しています。

今後は、更に学校教育と社会教育の連携を図りながら、様々な学習機会をつくることで、
差別をしない、 差別を許さない仲間づくりを幅広く進め、 伊賀市における人権問和教育を
推進するリ ーダーの育成を図るよう取り組みを継続することが大切であると考えます。

2. r同和問題解決に向けた生活実態調査」から見えてきた課題の解決に向けた各部の取組
の進捗状況を明らかにされたい。
昨年度の 「生活実態調査」から見えてきた課題として、教育委員会から①学力・進路保

障の取組 ②教職員の指導力向上の取組 ③被差別体験等の相談体制 ④奨学金の受給が
あります。 進捗状況を述べさせて頂きます。

① 学力・進路保障の取組
．今年度の6年生と中学校3年生の全国学力学習状況調査の結果から、一人親家庭の子

ども、地区児童・生徒、 経済的に厳しい環境の子どちの正答率は、各校の平均正答率に
出ベ値い傾向にあります。 各校では、気になる子を中l白とした学習会や保護者との連携
等を行っていますo

また、教職員の指導力を向上させるために、 援業を公開し疋り、外部講師を招いての
研修会を行ったりしています。 その際には、単なる学力向上だけではなく、学力保障の
視点で、児童・生徒に力をつけていく、 なかまとともに高まっていくという視点で慢業
をつくっていくことを大切にしています。

また、進路保障の点においてち、 「どこの学校に行くのか」だけではなく、「伺のため
に学ぶのか」「どんな生き方をしていきだいのか」「人とのつながりをどうやって作って
いくのか」などを大事にするようにレてきましだ。 そのため、各校では人権教育カリキ
ュラムやキャリア教育ち大事にしながら、学校全体での取組を進めてきています。

なお、長期休暇中には、学習会を行ない、教師が宿題等のサポー トを行っている学校
ち多くあります。

’② 教職員の指導力向上の取組
「生活実態調査」の結果では、「子どもへの部落出身者の認知」について、 「学校に任

せている」の割合が5年前より高くなっていますo このことは、保護者や教育集会所・
市民館な巴と連携して進めなくてはなりませんが、 学校の教師にも力をつけていかなけ
ればなりません。 若い教職員が増えていることから、各校での人権研修会を実施し、 人
権の慢業を公開したり、 小中で連携して、実態にあった取り組みを進めています。

なお、 今年度は三人数大会に伊賀市から3本のレポー トを報告しました。 報告者は、
3人とも若い教員でレたが、このような機会をとらえて経験を重ね、その経験を活かし
ながらさらに次の取組につなげられるように、研修を継続レていくことが重要であると
考えています。
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また、 常勤の教職員の中で、 非正規教職員は約18%です。 正規、 非正規を間わず、
すべての教職員の指導力向上に向けた取り組みを進めます。

③被差別体験等の相談体制
生活実態調査の課題として、厳しい部落差別による被差別体験等の相談体制を整える

だめ、 各教育集会所で活動する小学生・中学生・高校生・青年が反差別の仲間としてつ
ながることと合わせて、 子どもだちを取り巻く保護者や教育集会所職員・教職員が相談
に乗れる関係作りの構築をめざして教育集会所事業や地区学習会、 教育集会所交流事業
を行います。

まだ、｛昏学力の課題について、各教育集会所に設置した人権教育推進員を活用し学校
と連携しながら教育集会所活動の中で学習機会の提供に取り組んでいます。

さらに、 非識字の課題については、 各教育集会所・隣保館で開催している識字教室の
実施と、 非識字における生活課題解決に向けだ相談事業を引き続き行います。

④奨学金の受給
生活実態調査からは、受給者の差別を無くすための活動状況については、活動してい

るが 2 割に止まっている実態があります。
同和奨学金は、 部落の子どもたちの高校・大学進学を支え、 就労と生活の安定の実現

することと、社会に貢献する人材を育成することで、部落差別の解消を目指すものです。
同和奨学金の支給については、支給時に奨学金の趣旨や意義についての研修会を開催

するとともに奨学金は手渡し（高校生の奨学生〉で行っていますo

奨学生の方々に差別に負けない、差別を見抜く力を養っていただきだい思いと、 同和
問題解決に向けたリ ーダーになっていだだきたいことを、 奨学生や保護者の方に伝えて
います。

今後も、教育集会所や市民館ともこ協力をいただきながら、 同和奨学金支給の趣旨に
ついて、 更に丁寧に啓発していき、 地域を愛する、 地域に貢献できるよき社会人になっ
ていただくよう働きかけを続けていきます。

関係団体・関係機関とのご協議、 ご支援を得まして、 同和奨学金を継続して給惜して
きており、今後ち継続したいと考えています。制度の啓発や選考委員会の運営について、

．今後もご協力をお願いします。

1 1 
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【個別要求】

【教育委員会】

1 . 前回交渉以降の差別事件と解決に向けた取組の進捗状況を明らかにされたい。
学校における人権侵害（差別事象）の現状は、本年度、オ月25日現在で99件あります。

言葉としては、1件の事象で複数の言葉を発言しているものもあり 104件となっていま
す。障がいにかかわる差別発言が98件、外国人に対する発言が6件です。

教育委員会ではよ差別事象発生時のマニュアルに従って速やかに報告を受けるとともに、
伊賀市校〈園〉長会で各学校・園で発生レた差別事象を報告し、情報共有を図っています。
そして、 伊賀市内の共通の課題として、どの学校・園でも取り組むよう指示しています。

本年度の事象の数は、現時点で昨年度よりも少レ多い状況です。各校から提出される第
一次報告の、発言後の指導や聞き取り、家庭訪問などの様子から、学習して「人を傷つけ
る言葉」とわかっているのに、スポーツ少年団や家庭で使ったり、また、きょうだいや家
族が使っている様子がわかってきました。そこで、人権政策課・スポーツ振興課と連携し、
指導者講習会に参加して啓発に協力してもらう、また、人権政策課で作成した 「子どもた
ちが言葉で人を傷つけないために」のリ ーフレットを、保護者に説明して渡すなど、保護 －

者への理解と啓発に取り組んでいます。
3学期には、中・長期的な取組の入った【第2次報告〕が学校から提出されます。発言

した子が自分に指を向け、そのことを整理させ、これからどうしていくのかを含めて考え
られるようなゴー ルをめざさなければならないと考えています。市教委としては、今後ち
学校にかかわり、差別事象のゴールをどうするのかということを意識しながら、発言を受
けた子へのケアはちちろん、発言レ7三子を、差別をなくす側にしていく取組をすすめてい
きたいと考えています。

さて、昨年度、部落差別発言のあった青山中学校ですが、昨年度の課題を引き継ぎなが
ら、取組を進めてきています。子どちたちを表面の姿で捉えるのではなく、その子のくら
しを知るために、家庭訪問に行く教員が増えてきていますーまた、「つづる」ことを意識し
たり通信にして読みあう活動をする中で、自分のくらしを見つめたり自分のことゃなかま
のことをつづる子どもたちも出てきています。ただ、背景をつかんでどうするのか、最終
的に子の子にどんなことをつづらせるのか、という点ではまだまだ深まっていない部分が
あります。

ま疋、部落問題学習については、学期ごとに学年別の指導案を作成し、その指導案を基
に、各学級の実態に合わせて人権学習を進めています。 2学期の人権学習では、教師が子
どもに語るということをしました。
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青山小学校、 青山中学校では、 教職員自身の人権意識を高める疋めに、 識字学級に参加
したり、 青山文イじセンタ ーや老川支部との連携を大事にしてきました人権教育カリキュラ
ムの見直しゃ保小中の連携は青学問を中山に進めています。

ただ、 まだ全体のものとして取り組めていない部分や、 倹証を重ねていかなければなら
ない内容もあります。 市教委としては、 県教育委員会とともに、 今後ち学校に入り、 指導
をしていきます。

2 ” 市内の小中学校を卒業した生徒が高校で部落差別発言やいじめ行為を起こしているこ
とについて、 市教委の見解と取組を明らかにされたい。
本年度、 高校における差別事象が市内で起こっています。 このことについては、 当該の

高校から市教委にち報告を受けています。
まだ第一報であり、 原因など十分な分析は出来ていませんが、 その内容から、 小中学校

における人権学習の取組を見直さなければならない部分もあると考えています。「部落問題
を考える小学生の集い」「部落問題を考える中学生の集い」 ちあり、 学校や学級で 「部落J
という言葉を出して学習をしています。 人権学習の掻業や社会科の擾業等、 学習をしてい
だ子どもだちが「部落Jをどのように捉えていたのか、 見直していかなければならないと
考えます。 正しい知識、 そのことへの理解はもちろん、 子どもたちが部落問題を自分ごと
と考えられるような授業をつくっていくことが特に大事であると思っています。 その疋め
には、 子どもたちがどんなくらしをしているのか、 どんな生きにくさを感じているのか、
部落問題学習の中で、 どんな展望を持たせていくのか、 丁寧に取組を見直す必要がありま
す。

いじめ行為も同様です。「どんな理由があろうとちいじめは許されない」という立ち位置
をはっきりさせなければならないと考えます。伊賀市では 「いじめ防止対策推進法」 「いじ
め防止等のための基本的な方針」 に基づいた苅応をしています。 いじめの背景にある課題
を明らかにし、 日々の取組を進めていく必要があると考えますo

「反差別の立場」 「いじめを許さない子」中学校を卒業しだ後の、 子どもたちのそんな姿
を思い錨いて、 これまでの取組を見直レ、 日々の人権教育をさらに丁寧に進めていかなけ
ればならないと考えます。

3. 「部落問題を考える教職員の集い』を開催されたい。
伊賀市でも、 毎年若い教職員が増え、 同和教育を牽引して頂いてきだ方々が退職されて

います。 これまで同和教育が大切にしてきたもの、 部落問題学習の積み上げなどを、 若い
世代に巴う継京し、 新たに創造していくかが、 大切であると考えます。

若い教員が増えてきたことから、 一昨年度より学校人権・同和教育に係る連続講座を開
催しています。これからの学校を担っていく20～30才代の教員を対象とし、全体のテー

マを 「確かさを引き継いで」として、 3回連続の研修を実施しています。 第1回目は演題
を『人権・同和教育の歩みと、「差別の現実に深く学ぶ」ということ』とし、 莱原成寄さん
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からお話をいただきました。第2回目はテーマを『なかまづくりは「隠れ疋カリキュラム」』
とし、 1学期の取組を交流し合いました。 2学期には、2校で公開腹業を行い、 その取組
に学び合いました。 3学期は、 テ ーマを 『人権・部落問題学習の約束事』とし講座を持つ
予定です。

このように、 桑原さんにお願いしている研修会は、 各校から出席していますので、 教職
員の集いにつながるものと考えており、 この研修の広がりを一層広めていきたいと思って
います。

まだ、本年度はヒューリアみえの事業として、「人権教育懇談会」を阿山中学校区の35
歳以下の教職員を対象に行いました。 2時間半の懇談会でしたが、終わった後ち話が続い
ていたり、 それぞれの学校に戻って懇談会のことを話す教職員の姿があつだと聞いていま
す。 この懇談会で終わりとせず、 これをきっかけにして、 人権のこと、 子どものことを話
せる職員室や空間を各校でつくっていくことが必要だと考えますo

この 2つの研修では、部落問題学習を進めていく実践力をつけていくきっかけとなった
り、 これまでの自分自身の人権意識を振り返ったりして、自分の学校での研修に活かして
いく取り組みにつながるきっかけとなっていますo

若手教職員に限らず、各校の研修の中で 「部落問題との出会い」「部落問題について」な
どをテー マにして、 職員全員や小グループで話をしている学校もあります。

今後ち、 協力を頂きながら、， 特に若手教職員の資質の向上に取り組むとともに、教員全
体の指導力の向上についても、 さらに検討してまいります。

4.健康福祉部とともに、「部落問題を考える保護者の集いJを中学校区単位で開催される
ょう取り組まれたい。
現在、「部落問題を考える保護者の集しりとして取組まれている地域があります。また「集

しりという形ではありませんが、 保護者の方ち参画して頂く協議会や連絡会、 研究会等、
形は様々ですが、 それぞれの中学校区で取り組みが行われています。

一方、全ての中学校区には、 「人権教育推進協議会」が設置され、学校が保護者や地域と
ともに、 講演会や研修会、 擾業公開等を行っていますo

また、 各校では、 学級懇談会や地区懇談会で、 部落問題や他の人権の課題について話を
しています。 P T Aの組織の中に 「人権」に関する部会が設置されていないところが多く、
PT Aの中で人権の話をする揚が少ない、 など、課題ちありますが、 学級懇談会の中で保
護者が疑問を出レ、 教師が話をすることで、 保護者の気づきにつなげている学校もありま
す。

このように、 中学校区単位、 学校単位で、 様々な形で取り組みが進められており、 校区
によって内容や回数、参加人数ち様々です。

まずは、 これまで積み上げられてきた、 それぞれの地域の取り組みを大切にしながら、
14 



現在の組織をさらに活性化させていくことが大事であると者えます。
そして、 今後、P TAや地域の協力を得ながら、 また、 先進的な実践に学びながら、 他

課や健康福祉部と連携して、 これらの取り組みを進めてまいります。

i 以前から要望している、 より確かな学力 ・ 進路保障を実現するため、 保幼との連携体
制を確立されたい。
保育園や幼稚園との交流会、 保育所との連絡会、 授業参観や園児観察などを実施レ、 子

どもたちの姿を実際に見ることや、 子どちのくらしの事実、 保護者の思いや願いを交流す
ることを大事にしています。

中学校区では、同じ校区の子どもたちを連続してとらえて見ていくだめに、保育所〈園〉
や幼稚園と小学校、 中学校等が一同に会し連絡会議をもっている校区もありますo

遊びゃ生活を中山とする幼児教育と、教科等の学習を中山とする小学校教育とは、 教育
の内容や方法が異なるだめ、 それが大きな段差となって、 スムー ズに適応できない子どち
たちがいます。「接続期に育みたい子どちの姿」を共有することが喫緊の課題と考えていま
す。 そのために組織的な取組が脳要となることから、 保育幼稚園課や社会事業協会等と連
携して、取り組みを進めているところです。

子どものおかれている生活実態を深くつかみ、 自立のだめの基盤となる基本的生活習慣
の確立に向けた取組や、 子どもたち一人ひとりをつないでいく、 なかまづくりに向けた取
組は、 協議・連携の中山になっていますが、 小学校入学以前の基本的な生活習慣や遊び体
験、 保護者の意識的な関わりが子どもの学力形成と深くかかわっていることなどの視点か

．ら就学前の学力保障について連携を図っていく必要があります。

子どもの姿から教育の課題を明確にして、 その要因はどこからきているのかを共有する
こと。 そして教育的に不利な環境のもとにいる子どもたちを大切にしながら、 より確かな
学力・進路保障の実現をめざして、 連携体制の確立に努めてまいります。
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【基本要求】

1 . 「 部落差別の解消の推進に関する－法律Jが施行されてから2年が経過したなかで、各部
における法を意識した取組を明らかにされたい。

〈健康福祉部〉
2016年12月16日に施行されだ「部落差別の解消の推進に関する法律」は、第1 条

に「現在ちなお部落差別が惇在する」と明記し、 部落差別の解決の取り組みの原点・出発
点は部落差別の荏在を国が認め、 固と地方公共団体が連傷し、 部落差別のない社会を実現
することを目的としています。 地域の実情に応じた施策を講ずることを国及び地方公共団
体の責務とレて捉え、職員としての自覚を持って啓発に取り組む必要があると考えていま
す。

健康福祉部では、 部内全職員〈嘱託・臨時・出向職員〉対象に「人権に対する法律や条
例等についての認知度調査」を実施するとともに、 各課において、「部落差別解消推進法」
の意義を理解し、 自分の言葉で市民に説明できるよう研修に取り組んでいます。

健康福祉部では、 12月現在2回の部内研修会を関催しまし定。 1回目は7用9日に
「部落差別解消推進法J「部落差別撤廃条例」等の理解を深めるとともに、 行政職員として
の責務についてグループ討議をしましだ。 また、2回目11月27日には、 DVD （出会
いから学，s，～しなやかな新世代・高由美樹～〉鑑賞の後、 グループに分かれてDVDを視
聴しての感想や、 行政職員として伺をやっていけばいいのか等話し合いました。 それぞれ
の研修の前（5月・11月）に、 健康福祉部全職員〈嘱託・臨時・出向職員含む〉を対象に、
人権に関する法律や条例等についての認知度調査を行いました。 この調査の結果、5 月調
査より11月調査においてそれぞれの認知度が上昇しましだが、 正規職員と非正規職員の
認知度の差はかなり見られました。 そこで、 各課単位で定期的に職揚ミ ーテイングを行っ
ていることもあり成果ち上がりつつあると実感するところです。 しかし、 認知度の偉い職
員ち多いことも事実でありィ最終的には、 全ての職員が人権に関する法律や条例等、 職員
が「市民に説明できる」の1 00%を目指さなければならないと考えております。 そこで
健康福祉部では、 部内研修の開催と、 各課での研修を継続していきます。 ま疋、 正規、 非
正規職員も市民からすれば同じ職員であり、 認知度に差が見られることのないよう小さい
単位での研修にも取り組んでいきます。

また、 行政として、 相談体制の充実が重要であることから、 市民対応において、 市民の
想い、 困りごと、 生活実態をしっかり聞き取り、 必要な支援に繋げる事ができるよう、 職
員一人ひとりの資質向上のため、 さらに研修を実施しているところです。

さらに、所管業務においても、市民の皆さんと接する機会の多い部署です。医療、介護、
福祉にかかる相談業務において、 個別また地域課題の解決のため関係機関と定期的に連携
会議を開催します。
〈上野総合市民病院〉

患者の医療を担う病院において、 人権侵害はあってはならないと考えていますo
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上野総合市民病院では、 院内委員会の一つに「安全衛生・人権委員会j を組織しており、
メンバーは医師、 看護師をはじめとする各職種で構成しています。 この委員会は毎月開催
しており、 人権に関しては医療現場における人権侵害事象の防止と、 職員の人権意識の高
揚に取り組んでいます。 まだ、 市内で開催される人権に関する「パネル展」や「市民のつ
どい」など、 さまざまな取組や地区懇談会等を周知レ、 参加を促すことで職員の自己研鎖
につなげています。

加えて、 委員会として病院職員を苅象とレ1c.研修会を毎年2回以上実施しています。10
月にはDVDを使用し、 部落差別をはじめとするさまざまな人権課題について理解を深め
るための研修会を開催レましだ。

〈産業振興部〉
産業振興部では、 伊賀市職員同和問題啓発推進委員会上野地域部会の事業計画に基づき、

地区別懇談会、 人権講座等人権啓発関係行事への参加、 職場研修の実施を、 それぞれ年2
回以上行うこととしています。

部内では、 農林振興課、 農村整備課、 商工労働課、 中山市街地推進課、 観光戦略課の推
進委員が職場研修についてそれぞれの課題を設定し、 部落問題をはじめとする人権課題に
取り組んでいます。 一昨年、 1 2月に「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され
だことを受けて昨年度から、 各課においてもこの法律の意義を考えていただくことを中山
に職場研修などを実施していているところです。

まだ、 商工労働課が窓口となり、 差別をなくす強調月間に合せて、 市役所主査以上の職
員で、 公正採用選考人権啓発推進員設置基準である、 原則従業員30人以上の事業所に苅
レて企業事業所訪問を実施しています。 この中で、 今年度は「部落差別の解消の推進に関
する法律」「ヘイトスピーチ解消法」、「障がい者差別解消法」 などの啓発を重点的に実施し
人権学習企業等連絡会入会についても推進しているところです。参画企業が今年度少し増
加レました。 また、 伊賀市人権学習企業等連絡会においても、 同様の取り組みを行い啓発
活動を行っています。

特に部落差別解消推進法は、 部落差別の惇在を固として公式に認知レたもので、 国及び
地方公共団体の責務、 相談体制の充実、 教育及び啓発、 部落差別の実態調査が規定されて
いることから職員としてもレっかりとした学習ができるよう部内で差別解消に関する資料
などを回覧し職員の資質向上に努めています。

部落問題を始めとして様々な差別問題に対して職員一人ひとりが現状から学び自分の
役割を考えられるよう様々な機会を通じて取り組みを進めていきたいと思います。

〈農業委員会事務局〉
農業委員会事務局では、 伊賀市職員同和問題啓発推進委員会上野地域部会の事業に基づ

き、 職場の中で職員同和問題啓発推進員を年度当初に選定するとともに、 職員が居住する
各地区別懇談会、 人権講座等人権啓発関係行事への参加、 職揚研修の実施を年2回以上行
うこととしています。

職場研修では実施計画を策定レ、 農林振興課、 農村整備課と合同で今年度は、 同和問題
とインタ ーネッとをテ ーマとレたグループ討議と人権大学受講生による研修の還元及び意
見交換を実施し、人の意見・考えを聞くことで多面的な方向からの見方を実感したところ
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です。
まだ、農業委員の役員は、男女共同参画フォ ーラム～みえの男女2018～ 「女性の可能

性聞く未来 男性が取り組む ・ 変える未来Jに参加し、スペシャルト ー クでダイヤモンド ・

ユカイさんの 「男性が男女格差をなくすためにでさること、考えてみませんか？」でユ力
イさんの実体験からの講演を臆講しました。 まだ伊賀地域の農林水産関係団体等人権問題
雷発研修会に参加し、〈公財〉反差別 ・ 人権研究所みえの中村尚生さんの「私たちのめさ、す
まちづくり～差別に向き合う、 自分と向き合う～」をテーマの講演を聴講し、男女共同参
画の視点を取り入れだ取組事例や地域での外国人住民の受け入れについての最近の情勢と
今後の課題として多文化の理解が求められていることなどを再認識しだところです。
（建設部〉

この法律については、 部落差別が現状として残っていることを明確化し疋上で、 教育、
啓発により部落差別の解消をめざすこととなっています。
建設部においては、昨年度、 部内各課で全職員対象にこの法律の骨子と内容を、 各職員が
自分の言葉で市民に説明できるよう研修をいだしましだ。

また、各地区で開催されている地区別懇談会や、人事課 ・ 上同研などによる人権研修を
はじめ、各研究大会やパネル展などにも積極的に参画を促し、職員が地域に戻つだ際には
地域の人権リ ーダーになれるよう知識を蓄え、 差別を許さない山を育て、 差別の解消に向
けた熱い思いを持つ人材の育成にも取り組んでおります。

各職員により感じ方、考え方に差異はあるものの、確実に人権意識は高まってきている
と感じております。

さらに、建設部が所管する公共構造物などへの差別落書きや同和地区の問い合わせにつ
いては、対応マニュアルに基つ、き迅速な苅応を取れるように常 lこ／�＼がけていますo

宅地建物取引業者に対しては、入居差別をなくすだめの窓口啓発ち引き続き行っており、
さらに昨年度実施した「宅地建物取引に関する人権問題の実態調査Jの結果を踏まえ、代
表者だけでなく従業員も苅象とした研修会ち開催いたしました。

市営住宅においては、 少子化と高齢化が急速に進行しており、生活保護世帯やひとり親
世帯、 単身高齢者世帯が確実に増加しています。 また、 障がい者等に対する多様なニーズ
に応じだ住宅の整備など、 市営住宅の本旨である居住福祉の実現に向けて取り組んで行く
必要があると考えています。
〈上下水道部〉

上下水道部では、職場研修や地域等で開催される懇談会や研修会への参加を通して、職
員それぞれの人権問和問題に関する意識の向上に努めています。

「部落差別の解消の推進に関する法律Jは部落差別のない社会を実現することを目的に
制定され、「現在ちなお部落差別が荏在すること」を国が認め、情報化社会の進展に伴った
部落差別に関する状況の変イじが生じ、 今ちなお部落差別がなくなっていない厳しい現状を
示しだものと捉えています。

これまで、この法律が制定された経過として、部落差別の解消に向けだこれまでの取り
組みの歴史や成果、課題等を共有しながら、 法律を通じて部落問題についての正レい理解
と認識を深めるとともに、あらゆる人権問題の解決につなげていけるよう人権意識の高揚
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を図るため、 研修を実施してきたところです。
本年度は、 部全体でλ権政策課から講師を招き、 職員一人ひとりが法律を理解し、 今後

の取り組みに活かす目的で 「まずは知ることから 部落差別解消推進法」と題して、 イン
タ ーネット上での被差別部落に対する偏見やデマの拡大や悪質化など、 部落差別が現在す
ることが法律の出来た経緯であることや市内における部落差別の現状などについて改めて
学習を行い、 市民一人ひとりの理解を深めるだめに自分だちが、 伺が出来るのかを考え、
参加者全員で今後の取り組みに活かすことができるよう意見交換を行ったところです。

法律の杏在を市民に知ってもらうことは、 職員の言葉や行動での啓発でち十分可能であ
り、そのことが社会の雰囲気を変え、差別解消の機運を高めることにつながることを確認
するとともに、 今後ち各職員が同和問題の本質を正しく理解し、 共通の認識をもって地鼠
で開催される研修会や学習会などに参加し、それぞれの立揚で適切な苅応ができるように、
さらに理解と認識が深められるよう取り組みを続けたいと考えています。
〈総務部〉

「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行されましたが、 法律ができたというだけ
で差別がなくなるわけではなく、 一人ひとりが部落差別のない社会の実現に向けて行動し
なければなりません。
それにはまず、 同和問題を正しく理解し、 差別が現在する状況を認識してもらう必要があ
り、 その一環とレて法の周知を進める必要があると考えています。

そのために、 まずは私たち行政職員が法律をしっかりと理解しだ上で、 その啓発に努め
なければなりません。

このことから、 部落差別解消推進法の施行以降、 研修会の実施にあたっては、 積極的に
推進法をテ ーマに取り入れるようにしています。
〈企画振興部〉

第2次伊賀市総合計画第2次再生計画の全47の施策の中で人権問和問題に関する施
策4 つが位置づけられています。それら施策では、 同和問題をはじめ、 子ども、 女性、 障
がい者、 外国人、 高齢者、 性的マイノリティなどあらゆる人権問題の解決に向けて、 すべ
ての人の人権が保障され多様性が認められる、 人権尊重の文化が息づくまちづくりの方針
が定められており、 市民〈団体〉、 地域、 行政が果たすべき役割が明示されています。

「人権に対する正しい知識を習得する」では、 市民の役割とレて、 だれもが人権啓発事
業に参加し、 人権問題について主体的に学び行動すること。 地域の役割として、 地域にお
いて人権に関するさまざまな啓発事業を展開し、 地域住民の人権尊重意識の高揚に努める
こと。 行政の役割として、 地域における研修会をはじめ、 あらゆる機会を捉えて市民と協
働により啓発事業を推進することなどが位置づけられています。
まだ、昨年10月から2020 年〈平成32）年 4月施行をめざし、伊賀市自治基本条例の
見直しに着手し、本年2月には見直し方針を策定しました。その中で課題となっていだ「基
本的人権の視点Jを見直し方針のーっとして位置づけています。

今後、伊賀市総合計画及び市の最高規範とされる自治基本条例の中ヘ「全ての市民が等
しく基本的人権を享有する理怠」を加えた条倒改正案を作成し、 市民、 団体、 企業、 行政
が一体となって部落差別をはじめとするあらゆる差別を許さない、 Eいの人権を尊重する
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まちづくりを進めてまいります。
〈財務部〉

「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され、 地方公共団体の責務を果たしてい
くためには、 職員一人ひとりが法律の趣旨を理解し、 差別解消に向けた取組みを実践レて
いくことが必要だと考えていますo

そのため、 財務部では人権啓発推進委員を中山として実施している職揚研修でち、 法律
の趣旨をしっかり認識し、 市民への啓発を進めることができる職員となることを目的とし
た研修を実施しています。今年度実施した各課の職場研修ですが、「部落差別の解消の推進
に関する法律」に関する研修、 人権啓発DVDでの意見交換、 同和地区に関する問い合わ
せについての対応マニュアル研修、 人権大学に参加しだ職員による部落問題の研修、 人権
政策課から報告されている差別相談・事象報告による研修などを実施しております。

次に、 地区懇談会や人権研修会への参加状況ですが、 12月6日現在で、 臨時職員と嘱
託職員をあわせて全職員71名で、 参加回数は述べ142回で一人当だりの参加回数は2
固という状況です。 ちっと自主的な参加を促進するため、 部課長会議を通じて、 再度、 全
職員に研修受講をすすめます。

なお、 1 1月8日午前9時ごろ、 財務部収税課で催告書に対し不満を持った市民が電話
対応した職員に差別発言を繰り返すといった差別事象が発生しましだ。 11月12日に人
権政策課に人権侵害報告を行い、 収税課では職員聞でこの事象について共有し、 職場研修
を行いましだ。 今後ち今回のケースのように行政に対する不満から、 人権侵害事象が発生
することが懸怠されますので、 部の中でも情報共有を図りました。 怒っている相手に差別
発言であることを理解させることは難しいと思われますが、 市職員として毅然としだ態度
でのぞみ差別発言であると指摘しなければなりません。 そのためにも、 人権政策課から報，
告されている差別相談・事象報告や職員が実際に遭遇し疋差別事象に闘して、 その対応等
について意見交換を行い、 市職員として適切な対応ができるよう研修を行っていきますo

〈総合危機管理課〉
人権は、 すべての人が生まれながらに持っている権利であり、 私だちが幸せに暮らすた

めに欠くことのできない大切なものです－。
この法律は、 現在もなお「部落差別が静在する」ことを国が公式に認めた法律であり、

「部落差別のない社会」を実現することを目的に、 国や、 地方自治体が差別解消を推進す
る施策を実施することが求められています。 また、 インタ ーネット等の情報化の進展に伴
って部落差別に関する事象がエスカレ ー トレ、 人権侵害がますます深刻化している現状で
す。 部落差別は決して許されないものであると認識し、 部落差別の解消に白け、 更なる取
組みを進めなければなりません。

総合危機管理課では、課内研修を実施し、「部落差別解消法」の理解を深め、 また、 研修
会等の機会を捉え積極的な参加を促レ、 地域や職場でI) ーダーとして人権意識や課題、 市
民への啓発が出来るよう取組んでおります。

また、地区懇談会への参加や、人権啓発企業訪問などの機会を通じ、市民や地域、企業、
行政が協働し、 部落差別をはじめとするあらゆる差別を許さない、 誰もが暮らしやすい安
全安／�＼の地域づくりを目指し取り組みを進めております。
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、

〈消防本部〉
「部落差別の解消の推進に関する法律」 が施行されてか ら2年が経過した今も 、 様々な

差別事象が発生しており、 決して許されるものではありません 。
消防は、 職務上 各種活動を通じて地域住民の方と深く接することか ら、 被害者や患者の

人権尊重、 プライバシ ーの保護等 、 常に人権意識を持って任務の遂行を行うことが求め ら
れてます。

このこと から、 部落差別 解消法の目的、 基本理怠に基づき各種消防業務・活動において
適切に対応するために、職員 一 人ひと りが 部落差別に関する正しい理解と認識を持ち、 問
題に取り組むための教育及び啓発を行うよう努め ます

さ らに、 消防本部内で行う研修の充実を図り、 行政等が 行う各研修への参加及び 地区懇
談会への積極的な参加等を通じて、 職員の人権に関する正レい知識の修得、 人権意識の高
揚に努め 、 常に人権尊重の視点を持てる職員の育成を目指し関係機関・関係団体と連携し
実施していきます。
（議会事務局〉

「部落差別の解消の推進に関する法律」 が施行され2年が経過しました。 この法律は、
部落差別が現在していることを踏まえ、 国や地方公共団体の責務が明らかにされていると

と もに、 部落差別のない社会を実現するためのものとなっています。
特に地方公共団体 には、「地域の実 情に応 じた施策の構築」、「部落差別に関する相談体制

の充実 」、 「部落差別を解消するための必要な教育と 啓発Jなどの役割が明記されており、
伊賀市においても 法の趣旨に沿っ疋取組みを実施していかなければなりません。

議会事務局では、 本年度は、 所属の推進委員や所属長が受講した研修を踏まえ、 一 人の
職員として市民に啓発レていけ るよう職揚への還流研修として、「忌避意識の克服 」につい
ての討議型研修を実 施しまレた。 同和問題を自分の問題として捉え、 真に向き合い正しい
知識を持だなければ 、 忌避意識 は克服できません。職員 自身が 忌避意識を克服し、 同和問
題を自分の問題として捉えることで初め て、 法の趣旨 も 理解できるものと考えています。

今後ち、 市民に啓発を行っていかなければならない一 人の職員として、 しっか りと 法の
趣旨が 理解できるよう、 自己の研鎖及び職揚研修の機会を捉えて学習し、 市民啓発に繋げ
ていきたいと者えています。

〈出納室〉
部落差別 解消推進 法で「部落差別の解消に関する施 策を講ずるとと も に、 必要な情報の

提供、 指導及び助言を行う責務を有する。」 と謡われており、前回（H26年〉実施された
職員意識調査で「同和問題をはじめとする人権問題 解決 は行政の責任ではない」と考えて
いる職員が予想以上に多かつだことを踏まえ、課員の啓発啓蒙に取り組んでいます。

今年 は職場研修を2回予定しており、 1 回目 は人権 啓発推進委員が講師となり伊賀市の
部落差別の状況や解消に向け だ取り組みを学び意見交換を行いました。

「聞くだけなら忘れるが 見たら覚える。 行ったら理解する。 自分で見つけ たら使うこと
ができる。」を怠頭に、 各自 地区懇談会や市内 各所で開催される研修会に積極的に参画レ自
己研績に励み 、 実践に移す取り組みをしています。12月末現在の地区懇談会等への参加
は、 23回〈 一 人平均3回〉となっています。 各自の学びを2回目の職場研修で報告し、
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意見交換を行う予定です。
〈監査委員事務局〉

「部落差別の解消の推進に関する法律」は、「現在ちなお部落差別は寄在するJ、「情報化
の進展に伴って部潜差別に関する状況の変化が生じているJ ことを踏まえ、「部落差別は許
されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題」であるとし、部落
差別の解消を推進し、部落差別のない社会を実現することを目的としています。

監査委員事務局では、法律が施行されだ意義をしっかりと理解・認識するため、年2回
の職場内人権研修のうち1回を部落問題の学習とし、 昨年度は伊賀市作成資料を参考に学
習を行い、今後の取り組みに活かすことができるよう意見交換を行いまし疋。 本年度は人
権政策課に講師を依頼し、法律の理解を深めるため講義を行ってもらいました。

市職員としては、部落差別を解消する脳要性を市民一人ひとりに理解を深めてもらえる
よう努め、また地域に帰れば地域のリーダーとしてその役割を果たしていくことが肝要で
あると考えています。
〈上野支所〉

上野支所は他の支所と異なり、振興課のみの構成となっており、 業務ち住民自治に関す
ることを中山としています。 支所管内の住民自治協議会においては、それぞれに部落差別
の解消を含め人権に関する取り組みが行われていますが、取り組みの進んでいない協議会
については事業ヒアリンクなどの際に状況を聴き取り、人権への粘り強い取り組みの重要
性を認識いただく必要があると考えています。
・課においては、職員が部落問題について理解や認識を深めるために、市全体の研修会や

居住地などで開催される地区懇談会や人権集会に自主的に参加しています。
・所管する各地区市民センタ ーの職員については、各自治協議会単位での草の根等人権の

取り組みに関わっているところですが、住民にとって最寄機関の行政職員として十分な
研修を行っていく必要があると考えています。

〈伊賀支所〉
国及び地方公共団体は、部落差別のない社会の実現を責務と捉え、部落差別を解消する

必要性について、国民一人ひとりの理解を深めるよう努めるとともに、「互いが連携し地域
の実情に応じ疋施策を講じること、部落差別に関する相談体制の充実や必要な教育及ひ

、
啓

発の推進、差別の実態に係る調査を行うこと」とする本法の規定をしっかりと理解し、実
効性のある取り組みを進めなければなりません。

伊賀支所では、市職員は地域においても人権・同和問題に係る啓発推進の中山的役割を
担うことから、各自がこの法律の趣旨や目的を理解し、人権啓発地区別懇談会等で啓発で
きるよう各部署〈振興課、住民福祉課、人権センタ ー、公民館、消防署〉それぞれに学習
の機会を持ちまレ定。 法律は知っていてち啓発に自信がないという職員も少なくないこと
から、手法にも工夫を凝らし学習を重ねたいと考えます。 そして、地区別懇談会に係るノ
ウハウ等の相談や出前講座の依頼にちしっかりと応じていきたいと思っていますo

また、保育園を含む管内各部署の推進委員で構成する人権啓発推進担当者会議を月1 回
開催レ、本法をはじめ様々な人権課題について研修や情報交換を行い人権啓発リーダー と
しての資質問上を図っています。 いがまち人権・同和教育研究大会では、 昨年度から職員
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が部落問題に関する教材を創作し、分散会で講師を務めており4自己啓発とレても成果が
あることから、これからち多くの職員が自覚をもって臨むよう促していきますo まだ、 伊
賀支所管内の職員人権研修では、 各区が行っている人権啓発地区別懇談会の企画や運営、
講師、 ファシリテータ 一役など主体的に関わっていくだめ、他地域の取り組みを模擬的に
体験する実践形式を用いました。 本法の基本理怠に鑑み、部落差別をなくそうとする強い
意志を持ち行動することなど人権意識を高めだところです。

「部落差別の解消の推進に関する法律」は、市民には未だ未だ十分に認識されていない
状況にあります。 広く周知する！ニは、 地域住民にとって身近で劾果の高い 「人権啓発地区
別懇談会」において、職員自らが積極的に啓発しなければなりません。 また、関係機関や
各種団体とも連携し、あらゆる機会を通じて理解を求めていくことも必要であり、 これか
らもしっかりと取り組んでまいります。

〈島ヶ原支所 振興課〉
島ヶ原管内では、8地区で人権啓発地区懇談会の実施や、 島ヶ原地区人権同和教育推進

協議会と協力し、講演会や研修会を実施しています。 その会の中で、 施行されている法律
の内容等説明をし疋り、易元調査や同和問題を意識して取り上げています。

また、 職員研修においても、 この法律を周知し、 研修を実施しています。
〈島ヶ原支所住民福祉課〉

「部藩差別の解消の推進に関する法律」が施行されていることについて、人が集まるあ
らゆる機会をとらえて話をし、差別解消に向け理解を得るよう＇－�＇がけています。

また、職員については、人権研修会や地域8地区の人権地区懇談会ヘ参加をすることで、
地域リ ーダーとじての人権意識の向上、 資質の向土を図っていますo

〈岡山支所振興課〉
岡山支所が行う人権啓発地区別懇談会において「部落差別の解消の推進に関する法律」

が制定され、現在ち差別があるという認識や、’市内で発生している差別発言等について情
報共有を図るとともに、 障害者やLGB 丁、 部落問題を取り上げた内容について参加型の
研修を行い参加者の意識高揚を図りました。

また、－岡山支所ロビーにおいて「部落差別の解消の推進に関する法律」のパネルの常設
展示を行うとともに、 様々な人権問題についても一定期間ごとにパネルを展示して職員を

、 はじめ来庁者に見てもらえるよう設置しています。 ま疋、 人権啓発企業訪問や人権パト口
ールち実施しています。

職員研修では、 職員人権・同和問題啓発推進委員会岡山地域部会で部落問題を取り上げ
た全体研修会を実施し、課内研修等において意見交換を行いました0 .また、市内外で開催
される各種人権講演会や研修会ミ岡山支所管内の人権地区別懇談会や出身地域における人
権啓発地区別懇談会への参加要請を行い、ファシリテータ 一役を務めまし定。

今後ち岡山人権同和教育研究協議会や岡山学校同和教育研究協議会と連携して市民への
啓発や職員の資質向上のための研修などの取組を行っていきます。

（岡山支所住民福祉課〉
支所内の職員研修のなかで、「部落差別の解消の推進に関する法律」について学習すると

ともに、課内職員に対して法を理解すること、 市民への説明が出来るようになることを目
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的に部落問題に特イじした研修を実施しています。
まだ、 人権啓発企業訪問や人権地区懇談会においても管理職等を中山として主体的に参

画し、そのなかでは、必ずf法律ができだことJ、今ちなおf差別が残っていることJ、 「差別
によって苦しむ人が無くなる社会を作らなければならないj ことをお話ししていますロ

職員に対レては、積極的に研修会に参加するよう情報発信するとともに、 定期的に職場
研修を行い、 部落差別解消に向けた地域のリ ーダーの養成に努めています。

〈大山田支所〉
大山田支所においては、支所管内の所属長による支所調整会議〈支所管内の市民センタ

ー長を含む支所管内各所属長9名〉、大山田同和教育推進事務局会〈支所、公民館、ライト
ピア、教育委員会、保、小、中、活動団体〉を開催し、差別事象・事件にかかる情報の共有
を行うとともに課題解決に向けた取り組み等を定期的に話し合っていますo

また、大山田同和教育研究会研究大会を201$年2月3日に計画しており、大会では、
「部落差別の解消の推進に関する法律」の意義や理怠などを、市民と共に学習する機会と

捉えています。
なお、支所の管理職による人権啓発に関する会議の中で、地区別懇談会で行なう差別事

象・事件の啓発のあり方について協議し、人権担当課や教育委員会と内容調整の上、10月
5日～11 月16日の43日間で、大山田 地域全25地区で人権啓発地区別懇談会を開催
しました。共通の啓発事項として、 学校現場での差別事象の現状を報告するとともに、「部
落差別の解消の推進に関する法律」の概要や、「本人通知制度」を説明しよ地域や家庭にお
ける人権課題解消への取組と協力についての理解を求めました。

【支所調整会議〈支所管内各所属長 9名〉 毎週金曜日開催、大山田同和教育推進事務局
会毎用1回開催、 人権 ・同和対策推進委員会 毎月1回基本として 11日を開催。】
〈 職員を対象に〉

大山田支所管内の各所属から 1名の人権 ・同和対策推進委員〈振興課、住民福祉課、公
民館、－給食センター、保育園、市民センター代表〉を選出し、振興課人権担当、ライトピ
アおおやまだの職員とで、原則として毎月1回、11目前後に研修会を開催しています。
人権 ・ 同和対策推進委員会の事項書の余白には毎回、『毎月11日は「人権を確かめ合う臼」

(1965年8月11日に同和対策審議会答申が出されたことを記怠して制定〉』を表示し
「人権を確かめ合う日」の認識について確認を行っていますo

人権 ・同和対策推進委員は、推進委員会で研修するとともに、所属聞の情報共有を行い、
報告された内容を基に職場のグループ研修を開催しています。

本年度は主lこ、＂差別事象！こ学，3，” をテーマとし、実践事側研究と人権啓発地区別懇談会
シミュレ ー ション体験、後半は自己啓発学習を進めています。

なお、 1年間のまとめとして、支所職員全員が一堂に会したグルー プ研修報告会の開催
を計画しています。
〈市民を苅象に〉

O大山田 地区住民自治協議会連絡会〈区長会〉の事項書の余白に、毎回 『毎用 11 日は
＼ 「人権を確かめ合う日」（1965年8用11 日に同和対策審議会答申が出されたこと

を記愈して制定〉』を表示して啓発しています。
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0啓発物品としてボー ルペンに『毎月刊日は 「人権を確かめ合う日」』を文字入れし、
大山田地区全25地区で開催する人権雷発地区別懇談会や、おおやまだ人権フェステ
ィパルの参加者に配布し啓発を行っていますo

0本年度は新たに、市作成の「ALLY」マークを啓発物品として活用し、啓発マクネット
を作成。市の啓発パンフレットと共に配布。おおやまだ人権フェスティパルで参加者
に配布しました。

.成果と課題
成果としては、職員の人権意識高揚と伊賀市の同和施策ならびに同和問題の啓発が効果

的に推進できる職場指導者の育成に繋がっていると考えていますo 推進員とレて研修を·2
年間行い、修了者は、人権啓発地区別懇談会のスタッフとして住民への啓発につなげてい
ます。

市民については、人権、同和問題について話し合える地域づくりに繋がっており、大山
田地域住民の人権意識の高揚が図られ、大山田地区内の5地区に『人権を考える会』が設 、
立されてきています。

しかし、新たな『人権を考える会』の設立に繋がっていないという課題があり、本年度
は市統一テー マ「差別身元調査」をテーマとレた地区別懇談会を開催レ更なる啓発を行い
ました。

大山田支所の部落問題解決に向けだ事業については、啓発活動として差別をなくす協調
月間中の「おおやまだ人権フェスティパル」、本年度は10月5日から1·1月16日にか
けて大山田全域で「人権啓発地区別懇談会」、職員の人権意識・資質向上と職場・地域のリ
ーダー育成を目標としだ大山田支所単独の 「職員人権研修Jの開催を実施しましだ。

ま定、人権啓発団体への支援として、人権モデル地区活動、反差別村民ネットワ ーク活
動への助成を行っています。
〈青山支所〉

青山支所管内における人権啓発の取組は、青山同和教育推進協議会と連携し実施してい
ます。青山同和教育推進協議会総会の記怠講演会を含む市民や企業向けの講演会・研修会
など市民等が集う揚では、法律の概要などを印刷し疋資料で啓発しています。企業訪問で
は、資料をちとに法律の制定経緯などについて丁寧に説明をしています。また、人権啓発
地区別懇談会では、伊賀市内の小中学校において障がいのある人を傷つける言葉であるこ
とを理解せず使ってしまう事象が多発している現状に鑑み、その原因のーっと考えられる
地域や家庭ヘ啓発を行っていますが、懇談内容に関係する障害者差別解消法の説明だけで
なく、ヘイトスピーチ解消法、部落差別解消推進法の人権三法や現在伊賀市が取組んでい
る人権施策や、差別やλ権侵害につながる身元調査をなくすことについてもこの機会に説
明しています。なお、人権地区別懇談会では支所管内の市職員〈主査以上〉がファシリテ
ーターを務めることから事前研修を行い人権三法について学び懇談会に臨んでいます。

2” 「同和問題解決に向けた生活実態調査』から見えできた課題の解決に向けた各部の取組
の進捗状況を明らかにされたい。
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〈健康福祉部〉
「同和問題解決に向けだ生活実態調査Jから、 福祉サー ビスの認知度が前回の調査より

も値下している結果となり、 福祉制度やサー ビスの情報を必要とする市民に届いていない
という課題が明らかになりましだ。

障がい福祉課では「障がい者福祉ガイドブック」を、 生活支援課では、 生活困窮者自立
支援制度のチラシを各隣保館に配布をしています。

また、 学校現場で障がい者に対しての差別発言の多発を重＜受け止め、 学校との連携、
また障がい者福祉連盟として市の啓発事業に参画するのみにとどまらず、 障がい当事者が
講師として学校に出向き、 子どもたちとの交流や講演を行っていだだ、いでいます。 今後更
に、 障がい者理解を深めてもらえるよう実践レていきます。

伊賀市では、 地域包括支援センタ ーを福祉の一次相談窓口として位置位けています。 し
かし地域の高齢者や障がい者など、 様々な困りごとを抱える人の中には、 直接、 地域包括
支援センタ ーに相談することのできない人宅多＜荏在します。 そのような揚合は、 身近な
相談機関である隣保館から、 地域包括支援センターに連絡があり、 課題解決のだめに両機
闘が連携して、家庭訪問や支援を行っています。 隣保館と地域包括支援センタ ーの担当者
は、 これまでも地域住民の相談支援のだめに、 必要な連携を図ってきましだが、 各々の隣
保館と担当地区の地域包括支援センタ ーの連携にとどまっていました。 市内の全隣保館と
地域包括支援センタ ーが一堂に会し、 情報の共有や相談支媛体制の確認が必要ではないか
との意見があり、平成30年12月4日に連携会議を開催しましだ。 具体的な意見交換が
行われ、 今後ち定期的に連携会議を開催レていくことを確認しました。

さらに、 健康福祉部の各課の担当者ち交えだ連携会議を開催し、 隣保館の職員から地域
住民の生活実態を聞き、 利用しやすい福祉サー ビスや周知方法について、 検討をしていき
だいと考えます。

〈上野総合市民病院〉
「安全衛生・人権委員会」では、 本年3月に病院職員を対象として「部落差別の解消の

推進に関する法律Jの趣旨を理解し、 啓発を行っていけるようにするだめの研修を開催し
まレた。 今後ち院内の研修や会議の揚を通じて、．部落差別解消推進法をはじめとする差別
解消3法への職員の理解を深めていきます。 まだ、 受診や入院についての不安や悩みをお
持ちの方には、 地域医療連携室が相談に応じさせていだだいております。

〈産業振興部〉
産業振興部では「同和問題解決に白けた生活実態調査」から見えてきた課題として就労

問題があります。 この間題の解決に向けこれまでも就労相談員を配置し相談会などを開催
し求人のある企業と就職を希望する人の調整をする中で安定就労の確保の取組をつづけて
きました。 今後もこの取り組みを通して就労支援に努めていきます。

また九 企業訪問では商工労働課が窓口となり、 差別をなくす強調月間に合せて、 市役所
主査以上の職員で、’公正採用選考人権啓発推進員設置基準である、 原則従業員3 0人以上
の事業所に対して企業事業所訪問を実施しています。 この中で、 公正採用選考についても
説明し取り組みを求めています。 また、 人権学習企業等連絡会の研修会の中でも公正採用
について説明し取り組んでいただいているところです。 これらの取り組みにより安定就労
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が実現するよう取り組んで行きます。
〈農業委員会事務局〉

「同和問題解決に向けだ生活実態調査」からは、 伊賀市全体の課題でもある若い世代が
転出している状況が、 同和地区における農業経営者の高齢化への要因となっています。 ま
だ同和地区の耕作面積は、伊賀市全体と比べ小規模農家が多い状況や急傾斜等の耕作条件
の悪い園揚が多いこと、 米価の｛�迷などが耕作意欲の値下につながり、 ここ数年耕作を断
愈し、 地域の中で荒廃、遊休農地が増加している傾向にあります。

農業委員会ではこれらの荒廃・遊休農地を毎年各地区の農業委員や農地利用最適化推進
委員の協力により、 農地パトロ ールを実施レ、 実態把握に努めています。また遊休農地の
所有者に今後の農地利用の意向を調査レ、農地中間管理機構〈三重県農林水産支援センタ
ー〉ヘ情報提供し、農地の集積・集約化を行い、 担い手にまとまった形で農地を転貸する
ことで農地の有効活用を図っているところです。
〈建設部〉

建設部は、 道E告や淘川、住宅や公園など主にハ ー ド面の整備を担ってきました。
この分野でち、 かつては九 悪くなれば作り替えるというハ ー ド事業が主流でしたが、 現

在は施設の長善命化を図るため、 安全点検や必要な補修といっ定事業が主流となっていま
す。

具体的には、 橋梁長寿命化点検や道路パトロ ールによる維持管理、都市公園長寿命化計
画の策定などに努めてきまし定。
今後も適正な維持管理を行うとともにも 引き続き施策や予算に反映していきだいと考えて
おります。

また、「同和問題解決に向けた生活実態調査」において、同和地区における少子高齢化が
急速に進行している傾向が見られますが、 これは市営住宅の入居者においても同様の傾向
が見られます。

そのため、高齢者や障がい者等に対する多様なニーズに応じた住宅の整備など、市営住
宅の本旨である居住福祉の実現に向けて取り組んで行く必要があると考えています。
さらに、 築50年以上経過する市営住宅もあるなど、 老朽化ち進んでいることから、 現在
「伊賀市公営住宅等長考命化計画」の見直し作業を行っていますo

〈上下水道部〉
「同和問題解決に向けだ生活実態調査」では、 過去5年聞に 「被差別体験がある」と回

答しだ人が6. 4%の割合で害在しているという、 あってはならない現実がありますo 同
和地区に住んでいる．ことや同和地区出身であることを理由に交際や結婚を反対されだり、
就職のことや日常生活で差別を受けるなど九 依然とレて深刻な問題であることから、 さま
ざま揚面や揚所で差別が荏在レていることをしっかり認識レた上で、 各課における充実し
た研修の取り組みなどを進めていくことが必要と考えています。

これまでち同和問題に対する正しい理解と認識を深めるだめ、 職場研修や人権講演会、
地区別懇談会等の啓発事業を通じて、 同和問題を自分の問題とレて捉えられるよう、－学習
や交流の機会を活用し、 人権同和問題の意識の向上に努めているところです。

生活実態調査の結果では、 特に日常生活や職場で差別を受けだ割合が高いことから、 職
28 



揚研修や地区別懇談会などへの参加を通じて、社会仁根強く残っている不合理や偏見に気
づき、 自分自身の課題として捉えながら、 日常生活での差別的な発言等への気づきから行
動に移すことが求められていることを認識し、 まだ、 家族や地域社会に対しでも積極的に
啓発できる力をさらに高めていけるよう努めていきたいと考えています。
〈総務部〉

各部において、 「同和問題解決に向けた生活実態調査」から見えてきた課題の解決に向け
た取組みを推進するにあたっては、 それぞれの行政分野において職員がその課題をしっか
りと認識し、 その克服に向けて具体的施策を展開しなければならず、 そのだめには、 人材
育成が非常に重要なものであると認識しています。

これまでも幾度となく言及してきましたが、 市では、 平成26年度lこ「人権・同和問題
に関する伊賀市職員意識・実態調査」を実施し、 その分析結果に基づいて翌平成27年度
！こ策定しだ伊賀市職員人権・同和問題研修方針に基づき職員研修を実施し、 同和問題をは
じめあらゆる差別の解決に主体的かつ積極的に取り組んでいけるよう人材育成に努めてい
るところです。

まだ、平成28年度には、 人権大学及ひ、解放大学の修了生を対象に人権啓発活動ネット
ワ ークを立ち上げ、 修了生に対して人権啓発リ ーダーとしての役割認識を改めて意識位け
るとともに、 人権に関する知識や意識の継続的なブラッシュアップの取組みゃ、， 地区別懇
談会での市民醤発など活躍の揚を広げる取組みを実施しています。

同和問題については、 一昨年に部落差別解消推進法が施行されましだが、 法には 「現在
ちなお部落差別が穿在する」 と明記されるとともに、 地域の実情に応じだ施策を講ずるよ

．う努めることが地方公共団体の責務として定められていますロ

全ての市職員がこの責務をしっかりと認識し、 同和問題解決に向けだ諸施策を適切に実
行できるよう、 今後も引き続き人材育成に努めていきます。
〈企画振興部〉

当部は、 総合計画や自治基本条倒など市の施策の基本となる計画や条例を所管している
ほか、 「広報いが市」など市民への市政情報の発信を担っていますo また、「地域づくり」
の視点で各住民自治協議会における「まちづくり計画」の進行管理を行っています。 こう
したことから、 2017年度実施の「同和問題解決に向けた生活実態調査」の内容につい
ては、 各所属内で共有し、 各所属が小活、 総括にまとめられた内容を中J�＼ Iこ共有に努めL
部落問題解決に向けだ姿勢を怠頭に事務を進められるようI�＼がけているところです。

具体的な取り組みとしては、 市の最高規範とされる自治基本条例の中に基本的人権尊重
の理愈を位置づけた改正手続きを推進しているほか、 広報いが市において「部落問題〈差
別〉を正しく知ろう」 のコ ーナーを設け、 部落差別に関する正しい情報を発信、．啓発に努
めています。 まだ、 広報誌だけではなく、 多くの住民自治協議会において、 人権部会等が
設置され人権研修等に取り組まれていますが、 人権研修の持ち方等について相識にのるな
どその推進を支援しているところです。
〈財務部〉

「同和問題解決に向けた生活実態調査」 から見えてきた課題の解決に向けた財務部の取
組の進捗状況ですが、 昨年度、 ． 各課で生活実態調査結果をテーマとした研修を行っていま
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す。市 職員として現在も部落差別が荏在することを認識し、またその結果様々な課題があ
り、その課題を解決していくことが部落問題の解決につながりますで、継続して生活実態
調査結果をテーマにしだ研修を続けていきます。

〈総合危機管理課〉
少子高齢イじが進み、また、障がいのある方、介護が必要とする方など配慮が必要な方に

ついて、昨年度は、災害時要援護者名簿の更新配布が昨年度は行えませんでじだ。
今年度、災害時要援護者避難支援推進委員会を5回開催し、南海トラフ地震の切迫性ゃい
つ発生するかわからない直下型地震、近年の頻発する風水害などの災害に備え、要配慮者
が災害発生時に円滑に早期避難、安否確認等が行えるよう日ごろから地域と連携し、見守
りやコミュニテ干にも配慮した実効性のある避難行動要支援者支援プラン策定を庁内で進
めております。

発災時には、 避難所の環境改善、病院や福祉避難所との連携、避難者のメンタルケア、
迅速な避難物資供給等が要配慮者を守る取り組みの大きな柱となってくると考えています。

地域におきましては、地域のつながりの深いほど災害関連死は少ないという結果が出て
います0 ・これはご近所同士でお互い様の精神で助け合いをしているため、災害関連死が防
がれているとこが主な要因となっています。 震災のみならず、風水害におきましても、普
段から助け合う地域づくりを皆様にはお願いしたいと考えています。

地域における共闘の取組を促進するため、防災訓練や出前講座等を実施し、災害時の行
動や認識を深め地域住民の防災意識の普及啓発に取り組みを進めています。

また、防犯対策について、関係機関との連携を図り、地域の自主的な防犯活動を促し、
暴力追放・防犯組織の育成支援に取り組んでおります。

今後とち、そうした機会を踏まえ防災情報の発信、情報収集などに努め地域防災力の向
」三に繋げたいと考えております。

〈消防本部〉
①啓発 lこついて
市が行う企業・事業所訪問人権啓発事業に協働し職員が出向し差別、人権、就労等への
啓発を行っている。

②同和教育の推進
(1）差別事象〈社会・学校〉の報告を受けだ揚合は、職員全員にメールにて情報共有し

課内会議や各家庭において話し合いを持ち、理解と認識を行う。
(2）職員を部落解放・人権大学や三重県人権大学講座に派遣レ、修了後は各職場におい

て 人権教育研修の中山的な役割を果たしている。
(3）上同研推進委員を中山として、職場研修の実施、関係機関の研修会及び地域での研

修会や地区懇談会への参加を促進しています。
③差別の発見

インタ ーネット上への掲示板等への差別書き込みを早期発売する疋め、モニタリング
ヘ参加し早期発見、防止に努めています。

④少子高齢｛じ
各世帯における70歳以上の年齢比率が高くなってきており、近年の台風、局地的大
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雨、 地震災害等による被害の発生が危慎されています。
そのためv 現場での活動が円滑に行えるよう消防団等と協力し、 被害の軽減に努めま
す。

（議会事務局〉
平成29年度に報告された 「同和問題解決に向けた生活実態調査」の結果をより深く掘

り下げるものとして、 部落差別により奪われてきた三「文字」を取り戻すために行われてい
る 「しらさぎ識字学級J の取組みについて庁内講師を招鳴した研修会を実施しました。

実態調査結果では、「新聞や手紙を読むこと」が普通に読めると回答した方以外の方の割
合が、5.6%、「はがきや手紙をかくこと」については、 普通に書けると回答し定方以外は
10.1%もの割合となっていますo

このことから、 どのようにすれば市から必要な情報をお伝えできるのか、 またどのよう
にすれば市に必要な届出や申請をしていただけるのかを怠頭に置いた行政事務を進めてい
くことが大切であること、 文字を取り戻すだめ、 また、 未来の子どもたちに部落差別によ
る負の連鎖を断ち切るための識字学級の取組みの大切さを再認識したところです。

今後も、 この実態調査結果を踏まえ、 職員がなすべきことを認識する定めの学習・研修
に取り組んでまいりたいと考えています。

（出納室〉
出納室では、 職場研修において生活実態調査の結果から見えてきだ課題などを話し合い

ましだ。 まだ、 各 自が積極的に研修に参加し、 その中で疑問に感じたことや問題点などを
討議することにより気づきの機会を増やし、差別に出会ったときに毅然とした態度で臨み、
差別に対して適切な対応ができるよう職員の資質向上を図っています。

〈監査委員事務局〉
「同和問題解決に向けた生活実態調査」の集計及び分析は、反差別・人権研究所みえが

行い、 取組提案等をいただきました。
監査委員事務局では、 市民に対する啓発の必要性に鑑み、 地区懇談会や人権研修会等に

積極的に参加し、 職員としての資質の向上に取組み、 更なる自己研鎖に努めていきたいと
考えています。

〈上野支所〉
今回の実態調査で「被差別体験がある」 と回答した人は6.4%あり、 市内でも依然とし

て差別事象が発生しているほか、 インタ ーネット上では差別を助長する新たな形態の差別
事象が数多く起こっています。

上野支所宮内の各住民自治協議会のほとんどで人権に取り組む部会が設置されており、
毎年のテーマ設定に苦慮されているという声を聴きます。 上野支所振興課では、 まちづく
り計画進行管理シ ー トヒアリング時などに、 アドパイスや相談を行っているo まだ、住民
自治協議会事業のひとつとして 「こども食堂」のような居場所事業の紹介などち行ってい
るところです。
〈伊賀支所〉

今回の調査結果では、「日常生活Jにおける揚面での部落差別を解消するだめの啓発が、
市民の間lニ十分浸透していないことが表れており、 地域住民を対象とした「人権啓発地区
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別懇談会」等のあり方について、効果を上げる定めの創意工夫が必要と考えます。
このことから、各区の区長並びに推進委員が会する代表者会議やリ ーダー研修〈年3回

実施〉では、各区主体で行っている人権啓発 地区別懇談会について、�発ビデオの視聴や
講演などの講義型ではなく、参加者同士が対話しながら行う対話型研修の実践に活かレて
もらうだめ内容に工夫を凝らしましだ。結果として、昨年は7区であったのに対して、現
在のところ1 6区が苅話裂により実施しています。中には職員が講師を務めた所もありま
す。これからも参加者自らが意見を言い、さまざまな考え方を共有するこ－とによって主体
的な学びが育まれる対話型を積極的に推進していきます。

まだ、差別を受けた三際の苅応では、前回以上に 「誰にち相談しなかった」の割合が高＜、
その理由の6割以上が、「最初から相談するつもりはなく自分で克服しようと思つだ」と回
答しています。 「行政や人権擁護委員に相談した」は、わずか数パーセジトであり、相談で
きる体制や環境、質的要素の一層の充実が求められます。

支所は、 地域住民にとって一番身近な行政機関であり、その為、数々の問い合わせや手
続き、相談、要望、苦情、支援要請といった日常生活に直接関わる用件が多く寄せられま
す。このことから、伊賀支所では、どのような内容であっても相手の方への尊重の怠を忘
れず対応する己とを所属目標として、課内会議等において意識の共有、向上を図っていま
す。そして、現在ちなお部落差別が静在する中で、老朽化が進む公営住宅や後継者不足に
よる耕作放棄地、高齢者の一人暮らしや要介護、貧困、収入格差といった課題が深刻他し
ていることをしっかりと受け止め、いがまち人権センタ ーをはじめ関係各課、区役員、支
部とも情報共有や連携を図りながら、丁寧Eつ適切な対応に努めています。

これからも、「差別ガイドライン作成等プロジェクト会議」において定められる差別の定
義、 「部落差別につながる行為とは伺かJについて、広く 市民に啓発するともに、相談体制
の充実に向けてち更に取り組んでまいります。

（島ヶ原支所 振興課〉
島ヶ原管内では、8地区で人権啓発 地区懇談会の実施や、島ヶ原 地区人権同和教育推進

協議会と協力し、講演会や研修会を実施している。その会の中で、伊賀 市人権政策課が発
行しだ 「差別につながる身元調査はレないさせないゆるさない」 のリ ーフレットを使用
し、市民意識調査の結果を 市民に知ってもらい、差別の実情を知るきっかけとレています。

ま疋、講演や研修においても、日常生活や職場での被差別体験・子どもの結婚相手に対
する態度など生活実態調査から見えてくることを話題に取り入れ、様々な人権問題を自分
のこととして捉えて者えることができる よう、人権意識の向上を目指す内容であるように
講師ヘ依頼し、実施しています。

〈島ヶ原支所 住民福祉課〉
現在ちなお部落差別が深刻な課題であることから、地域 8地区の行政人権懇談会等を実

施し、人権意識の向上を図るとともに、人権3法についても啓発を行っています。
今後、人権の課題解決に向けあらゆる研惨の揚を通して、さらに人権3法の理解を深め

るために、地域、家庭等に積極的に啓発を行います。
〈岡山支所 振興課〉

「同和問題解決に向けた生活実態調査」で、「部落 差別の解消の推進に関する法律を知つ
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ていますか」との聞いに知らないと答えだ方は、65.7%と高数値となっています。また、
過去5年聞に 「被差別体験がある」と回答した人が 6.4%の割合で寄在しているという現
実があります。このような中で、 － さまざまな揚面・方法で市民の皆さんヘ周知していくこ
とや研修を行っていくことが必要ですo

そのため、 人権啓発地区別懇談会で 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され
ていることの説明や、支所内に「部落差別の解消の推進に関する法律」のパネルを掲示し、
来庁者に見てもらえるように設置しています。さらに、 岡山公民館と連携し、差別が寄在
していることを認識してもらい、差別をなくすだめの講演会研修会を今後ち行っていきま
す。

また、 職員研修についても、各種人権講演会研修会や人権啓発地区別懇談会ヘ積極的に
参加し、 同和問題を自分の問題として捉え地域に啓発できるよう、 人権問和問題の意識向
上を進めていきます。

〈岡山支所 住民福祉課〉
． 「部落差別の解消の推進に関する法律Jの認知度が倍いことから、 人権啓発企業訪問や地

－

区懇談会等において周知している。 「本人通知制度」についても同様なことから支所窓口や
岡山保健福祉センタ ー 内にポスタ ーを掲示して啓発に努めています。

まだ、 「差別を受けだが誰にも相談しなかったJが依然として多いことから、 人権担当部
署だけではなく、 相談体制の充実を図るだめ、 今年度当課職員の業績目標に人権研修会の
複数参加を揚げ研修に努めています。

〈青山支所〉
少子高齢化・人口減少、 貧困の世代間連鎖など、昨年3月に実施 しだ「同和問題の解決

に向けだ生活実態調査」から見えてきました。この現実を真撃に捉え、行政機関として市
民に一番近い立場であることから、地域支援、個別支援に取組む中で課題を把握し、人権、
福祉、 労働、教育部局など本庁部局と連携しています。

支所は専門部局ヘ 「つなぐ」役割を担っており、 遅滞なく繋ぎ早期の課題解決に向け取
組んでいます。なお、 福祉分野では地域ケア会議などで随時連携しています。
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【個別要求】

【健康福祉部】

1 . 保護者に対する人権研修の受講を各国で必須にされたい。
〈保育幼稚園課〉

子どちの人権意識は、まわりの大人の姿勢や考え方に大きく影響されます。
そのため、保育所・保育園と保護者がとちに共通の認識を持って解放保育を進めていく

ことが重要であり、共通の認識を持って解放保育を推進していくためには、保育士だけで
はなく、保護者ち人権・同和問題研修会や地区懇談会に参加し、人権・同和問題に対する
意識を高めていく必要があると考えますo

伊賀市解放保育研究会では、毎年、保護者ち苅象にした全体会・講演会を開催していま
す。 今年度は、7月14日〈土〉に開催し、参加者214名のうち保護者の参加は30名で
した。

また、今年度、公立保育所・保育園の保護者を対象に「過去1年間に人権・同和問題に
関する研修会や地区懇談会に参加し疋ことがありますか。」というアンケ ー トを行つだとこ
ろ、保護者の平均参加率は34.5%でした。

支所別では伊賀支所管内4保育園の保護者の平均参加率は71%と高い数字でしだが、
他の保育所・保育園の平均参加率は30%以下と地域でばらつきがありました。
現在、各保育所・保育園では、保護者に人権・同和問題に関する研修会や地区懇談会への
参加を促すだめ、「保育所・保育園だより」に各地区で開催される人権・同和問題研修会や
地区懇談会の案内を掲載していますが、保護者の方は休日や夜間に参加いだだきにくい状
況もあります。

今後、保育所〈園〉の保護者を対象とした人権意識調査〈アンケー 卜〉を行い、保護者
の方が人権・同和問題仁関する研修会や地区懇談会に参加できない理由を把握レ、保護者
が参加しやすい環境づくりを検討するとともに、あらゆる機会を通じ、保護者に人権・同
和問題研修会や地区懇談会への参加の意義を伝え、参加を促すように努めます。

2. 「部落問題を考える保育士の集い」を開催されたい。
（保育幼稚園課〉

「伊賀市解放保育研究会」 は市内の全保育所・保育園の全職種〈保育土・給食調理員・
用務員・看護師等〉の職員で構成されています。

同研究会では、人権保育の重要な柱として解放保育を位置づけ、部落差別をはじめとす
るあらゆる差別の撤廃に向けた保育の研究、協議及び実践活動を行つ七いますo

同研究会では年1回、全職員と保護者を対象に全体会・講演会及び年1固（3日間〉全
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職員を対象に解放保育について学びあう研修会 〈語ろう会〉を開催しています。
※30年度「全体会 ・講演会」 開催日：7 月14 日〈土〉

三重県人権教育研究協議会会長の川島三由紀さん に講師を依頼し、「子どちたちの可能性
は無限大」と題した講演会を開催しました。214 名参加〈うち保育土170名〉
※30年度「語ろう会」 開催日：8月29日〈水〉～31 日〈金〉

保育所・保育園の全職種〈保育土 ・給食調理員・看護師等〉 348名参加
また、11 月 30日〈金〉 には同和問題職場研修として臨時職員を含めだ全ての公立保育
所・保育園職員を対象に 「部落差別解消法」 についての研修会を開催しました。
※ 参加者：公立保育所〈園〉職員 〈臨時職員も含む〉・保育幼稚園課職員 178名

今後ち、 全保育士が参加する「伊賀市解放保育研究会」や「同和問題職場研修」の中で、
部落問題の解決に向けだ取り組みを進めていきだいと考えています。

3.教育委員会とともに、 「部落問題を考える保護者の集いJを中学校区単位で開催される
ょう取り組まれたい。

〈保育幼稚園課〉
伊賀市内の各中学校区単位では、 保育所（園〉・小学校 ・中学校が一体となった人権・同

和教育を推進する疋めの協議会が組織されており、 その中で、 保護者ち含めた人権・同和教
育を推進するだめの取り組み 〈人権講演会、 人権フェスティパル、 部落問題を考える保護

者のつどい等〉を行っていますが、 地域によってその活動内容は様々ですo

保育所・保育園では、 伊賀市解放保育研究会等で解放保育を推進するための課題の共有
や取組を行っていますが、 今後 は伊賀市解放保育研究会を通じて、 各中学校区単位での取
り組みの把握に努めます。

また、 今後は 教育委員会と連携を密にレ、 保護者とともに解放保育並び に人権・同和教
育推進を推進するための取り組みを進めて行きたいと考えています。

【参考】各中学校区単位での公立保育所〈園〉保護者の人権講演会等への参加率
圃上野南中学校区〈猪田 ・依那古・依那古第2 ・神戸〉 約28%
・崇広中学校区〈しろなみ・新居〉 約14%
・柘植中学校区〈柘植〉 約82%
圃霊峰中学校区〈西柘植 ・壬生野・希望ヶfi) 約67 %
圃島ヶ原中学校区〈島ヶ原〉 約14%
圃岡山中学校区〈あ やま ・ともだ・たまたき〉 約29 %
圃大山田中学校区〈大山田〉 約20%
圃青山中学校区〈さくら〉 約9%
全体平均 約34.5%
※緑ヶE中学校区と城東中学校区には公立保育所はありません。

4. 社会福祉法が改正されたことを受け、 地域福祉計画に隣保館の役割と差別問題の解決
を位置付けられたい。
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〈医療福祉政策課〉
本年4月1日に地域共生社会の実現に向けて社会福祉法が改正され、 第106 条の3

〈包括的な支援体制の整備〉として、「市町村は、 地域住民等及び支援関係機関による、 地
域福祉の推進のだめ相互の協力が円滑に行われ、 地域生活課題の解決に資する支援が包括
的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。」 という条文が加えられ、 包括的支
援体制の整備が明記されましだ。具体的には、

・地域住民自らが地域生活課題の解決に取組むことができる体制の整備
．地域の相談を包括的に受け止める体制の整備

・支援関係機関が地域生活課題を解決するために相E連携を行う体制の整備になります。
このような中で、 隣保館については、 市民が住み慣れだ地域で安I色＼して暮らし続けるた

めの支援を行う役割を持っているところであることから、 地域活動の支援や生活課題仁対
する相談を包括的に受け止める役割を果たレていると者えています。

また、 各支援関係機関の相E連携体制の中にも入ることから、 福祉の一次相談窓口であ
る地域包括支援センタ ー との連携をさらに深めるため、 先日、 隣保館職員と地域包括支援
センタ ー職員の連携会議を開催しだところです。

伊賀市では、 地域住民自らが地域生活課題の解決に向けて取組む体制を構築するだめに、
各住民自治協議会単位に地域福祉ネットワ ー ク会議を設置する取組みを行っておりますが、
この中山的役割を担う地域福祉コーテ

、 ィネータ ーにおいては、 既に隣保館と連携して訪問
活動等の取組みを行っている地域もあります。

なお、 平成28年4月 に策定した第3次伊賀市地域福祉計画において、 同和施策推進計
画等の他計画と連携していることを明記しており、 また、 同和施策推進計画において取組
む各事業についても、 地域福祉計画における取組みと連動して進めています。

今後策定作業を進める第4次伊賀市地域福祉計画においては、 隣保館が地域福祉の推進
を担う機能を有していること、 人権課題解決に向けだ取組みは地域生活課題であることに
留意レ計画の策定を進めます。

5. 前回に引き続き、 解放（人権）保育推進計画（仮称）を策定されたい。
〈保育幼稚園課〉
20�8 C平成30）年度第1回目の伊賀市解放保育研究会理事会において、今年度中に同

研究会の理事会や役員会を中山に「伊賀市解放保育推進計画」（以下、「推進計画 」〉を策定
していくことと、 推進計画の策定内容を確認しました。

推進計画では、人権尊重の社会の実現を担う子どちとして育てるためにミ「①自分がすき
〈自尊感情〉」、。「②つながる〈他者受容・仲間づくり〉」、「③大事な命〈生命の尊重〉」、「④
えらぷ〈自己決定〉」、「⑤やってみよう〈意欲と主体性〉」「⑥なんでー〈反差別の気持ち〉」
の6項目を、0歳児から就学前までに育てていきたい子どもの姿とし、 年齢に応じて保育
土が配慮するべき事項をまとめています。

7月24日には、 推進計画の参考とするため、 同研究会の推進交流会に反差別研究所み
えの吉原隆行さんをお招きし、 四日市保／マ地区の 「育ちのプログラムJ策定についての経
過や思いなどのお話を聞かせていただきましだ。

36 



ま疋、 解放保育についての理解を深めるため、「伊賀市解放保育基本方針」の保育内容（6
項目〉を『みんなで語ろう会』〈公立・私立保育所職員参加〉で掘りさげるグル ー プ討議を
行いました。

推進計画については、 現在、 概ね策定していますが、本年1月24日に再度よ同研究会
の推進交流会に反差別研究所みえの吉原隆行さんをお招きし、 策定内容についてご意見を
いただき、 完成させる予定です。

来年度は九 今年度策定した推進計画を基に解放保育に取り組んでいきたいと考えていま
す。

6. 以前から要望している、 より確かな学力 ・ 進路保障を実現するため、 保幼と小中学校
との連携体制を確立されたい。

〈保育幼稚園課〉
伊賀市では、 幼児期に望ましい生活習慣や運動習慣を身に柑け体力を培うことが重要で

あり、 就学後の学力向上にも繋がりがあると考え、2015 C平成27）年度から市内の全保
育所・保育園・公立幼稚園で幼児の体力向上実践プログラムに基づく「からだそだて事業」
を行っています。

保育所・保育園・幼稚園と小学校は、 従来から就学前児童についての情報交換・情報共
有を行うなどの連携を行っていましたが、 市としての連携体制が確立されていなかったた
め、 地域によって保幼小の連携にばらつきがありましだ。
2018 C平成30） 年4月 1日からの新保育所保育指針には「幼児期の終わりまでに育

ってほしい 10の姿」が記載されており、 小学校学習指導要領ではこれを踏まえた指導に
ついて記載されています。

※「 10の姿」
①健康なI�＼と体 ②自立山 ③協同性 ④道徳性・規範意識の芽生え
⑤社会生活との関わり ⑥思考力の芽生え ⑦自然との関わり・生命尊重
＠数量や図形、 標識や文字などへの関山・感覚 ⑨言葉による伝え合い
⑩豊かな感性と表現

子どもの育ちの連続性を確保する観点から、 保育所・保育園・幼稚園と小学校で「 10の
姿」のイメ ー ジを共有することが必要であると考えますo'

三重県教育委員会では「保幼小の円滑な接続のための手引き」を作成しており、 この手
引きに基づき、 市内の保育所・保育園・幼稚園と小学校の連携体制を確立するため、 健康
福祉部と教育委員会で協議を行い、 什月26日の伊賀市保育所〈園〉連絡協議会全体研修
会で副教育長から今後の連携体制について保育所 〈園〉長に説明じていただきましだ。
各地区で小学校が中山になり、年度内に保幼小の円滑な接続のための課題の共有を行い、

保育所保育指針や小学校学習指導要領に基づき整理をし、各小学校単位〈上野西・上野東・
友生小学校は3校一緒lこ〉の「学びのプログラムJ を作成していきます。

作成後は、「学びのプログラムJに基づき保育所・保育園・幼稚園と小学校が連携して保
育 ・ 教育活動を進めるととちに、定期的にプログラムの見直しを行い連携を強化していきだ
いと考えています。

37 



、

【産業振興部】

1 . 部落差別解消推進法を踏まえた市内事業所への取組と、 市内事業所の取組を明らかに
されたい。

〈商工労働課〉
【市内事業所への取組について】

平成26年度から、 差別 をなくす強調月間（11月11日～12月10日〉に合わせ、
全庁体制で市内企業・事業所に対レ「企業・事業所訪問人権啓発事業」 を実施レていま
す。今年度ち全庁体制で市内企業・事業所に対して訪問し、現在訪問結果を取りまとめ中
です。

今年度の実施にあ たっては、 庁内関係課や三重県 、 ハローワ ークの三者で合同会議を
開催し企業・事業所訪問の方向性について協議を行つだ結果 、 「部落差別解消推進法」、
「ヘイトスピーチ解消法」、「障害者差別解消法」の3つの法律の啓発・周知が特に重要
であると決定し、訪問する職員に周知・徹底を行いまし廷。今年度は、 市内の280社に
啓発 ・周知を図っていますo

【伊賀市人権学習企業等連絡会の取組について】
平成27年度に設立した伊賀市人権学習企業等連絡会では、 企業・事業所内のそれぞ

れの立揚に応じたセミナー「新規採用者向けセミナー 」、「採用担当者向けセミナー 」、「ト
ップセミナー 〈イクボス講座〉」等を実施し、「部落差別解消推進法」を含め たあらゆる差
別について考え、社員の人権意識の向上の取組 を行っていますo

その他には、 会員を対象仁、 差別解消推進3法の認識度についてのアンケ ー 卜調査を
実施しました。「障害者差別解消法」は、ほぼ100%の会員が「矢口っている」、「部落差別
解消法」と「へイトスピーチ解消法」は、約10%の会員が「知らない 」という結果を踏
まえ、 チラシにて3つの法律の周知・徹底を行いました。

【市内事業所の取組について】
「企業・事業所訪問人権啓発事業」の平成28年度と平成29年度の訪問結果を比較

すると 、社内の人権・同和問題研修の実施など、主体的に人権意識高揚のだめに取り組ん
でいる企業・事業所 が増加しています。今後も引続き企業・事業所ヘ社内研修の必要性 等
の啓発を行っていき たいと者えています。

【建設部】

1 . 前回交渉で要求した宅建業者に関わる差別問題解消に向けた取組の進捗状況を明らか
にされたい。

〈都市計画課〉
三重県宅地建物取引業協会伊賀支部会員を対象に昨年度実施した「宅地建物取引に闘す
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．る人権問題の実態調査」の結果を踏まえ、 伊賀市のホ ームペ ー ジに報告書の掲載を行うと
ともに、 その現状と課題を洗い出し、 平成30 年 11用と平成31年1月の計2回、 協会
の全体会合に出向き、 会員（代表者〉だけではなくその従業員ち参加いただい疋中で、 差
別の解消に至っていない現状についての認識の共有を図りまレた。 更に研修会等で差別問
題解消に向けた啓発を実施します。

ま疋、 宅地建物取引にかかわる差別事象の通報体制については、県担当部局や関係機関
との連携や調整を行い、一般的な体制に加え、「新たに宅地建物取引にかかわる分野で発生
した事象についての通報体制を確立するJこと、「問合せがあつだ揚合の対応事倒を作成す
る」こと及び宅地建物取引全般にわたる「市の総合相談窓口を設置する」こと、 の3 つを
軸に新たなマニュアルの作成に向け疋取り組みを進めます。

2. 「伊賀市公営住宅等長寿命化計画Jの改訂にあたり、改良住宅の今後の方向性を明らか
にされたい。

〈建築課〉
伊賀市公営住宅等長寿命化計画は、 計画期間10年の内の5年以上が経過し、 その問、

住宅施策事情等ち変化し、 今後、 より実現性の高い計画の必要性が高まってきていること
． から、 国が改定しだ「公営住宅等長著命化計画策定指針Jに基づき、 予防保全的管理、 長

期的に活用するだめの長寿命化型改善、 入居者が安I�＼安全に居住するための修繕や改善な
どを検討し、公営住宅等の効率的かつ円滑な更新を実現するために見直しを進めています。

計画対象にした住宅は、 32団地263 棟1-504戸で、 そのうち改良住宅は、 9団地
82棟736戸となります。 見直し作業では、 団地別・住棟別に状況の把握や事業手法の
検討を行い、 更に計画修繕・改善事業・建替事業等の長著命イじのための実施計画を作成す
ることになります。

なお、 公共施設最適化に向けだ施設の総量目標では、 公営住宅が49%縮減させるのに
比べ、 改良住宅は、 住宅地区改良法などの趣旨から8%の縮減とし、 原則継続させる方針
でありますので、 当該計画におきましでも総合管理計画と整合を図ります。

今後、 計画の改定案がまとまりましたら、 市協の意向や意見をお聞きする等、 十分な連
携を図ってまいりたいと考えています。

【総務部】

l. 職員対象の部落問題に関する研修の取組状況を明らかにされたい。
〈人事課〉

同和問題の解決を目指す取組みは、 伊賀市はもとより全国の各地域で広く進められてお
り、 この取組みは、 同和問題だけでなく、 社会に荏在する様々な人権問題に対する人々の
関I�＼や意識を高め、日常生活にある今まで気づ

、
かなかった差別や不合理な出来事などを「見

抜く力」を養成し、 すべての人の人権を保障する取組みに大きな成果をあげています。
このことから、 研修の実施にあたっては、 これまでの同和問題の解決に向け疋取組みに
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よって得られた成果を再確認し、同和問題学習の深まりから差別を 「見抜く力」を養うと
ともに、主体的に差別を解消していこうとする意欲や態度を育て、 あらゆる人権問題の解
決につながるよう取り組むこととしています。

今年度の全職員を対象とした人権・同和問題研修では、部落差別解消推進法を含む人権
3法をテーマとして実施しました。

また、 各職揚単位で実施する人権・同和問題研修においても、1年に1回以上は必ず同
和問題をテーマにした研修を行うこととしており、職場研修の企画を担当する推進委員と
各所属長を対象に毎年、同和問題をテーマとし疋研修を実施しています。

2. 積極的に人権問題解決に取り組む職員を隣保館に配置されたい。
（人事課〉

すべての行政職員は、それぞれの職務において人権尊重の視点に立ち、 誠実かつ公平に
職務を遂行することはもちろんのこと、 職員一人ひとりが人権行政の推進者として、あら
ゆる人権課題の解決に向けた職責意識を持つ必要があります。

このことから、市では平成27年度に策定した「伊賀市職員人権・同和問題研修方針」
に基づき、役職別または在職年数別にステップアップしていく連続性のある体系的・計画
的な全職員苅象の研修を始め、 各職場での人権・同和問題研修の実施や、市内外で開催さ
れる研修会等への参加促進など、 全ての職員が高い人権意識を持って同和問題をはじめあ
らゆる差別の解決に主体的かつ積極的に取り組んでいけるよう人材育成に努めています。

そのような中、人権部門の職務に携わることもまだ、その職員が人権・同和問題につい
て、理解や知識を深めるために重要なことであると考えています。

職員配置については、担当部長及び各支所長と人事ヒアリングを行うなどして適正配置
に努めているところです。

3. 職員選考採用試験受験申込書をはじめ、 本人通知制度等、 市の各種書類の性別欄を再
点検し、 不必要なものを撤廃されたい。

〈人事課〉
一昨年の7月に人権政策・男女共同参画課（現在の人権政策課〉が公文書等における性別

記載欄の削除司否について調査を行っています。
調査は、平成28年8月1日現在の申請書類や交付書類等で性別記載欄がある全ての公

文書を対象に性別欄削除の可否について行われ、当時〈担当課で〉 削除を可と判断した文
書は80件あったと聞いていますo

それらについては、適切な時期に性別欄を削除することとされていまレたし、まだ昨年
3月には、報告があった80件について、人権生活環境部長から性別記載欄の削除を依頼
する文書が出されましたので、既 lこ性別記載欄が削除されていることと認識しています。
今後は、更にその必要性を精査し、市において一定の基準を設けた上で改めて点検・削除
の取り組みが行われると思っています。

なお、「職員採用試験受験申込書」については、統計上の必要性から、性別欄を設けたま
まとレていますが、 トランスジェンダーの方などへの配慮として、性別欄の記載にあつだ
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て苦慮することがないよう、 記入見本において性別欄には戸籍上の性を記入するよう明記
しています。

4. 前回に引き続き、 総合評価制度の見直しについて進捗状況を明らかにされたい。
〈契約管理課〉

市では、 公共工事を受注する事業者について、 その公共性・公益性を考慮し「企業の社
会的責任度」を評価する項目のーっとして人権講演会への参加状況を評価しているところ
です。

市内の建設事業者にあっては、 これを市の人権施策の取り組みに参画する契機と捉え、
積極的に参加いだだいていると認識していましたが、昨年度に参加者の聴講姿勢について
ご指摘を受け、 建設業団体の代表者を通じて企業に対しまして市の取り組みの趣旨を理解
して受講していだだくよう文書にて注意を促したところです。

本年度に入りまして、 市〈契約監理課〉ホームペ ー ジに講演会の受講にあたっての留意
事項を掲載し、 併せて講演会受講後に提出してもらう研修レポー ト用紙の裏面にも受講者
が直ぐにわかるよう同様に留意事項を掲載して、 聴講姿勢についての注意喚起を行なって
います。 まだ、 講演会の受付責任者として総務部と人権生活環境部の管理職を配置して、
受信の際に聴講姿勢や研修レポー トの詳細な記載などについてについて、 受講者一人ひと
りに注意を促しているところです。

企業に苅しましでも、 再度、 文書にて注意喚起を行なうととちに、 建設業団体との意見
交換会の揚において人権施策の取り組みの重要性と、 企業としての積極的な講演会への参
加について理解を求めてまいりました。

今後とも、 総合評価制度における人権政策への取り組みについては、 重要な項目のーっ
として捉え、 受講者の聴講姿勢ち含めまして、 自主的且つ積極的な参加にづいての取り組
みを継続していきたいと考えています。

【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、 部落差別解消の取組がどのように位置づけられている
のか明らかにされたい。

〈総合政策課〉
伊賀市自治基本条倒の改正については、 本年2月に見直し方針を決定し、 逐条の見直レ

作業に入っています。
見直し方針では、 見直しの主なポイントの第1として「基本的人権の視点」を掲げ、 市

の最高規範である自治基本条例に基本的人権の視点に関する記載について検討することを
挙げています。

現在、改正内容の具体的な検討を庁内で進めていますが、人権政策課長も会議に加わり、
記述内容や規定箇所などの検討を行っています。

中間案がまとまりましだら、 パブリックコメントやタウンミ ーティングなどにより、 市
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民の皆様のご意見を伺う予定です。
〔見直しの主なポイン卜】

＠基本的人権の視点
伊賀市では、 部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、 人権が尊重される

明るく住みよい社会を実現するため、 様々な取り組みを行っていますo

基本的人権の尊重は、 日本国憲法でも謡われていますが、 自治基本条倒は、 市の
最高規範であり基本的人権の視点を入れるべきとの考え方から、 基本的人権の視点
に関する記載について検討します。

2. 前回に引き続き、 各市民センタ ーにおいて生活困窮者の自立支援などの貧困対策・居
場所づくりに取り組まれたい。

〈地域づくり推進課〉
地区市民センタ ーは、 地域住民の連帯意識を高め、 健康で文化的な近隣社会の建設とそ

の発展に寄与するために設置しており、 証明書の取次ぎ業務などの行政事務を実施するほ
か、 公民館活動等に利用されています。

まだ、 当センタ ーは、 住民自治協議会の活動拠点として、 それぞれの地域の課題解決に
向けた様々な取組にも活用い疋だいているところです。

現在ち、 地区市民センタ ーにおいて、 住民自治協議会が高齢者や子どもの居場所づくり
として、 高齢者いきいきサロンや子育て支援事業に取り組まれている地域があり、 それら
の取り組みを支援するため、 福祉団体や地域等の施設利用にかかる柔軟な対応や助成制度
の活用を進めていきたいと考えています。

また、 住民自治協議会には地域課題の解決に主体的に取り組んでいただけるよう、 財政
的支援〈地域包括交信金〉を行うとともに、 各支所振興課を中山に相談体制を構築してい
ます。

なお、 住民自治協議会に対する活動支援補助金として、 31年度から「キラっと輝け！
地域応援補助金」を創設する予定で、「地域まちづくり計画」への位置づけがあれば、 自立
支援事業等にち活問いただけます。

今後も、 各地域やさまざまな主体が、 地域課題の解決に主体的に取り組んでい疋だける
よう、 各種相談や研修会の実施、 情報提供などサポー ト体制の充実を図ってまいりたいと
考えています。

【財務部】

1 . 「部落差別の解消の推進に関する法律」が具現化されるよう、適切な予算措置をされた

（財務部〉
伊賀市の財政は、 合併算定替期間終了による普通交信税の減額や生産年齢人口の減少に

よる市民税の減収が見込まれるなど、 各種事業に使える一般財源が減少し、 非常に厳しい
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状況が続くことを見込まれます。 平成31年度の予算編成は、 伊賀市総合計画に位置づけ
る「健全な財政運営」を基軸とし、 選択と集中の考え方をより重視し、 限られた財源を有
刻に活用していくため、 これまでの枠配分方式から「経常経費Jと「政策経費」に区分し
た予算編成を行っており、 政策判断による優先順位に基づき、 予算ヘ反映することとして
います。

部落問題の解消に向けた予算措置の考え方ですが、 「部落問題は憲法に保障された基本
的人権の侵害に係る重大な問題Jであり、 国おいても「部落差別の解消の推進に関する法
律〈以下「法」という。〉」が制定され、 これまで以上に部落問題の早期解決に向けて事業
展開のための予算を一定確保し、「伊賀市同和施策推進計画」に基づく事業を実施していく
ため、 人権担当を中山としだ関係部署と連携し適切な予算措置 に努めます。

具体的には、 部落差別の解消に向けだ各種啓発事業等の予算化に向け、 関係各課ヘヒア
リングを行うとともに、 イベント等の機会には改めて法の周知等を行うことについて確認
をいたしましだ。 まだ、 相談・教育・啓発などを担う地域の拠点である隣保館などの施設
については、 相談拠点や地域のコミュニティセンタ ーとしての役割を果だせるよう、 維持
管理経費等の確保に努めています。
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伊市協第356号
2 0 1 7年1 1月1 0日

伊賀市長 様

部落解放同盟伊賀市協議会
議長 松村 哲夫、

2 0 1 7年度 部落解放同盟伊賀市協議会と伊賀市各部との交渉について
（ご案内）

晩秋の候、 ますますご盛栄のこととお喜び申し上げます。 平素は格別のご高
配を賜り、 厚くお礼申し上げます。 平素は、 部落の完全解放のためのお取組に
深く敬意を表します。

さて、 見出しの通り、 今年度も市協と伊賀市との行政交渉を下

記

の通り、 開
催させていただきます。 一日も早く部落差別を解消するため、 積極的で忌俸の
ない話し合いとなりますよう、 よろしくお願いいたします。

記

日時：1 2月1 4日（木） 18:30～ 人権生活環境部

1 2月1 5日（金） 18:30～ 伊賀市教育委員会
1 2月1 6日（土） 1 0 : 0 0～ 健康福祉部、 上野総合市民病院、 各支所

1 3 : 0 0～ 産業振興部、 建設部、 水道部
1 5 : 0 0～ 総務部、 企画振興部、 財務部、 消防本部、 出

納室、 市議会事務局、監査委員事務局、総合
危機管理課

場 所：寺田市民館 ホ ー ル
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2 0 1 7年度部落解放 ・ 人権行政の

確立に向けた伊賀市行政交渉

部落解放同盟伊賀市協議会
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日 程

2 0 1 7年1 2月1 4日（木） 18":30 ～

人権生活環境部

2 0 1 7年1 2月1 ·5日（金） 18:30 ～

伊賀市教育委員会

.2 0 1 7年1 2月1 6日（土） 1 0 : 0 0～ 

健康福祉部、 上野総合市民病院、

1 3 : 0 0～ 

産業振興部、 建設部、

農業委員会事務局、 水道部

1 ·5 : 0 0 ～ 

契約管理課、総合危機管理室、

市政再生室、 総務部、

企画振興部、 財政部、消防本部、

出納室、 議会事務局、

監査委員事務局

場所： 寺田市民館 ホ ー ル
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【基本要求】

l. 「部落差別の解消の推進に関する法律j が施行されたことを受け、各部における部落差
別解消のため取組や方向性を明らかにされたい。

， 

同

2. 「 同和問題解決に向けた生活実態調査Jから見えてきた課題を明らかにされるとともに、
課題解決に向けた来年度以降の各部の取組や方向性を示されたい。

【人権生活環境部】

1 . 「部落差別解消推進法J で植われている 「教育・啓発」 「相談体制の充実」が 「 伊賀市
部落差別撤廃条例」には誼われていないなかで、法律と条例の整合性を図られたい。

2. 「 伊賀市部落差別撤廃条例j 第4条では、「市民等は、部落差別をはじめとするあらゆ
る差別行為および差別事件 ・ 事象の発生を助長する行為をしてはならない」とされてい
る。 「部落差別をはじめとするあらゆる差別行為および差別事件・事象の発生を助長する
行為」を具体化させる研究会を発足されたい。

3. 「部落差別解消推進法J第四条2項では 「地方公共団体は、－国との適切な役割分担を踏
まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充
実を図るよう努めるものとする。Jとされている。この条文を踏まえた伊賀市の取組を明
らかにされたい。

4. 「部落差別解消推進法J 第五条2項では 「地方公共団体は 国との適切な役割分担を踏
まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行
うよう努めるものとする。j とされている0. この条文を踏まえた伊賀市の取組を明らか．
にされたい。また第3次伊賀市人権施策基本計画の策定が進められるなかで、差別解
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消を推進する3つの法律が施行されたことを受けた特徴的な取組を明らかにされたい。

4. 2014年度に実施された 「人権問題に関する伊賀市民意識調査」では、13年前に制定
され・た「伊賀市部落差別をはじめあらゆる差別の撤廃に関する条例Jについて「内容（趣
旨）を知っているJ は10.1%であった。 「部落差別解消推進法」が施行されたなかで、
改めてこの調査結果に対する市の見解を明らかにされたい。

【教育委員会】

1 . 子どもたちによる差別発言が未だ発生し続けるなか、 解消に向けた取組を明らかにさ
れたい。

2. 市内で、経済的理由や保護者の就労や心身の状態などを理由に学習塾に通えないすべて
の子どもたちに対する学習支援を健康福祉部等と連携し展開されたい。

3. 小中学校における部落問題学習をはじめ差別解消に向けた取組への教育委員会の関わ
りについて明らかにされたい。

【健康福祉部】

1 .保育園所に通う園児が集団生活になじめない等のさまざまな課題が増えているなかで、
より質の高い解放保育が実践されるよう臨時を含む保育士の処遇を改善されたい。

4 



2. 以前から要望している解放（人権）保育推進計画（仮称）を策定されたし、

3·. 隣保館や児童館で行われる学習支援や生活困窮者支援の活動を支援し、課題解決に向
け連携されたい。

4. 隣保館が果たしてきた意義を市内の生活困窮者支援へ拡充されたい。

5. 今年度も児童生徒による障がい者差別が多発しているなかで、 解決に向けた取組を明
らかにされたい。

【産業振興部】

1 . 子ども等の貧困対策の一環として実施されている子ども食堂の発足や支援に関する助
成制度をつくられたい。

2. 差別解消を目的とした法律が3つ施行されたことを受け、 市内の事業所に対し差別を
発生させないよう取り組まれたい。

【建設部】
5 
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1 . 市内の宅建業者に向けた人権問題の実態調査の結果を明らかにされるとともに、 課題
解決に向けた取組を示されたい。

【総務部】

1 . 隣保館をはじめ、 各支所の人権担当職員について、 人権意識の高い職員を配置される
よう配慮されたい。

2 •.人権問題地区懇談会における職員の関わりについて、 どのような状況にあるのか明ら
かにされたい。

【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、 部落差別解消の取組がどのように位置づけられている
のか明らかにされたい。

2. 前回に引き続き、 健康福祉部や教育委員会等と連携し、 各市民センタ ーにおいで生活
困窮者の自立支援などの貧困対策・居場所づくりに取り組まれたい。

【財務部】

1 . 「部落差別の解消の推進に関する法律」の目的がいち早く達成されるための事業が展開
されるよう、 適切な予算措置をされたい。
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29年度伊賀市行政交渉

ー一一－－－ .＿＿.＿ー圃4『

l口，乙泊目匡
�－ J:コ Eヨ

12月14日（木）

人権生活環境部



【基本要求】

1 . 「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されたことを受Iナ、各部における部落差別解消
のため取組や方向性を明らかにされたい。
昨年、12月16日の 「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行され1年が経過しました。
この 「部落解放推進法」は、2002年に失効した 「地対財特法」より、約15年が経過した中での、

園として 「部落差別」の存在を認めた、部落問題の解決に向けての前進的な法律であると捉えてい
ます。

伊賀市においては、 「伊賀市部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例」に基づ
き、合併以来、皆様方と連携して、部落問題の解決のための取り組みを推し進めてきたところであり
ますが、2015年に実施した 「人権問題に関する伊賀市民意識調査Jから見る、部落への根深い差
別意識は、結婚時における身元調査で、 「 当然調べる必要がある。どちらかというと調べる必要があ
ると思う。」との回答があわせて、26. 8%で、4人！こ1人の市民が「身元調査Jを肯定しているなど、
厳しし、実態が明らかになりました。

伊賀市では、これらの市民の意識を直視し、差別意識の払拭をめざして、第2次の「伊賀市人権
施策総合計画」や「伊賀市同和施策総合計画Jを基！こ、全市をあげて取り組みを進めてきた中で、
国の 「部落差別解消法」が施行されたことは、本市における「伊賀市における部落差別をはじめとす
るあらゆる差別の撤廃に関する条例Jの取り組みを具体化また、加速する法律であると位置づけて
います。

そのために、この 「部落差別解消法Jについて、職員が理解するための研修会として、人事課主催
の人権問題研修会や各部局における職員研修の場において積み重ね、また、市民への周知につい
ては、ポスターを作製し関係機関での掲示や、8月の市長声明として広報誌に掲載、人権啓発地
区懇談会、人権を考える市民の集い等、あらゆる機会を通して、市民に周知を図ってきたところで、

す。
この法律は、現在、内容について有識者により具体的に検討されていると聞き及んで、おりますが、

まずは、国が部落差別の存在を認め、初めて明記された法律であることが大きな意義があると捉え
ています。

このことは、地方自治体である伊賀市においても、本市の 「部落差別等撤廃条例」を具体化する
ための後ろ盾となり、地方公共団体の責務により解決するものであると再認識しております。

また、昨年には、この「部落差別解消法Jをはじめ、 「障害者差別解消法」、 「ヘイトスピーチ解消
法Jが成立しました。

日本国における大きな人権の流れであると捉えるとともに、これらの法律制定の背景には、厳しい
差別の現実があることを踏まえ、今年度、 「第3次伊賀市人権施策総合計画Jと「第3次伊賀市同
和施策計画Jを取りまとめ、部落差別をはじめあらゆる差別の解消に向けて、さらに人権のまちづくり
をめざして、新たな気持ちで取り組みを推し進めます。

この法律の具体化については、伊賀市における人権に関わるあらゆる条例に基づく計画（伊賀市
男女共同参画基本計画、伊賀市障がい者福祉計画、伊賀市高齢者輝きプラン、子ども ・ 子育て支
援事業計画等）と整合性をもちながら、部落差別が今なお現存していることを市民に周知し、部落
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差別の解決に向けての取り組みを推し進めます。
また、現在、昨年成立した 「部落差別解消法」「障害者差別解消法J「「ヘイトスピーチ解消法J等

について、全職員を対象としての認知度調べを実施（結果、来年早々）しており、全職員の認知に向
けた取り組みと、さらに全職員が市民への啓発者となる意識・知識 ・ 行動力をもった取り組みへと発
展させていきたいと考えています。

2. 「同和問題解決に向けた生活実態調査j から見えてきた課題を明らかにされると
－
ともに、課題解

決に向けた来年度以降の各部の取組や方向性を示されたい。
本年3月に実施した 「同和問題の解決に向けた実態調査」から見えてきた実態・課題につきまし

ては、 「 人口と世帯Jにつきましては、 「 70歳以上」が3割に達する状況があり、市全体と比較しても
少子高齢化が進んでいます。実際、転出者に占める 40 歳未満の割合が 7 割を超えています。また、
大学卒業者の割合がそれほど増加していないが、その背景には、高学歴層や「生活基盤が安定で
きる自立生活を送れる層Jが地区から転出している状況があり、地区の活性化が鈍化している要因
であると考えられます。そして、この高齢化現象は、労働収入の低下を招き、少額の年金の受給者
の割合が多いこともあり福祉の対象となっている人の増加につながっています。

また、世帯収入の問題は、子どもたちの低学力傾向を生み出す背景の 一因ともなっています。さ
らに、生活保護受給比率について弘前回調査よりは改善しているが、なお、市全体と比較すると約
10倍近く高く、受給している地区住民の3割以上が、前世代からの受給であり、 「貧困の世代間連
鎖j が生じていることが明らかとなりました。

なお、子育て世帯に対する、公的制度や支給金制度に関する情報が十分に伝わらず、 「母子 ・

父子福祉資金貸付」「生活福祉資金貸付Jを知らないが6割を超え高利の貸付金を利用し家計を
苦しくじているケースが想像されるほか、子育ての相談窓口や保育 ・ 教育支援制度、就労支援制度
の認知状況が不十分であるという結果が現れています。

これらの課題を解決するためには、担当課 ・ 各隣保館 ・ 市民館 ・ 児童館・教育集会所等と解放同
盟、地域が一体となった取り組みが不可欠であり、高齢者福祉や子育て支援、児童・生徒の学力
保障や自尊感情を養う教育活動や各種の支援制度の情報提供が重要であると考えています。

福祉や教育に関わる市のさまざまな計画に、隣保館 ・ 市民館・児童館 ・ 教育集会所等を位置づ
け、各分野における課題を明確にし、第3次の 「同和施策推進計画j 「 人権施策総合計画」を基にし
て、同和問題解決のために全部局が連携した取り組みを総合的に進められるよう庁内や関係機関
との連携・調整をさらに進めていきます。
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【個別要求】

【人権生活環境部】

1. 「部落差別解消推進法jで寵われている 「教育・啓発Jr相談体制の充実Jが「伊賀市部落差別
撤廃条例JIこは謹われていないなかで、法律と条例の整合性を図られたい。
伊賀市におきましては、「教育Jについては 「伊賀市人権問和教育基本方針」や「伊賀市解放保

育基本方針J、「啓発」については、「伊賀市人権施策総合計画Jに基づき、「伊賀市部落差別撤廃
条例」を法的根拠と位置づけながら、取り組みを進めてきたところであります。

「相談体制の充実Jにつきましては、伊賀市においても、人権担当部署や隣保館をはじめとして、
各担当課において、さまざまな人権侵害に対する担当窓口を設置しており、担当業務を実施してい
るところでありますが、部落問題についての、相談については、同和地区生活実態調査での「差別を
受けたときの対応」では、前回以上に「誰iこも相談しなかったJとの割合が高く、45. 6%とおよそ半
数近くに上りました。また、相談しなかった理由で、は、6割が「相談者から相談するつもりはなく自分で
克服しようと思ったJとなっていますが、これは、相談体制や環境のあり方、また質的課題が背景に
存在することが原因であろうと思います。

市としては、気軽に相談できる環境整備を進めるために、第3次人権施策総合計画の中におきま
して、この計画の期間中に、「地域相談員（仮称）」の設置に向けて検討しますo

また、並行して、相談機関相互の情報共有や既存の相談員の資質向上をおこない、県や近隣市
町村、NPOや他団体との人権相談に関するネットワークと、共同体制作りを進めるなかで、人権相談
や人権救済・支援体制の構築を進めていく考えであります。

現在、国においての有識者による「部落差別解消法」の具体化に向けた会議が開催されておりま
す。

今後は、この国の具体化の方向性を基に、「教育・啓発J「相談体制の充実J 「人権救済・支援体
制Jについての整備を行いますo

2. 「伊賀市部落差別撤廃条例」第4条では、 「市民等は、部落差別をはじめとするあらゆる差別行
為および差別事件 ・ 事象の発生を助長する行為をしてはならないJとされている。「部落差別をは
じめとするあらゆる差別行為および差別事件 ・ 事象の発生を助長する行為」を具体化させる研究
会を発足されたい。
今回策定した「第3次伊賀市人権施策総合計画Jでは、人権相談や人権侵害報告から人権課

題別の差別ガイドラインの作成をあげております。
人権課題ごとに、どの内容の発言や態度が、差別につながるのかについて、過去の人権相談事

項や差別事例、対応・支援等の事例を積みあげる中で、また、国や県の取り組みの情報や、司法判
断なども具体事例として収集し参考にしながら、「差別Jであると判断できる「差別ガイドラインJの作
成に着手します。
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この作成に伴い、伊賀市人権政策審議会の委員の皆様における協議はもちろん庁内の推進会
議での検討を中心としながらよ伊賀市人権施策推進会議設置要綱の第6条のプロジェクトチームの
設置について、「推進会議に専門の事項を調査研究する必要があるときは、プロジェクトチームをおく
ことができる。Jとの規定から、プロジェクトチームを研究会と｛立置づ

、
け、「差別ガイドラインの作成」を

検討していきたいと考えています。

3. 「部落差別解消推進法」第四条2項では「地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、
その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努
めるものとする。』とされている。この条文を踏まえた伊賀市の取組を明らかにされたい。
要求項目の1で、ご回答させていただいたように、
「相談体制の充実」につきましてはよ人権担当部署や隣保館をはじめとして、各担当課において、

さまざまな人権侵害に対する担当窓口を設置しており、担当業務を実施しているところでありますが、
部落問題についての、相談については、同和地区生活実態調査での 「差別を受けたときの対応」で
は、前回以上に「誰lこも相談しなかったJとの割合が高く、45. 6%とおよそ半数近くによりました。ま
た、相談しなかった理由で、は、6割が「相談者から相談するつもりはなく自分で、克服使用と思ったjと
なっていますが、これは、相談体制や環境のあり方、また質的課題が背景に存在することが原因で
あろうと思います。

市としては、気軽に相談で、きる環境整備を進めるために、第3次入権施策総合計画の中におきま
して、この計画の期間中！こ、「地域相談員（仮称）Jの設置に向けて検討します。

また、並行して、相談機関相互の情報共有や既存の相談員の資質向上をおこない、県や近隣市
町村、NPOや他団体との人権相談に関するネットワーク化と、共同体制作りを進めるなかで、人権相
談や人権救済・支援体制の構築を進めていく考えであります。

現在、国においての有識者による 「部落差別解消法」の具体化に向けた会議が開催されておりま
す。

今後は、この国の具体化の方向性を基！こ、「教育・啓発j 「相談体制の充実」 「人権救済 ・ 支援体 ー
制j についての整備を行いたいと考えています。

4. 「部落差別解消推進法j 第五条2項では 「地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、ι
その地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるも
のとする。Jとされている。この条文を踏まえた伊賀市の取組を明らかにされたい。また第3次
伊賀市人権施策基本計画の策定が進められるなかで、差別解消を推進する3つの法律が施
行されたことを受けた特徴的な取組を明らかにされたい。

この項目につきましても、要求項目の1で、ご回答させていただいたように、
伊賀市におきましては、「教育j については 「伊賀市人権同和教育基本方針J、「啓発Jについては、

「伊賀市人権施策総合計画JIこ基づき、「伊賀市部落差別撤廃条例Jを法的根拠と位置づけながら、
取り組みを進めてきたところであります。

このたび、昨年に第2次の 「伊賀市人権施策総合計画Jの期聞が終了したことに伴い、本年3月に
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市長より人権政策審議会ヘ諮問し、7回の人権政策審議会の審議を経て、，，月9日に人権政策
審議会より答申を受け、 「第3次人権施策総合計画」として、本年度を含む6年間、2022（平成34)
年までの期間において計画を策定いたしました。

第3次の計画につきましては、当事者の意見や声を反映するために当該団体や当事者（女性問

題：男女共同参画ネットワーク会議、障がい者問題：伊賀市障害者福祉連盟、高齢者問題：伊賀
市老人クラブ連合会、外国人問題：市民生活課の外国人相談員、ハンセン病元患者問題：ハンセ
ン病支援者、セクシャルマイノリティ問題：当事者・向性パートナー4組、原爆被爆者家族の問題：原
爆被災者及び東日本大震災による原子力発電所事故の避難者）に、差別の現状や人権施策への
要望等について聞き取りを行い、今計画に反映しております。
（部落解放同盟については、同和地区生活実態調査結果をもとにした、同和施策推進計画に単独
計画として策定、子どもの問題については、学校教育課と連携しながら子どもの現状について反映）

これらを踏まえて、第3次の計画の特徴的な取り組みとして、1つ目として、今回の策定に伴った
当事者等への聞き取りを踏まえ、この計画の進捗状況や課題、意見を確認することも含めて、被差
別の立場にある当事者・関係団体や支援者を含んでの懇談会を随時開催します。

2つ目として、人権相談や人権侵害の報告を基にして、人権課題別の差別ガイドラインの作成を
行います。

3つ目として、人権相談の充実のために、要求項目3でご回答させていただいた通りの「地域相談
員Jの配置の検討と救済や支援体制の構築をめざして、市内の相談業務のネットワーク化を整備す
ることの3点を重点施策と位置づけながら、国の3つの法律の具体化のために、各分野別の課題解
決に全市あげて取り組みます。

5. 2014 年度に実施された 「人権問題に関する伊賀市民意識調査Jでは、13 年前に制定された
「伊賀市部落差別をはじめあらゆる差別の撤廃に関する条例Jについて 「内容（趣旨）を知ってい
るJは 10.1%であった。 「部落差別解消推進法j が施行されたなかで、改めてこの調査結果に対
する市の見解を明らかにされたい。
2014年度に実施した「人権問題に関する伊賀市民意識調査Jにおける「伊賀市部落差別をはじ

めあらゆる差別の撤廃に関する条例」の市民の内容の認識度については、非常に残念な結果であ
るとともに、行政としての市民への教育・啓発不足が原因であることは否めない事実として受けとめて
おります。

調査後、あらゆる機会を通じて、市民へ、条例制定の背景である差別の現実も含めて周知を行
っていますが、現在、どれだけの市民が内容も含めて認知しているかの把握はしておりません。

当然、把握すべき事項であると認識しており、第4次の人権施策総合計画作成に伴う「市民人権
問題意識調査Jの実施（予定 ·2019年度）において認知度が明らかになるとは思いますが、この間、
全市をあげて「伊賀市部落差別をはじめあらゆる差別の撤廃に関する条例Jについて、また、国の人
権課題の3つの法律との整合性もふくめて、丁寧に地区別懇談会やあらゆる機会を通じて説明して
いきます。

また、市民への人権情報の提供周知は、職員の任務と考えておりますので、職員の認知度をあ
げ、啓発力もあげる取り組みに反映するため、現在、伊賀市職員を対象として、「人権に関する法律
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や条令等についての認知度・10項目「障害者差別解消法・へイトスピーチ解消法 ・ 部落差別解消
法・伊賀市差別撤廃条例・伊賀市人権尊重都市宣言 ・ 伊賀市非核平和都市宣言 ・ 伊賀市男女共
同参画都市宣言・伊賀市本人通知制度・伊賀市パートナーシップ宣誓制度·ALLYの取り組みJに
ついて、年末をめどに調査を実施しています。
この認知度調査をもとに、職員の認知度・啓発力を増進する研修会を実施します。
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【基本要求】

1. 「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されたことを受け、各部における部落差別解消
のため取組や方向性を明らかにされたい。

「部落差別の解消の推進に関する法律jでは、現在もなお部落差別が存在すること、部落差別は許
されないものであるとの認識でこれを解消することが重要な課題であること、部落差別のない社会を
実現することが定められました。第 5 条では 「部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行
う」と、改めて教育の果たす役割が明記されました。

教育委員会所属職員の取り組みとして、職員が家庭や、地域の人権研修会等において、啓発で
きるよう『部落差別解消法』制定の目的や内容の理解を深める内容の職場研修会を行っています。
また、夏季休暇中を活用して、学校用務員、給食調理員への研修会を開催し、児童、生徒による
差別発言の状況を共有すると共に、2016 年施行の 3 つの人権にかかる法律（障害者差別解消法
(4 月）、（へイトスピーチ解消法（6 月）、部落差別解消法（12 月））について理解を深める研修を行っ
てきました。職員それぞれの人権意識の高揚を図り、改めて自ら差別解消に向けた啓発に取り組め
るよう研修等の対応を進めていきます。

学校教育では、各校で、教職員に「部落差別の解消の推進に関する法律」を周知し、推進法をいか
す取組を人権学習に位置づけます。また、 「校区に被差別部落がない学校Jでの部落差別の解消
に向けた教育内容をど

、
のように創ってし、くかが問われていると考えます。そのために、 「教職員の人

権感覚を高めるJ r人権教育カリキュラムの見直し」「出会い学習のあり方の見直しJ 「校区小中学校
の連携のあり方」「家庭・地域との連携」等を大切にしながら取組を進めていきます。さらに、 「部落問
題を考える小 ・ 中学生の集いJのあり方も再点検する必要があります。

社会教育の場面においては、公民館や図書館で、の人権意識向上につながる講演会の開催やパ
ネル展、人権図書コーナーの設置や公民館サークルの会員を対象とした人権学習会の開催を行っ
ています。また、伊賀市人権同和教育研究協議会（事務局：生涯学習課）及び各地同研組織と連
携して、研究大会の開催や講演会を行うなど、地域社会における人権問和教育の推進に取り組ん
でいます。

今後は更に、学校教育と社会教育の連携を図り、様々な学習機会つくることで、差別をしない、
差別を許さない仲間づくりを幅広く進め、伊賀市における（それぞれの地域における）人権問和教育
を推進するリーダーの育成を図るよう、取組みを継続することが大切であると考えています。

2. 「 同和問題解決に向けた生活実態調査」から見えてきた課題を明らかにされるとともに、課題解
決に向けた来年度以降の各部の取組や方向性を示されたい。

参考（人権生活環境部）
本年3月に実施した「同和問題の解決に向けた実態調査」から見えてきた実態・課題につきまし

ては、 「人口と世帯Jにつきましては、 「70歳以上」が3割に達する状況があり、市全体と比較しても
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少子高齢化が進んでいます。実際、転出者に占める 40 歳未満の割合が 7 割を超えています。また、
大学卒業者の割合がそれほど増加していないが、その背景には、高学歴層や「生活基盤が安定で
きる自立生活を送れる層Jが地区から転出している状況があり、地区の活性化が鈍化している要因
であると考えられます。そして、この高齢化現象は、労働収入の低下を招き、少額の年金の受給者
の割合が多いこともあり福祉の対象となっている人の増加につながっています。

また、世帯収入の問題は、子どもたちの低学力傾向を生み出す背景の一因ともなっていますo さ
らに、生活保護受給比率についても、前回調査よりは改善しているが、なお、市全体と比較すると約
10倍近く高く、受給している地区住民の3割以上が、前世代からの受給であり、 「貧困の世代間連
鎖Jが生じていることが明らかとなりました。

なお、子育て世帯に対する、公的制度や支給金制度に関する情報が十分に伝わらず、 「母子 ・

父子福祉資金貸し付j 「生活福祉資金貸し付Jを知らないが6割を超え高利の貸付金を利用し家計
を苦しくしているケースが想像されるほか、子育ての相談窓口や保育 ・ 教育支援制度、就労支援制
度の認知状況が不十分であるとし、う結果が現れています。

これらの課題を解決するためには、担当課 ・ 各隣保館・市民館・児童館 ・ 教育集会所等と解放同
盟、地域が一体となった取り組みが不可欠で、あり、高齢者福祉や子育て支援、児童 ・ 生徒の学力
保障や自尊感情を養う教育活動や各種の支援制度の情報提供が重要であると考えています。

福祉や教育に関わる市のさまざまな計画に、隣保館・市民館・児童館・教育集会所等を位置づ
け、各分野における課題を明確にし、第3次の「同和施策推進計画J 「人権施策総合計画Jを基！こし
て、同和問題解決のために全部局が連携した取り組みを総合的に進められるよう庁内や関係機関
との連携・調整をさらに進めていきます。
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【個別要求】

【教育委員会】

J. 子どもたちによる差別発言が未だ発生し続けるなか、解消に向けた取組を明らかにされた

学校における入権侵害（差別事象）の現状は、本年度 12 月末で101 件です。1 件の事象で複数
の言葉を発言しているものもあり 103件となっています。障がいにかかわる発言が94件、外国人に
対する発言が8件、部落差別発言が 1 件です。

教育委員会では、差別事象発生時のマニュアルに従って速やかに報告を受けるとともに、伊賀市
校（園）長会で各学校 ・ 園で発生した差別事象を報告し合い、情報共有を図っていますo そして、伊．
賀市内の共通の課題として、どの学校・園でも取り組むよう指示しています。

11 月 15 日、市内中学校で生徒による部落差別発言がありました。発言の背景を究明し、そこか
ら見える課題を整理し、市教委としては該当校にかかわり、全教職員が事象の共有だけではなく、議
論し、組織として解決に向けて取り組むよう、また発言した生徒の変革を目指し、指導していきます。

また、今回の事象から市内全小中学校で、 「伊賀市人権同和教育基本方針j に立ち返り、部落
差別をはじめとする人権問題の解決にはー教育の果たす役割が大きく、部落差別の解消なくして我
が国の人権の確立はないという基本認識に立ち、子ども一人一人に確かな学力を保障し、人権意
識の高揚を図り、未来を保障するキャリア教育に取り組んでいきます。

その際！こ、 「部落問題学習のあり方」 「人権カリキュラムの見直しJ「出会い学習の見直し（講師の
方に任せきりになっていないかO ＇講師のこの言葉についてこの子（気にしている子）！こ届けたい。やり
っ放しにならず自分事として考えられているのかの見直し）」 「部落問題を考える小 ・ 中学生の集いの
あり方の再点検Jf小中連携の強化J「若い教員が増えていく中で、一人で取り組むのではなく、管理
職員がリーダーシップを発揮しチームで、取り組む」 「『障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律』『本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組に関する法律（ヘイトスピー

チ解消法）』『部落差別の解消の推進に関する法律』について、各学校で各法律をいかす取組を人
権学習に位置づけるJ等に取り組みます。また、保護者への啓発を行います。

なお、社会教育の場面では、各教育集会所と連携し地区学習会や教育集会所交流会を開催す
る中で、子どもたちが差別をゆるさない仲間づくり、差別を指摘で、きる関係作りの支援を行っています。
また、小学校のハイトピア施設見学と併せて、誰もが過ごしゃすいまちづくりを目指して、いじめや仲
間はずし ・差別をなくすための学習を実施するこ主で、課題解決に向けた取組の機会としています。

併せて、伊賀市同研の活動をつうじ、子どもたちの生活の背景である地域に向けた啓発への取組
みをお願いし、伊賀市同研と共に解消に向けた地域活動に取り組んでいます。

また、公民館や図書館などの社会教育現場においては、家庭や地域、サークル団体等に対する
取組みとして、人権講演会の開催や人権パネル展、人権図書コーナーを設置した啓発活動を行っ
ており、今後は、更に地域活動との連携を図り、差別解消への取組みを進めていきます。
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2. 市内で経済的理由や保護者の就労や心身の状態などを理由に学習塾に通えないすべて
の子どもたちに対する学習支援を健康福祉部等と連携し展開されたい。

学校教育課では、本年度より学校支援地域本部事業として、市内31小中学校区にそれぞれ学
校支援地域本部を設置し、地域の方々に学校の様々な活動をサポートしていただいています。

そのなかで、地域の方が授業に入札子どもたちの学習や活動を支援していただいている学校や
教育的に不利な環境にある子どもや学力補充が必要な子を中心に放課後学習会を行ない、地域
の教員OBに協力いただきながら子どもたちの学習を支援している学校もあります。

また、長期休業中に学習会を行い、教師が宿題等のサポートを行っている学校もありますo

しかし、学校支援地域本部での取組はまだまだ不十分なものであり、すべての学校で教育的に不
利な環境にある子どもや学力的に厳しい子どもたちの学習支援がなされている訳で、はありません。ま
た、学校だけで取組を進めるには、教員数や時間の問題もあり、不十分なものになっていますo 学校
としてはどの子にも分かりやすい授業の改善にさらに取り組むとともに、学校教育課として、今後、他
の関係部署とも連携しながら、放課後や休業日を活用した学習支援体制を充実していきます。

なお、社会教育でも、情報を共有しながら教育集会所における学習の取り組みを支援していきま
す。また、生活支援課で、実施している生活困窮世帯における子どもの学習支援事業について、関係
機関にども未来課員、福祉相談調整謀、学校教育課、スクールソーシャルワー力一、社会福祉協
議会）と連携しながら事業を支援していきます。

また、経済面から教育の機会均等を支援するための奨学金として、伊賀市奨学金及び伊賀市同
和奨学金の二つを運用しています。勉学の機会を与え有用な人材育成を図るため、市内中学校に
在学し、経済的理由により進学が困難な生徒に対して、奨学金を給付しています。今後も継続した
いと考えています。

他に、経済的理由により就学困難な市内在住の公立の小・中学校に在学する児童または生徒を
対象に就学援助金を支給し、学用品費等の援助を行っていますo

今後更に、関係機関で構成する学習支援事業関係者会議などで情報共有しながら、学校現場
や各教育集会所にある子どもたちの課題を福祉関係機関へつながるようさらなる支援体制を充実し
ていきます。

3. 小中学校における部落問題学習をはじめ差別解消に向けた取組への教育委員会の関わり
について明らかにされたい。

昨年「部落差別解消推進法Jr障がい者差別解消法J「ヘイトスピーチ解消法」が施行された中で、
市内全小中学校の教職員が三法を理解し、三法をいかす取組を進めていく必要があります。「部落
差別解消推進法J第1条iこ「部落差別が存在する」ことが示されていることを受け、いわゆる「校区
に被差別部落がない学校Jで、の部落差別の解消に向けた教育内容をどのように創ってし、くかが問わ
れていると考えます。そのために、教育委員会としましては以下のことを大切にしながら取組を進め
ています。

1教職員の人権感覚を高める

1.2 
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部落差別の解消に向けた教育内容をどのように創ってし、くかを考える土台に、 「教職員の人権感
覚」が大切であると考えます。教職員一人ひとりが同和問題に対する正しい認識をさらに深めると共
に、人権感覚を高め、自分自身の課題として再認識し、差別を許さなし＼なくしていく行動をとること
が重要です。例えば、差別事象が発生じた際に、差別に怒りをもち動くこと。短期間で背景をつかみ、
課題を明確にした上で動くこと。発言した子が悪いというのではなく、発言させてしまった私たちという
とらえで教職員が自分自身に指を向けること。全教職員で共有するだけではなく議論し、自分自身
を見つめ直し‘学校の組織として取り組むこと。

2 人権教育カリキュラムの
．
見直し

教材ありきではなく、自の前の子どもの実態から出発すること。教育的に不利な環境にある子ども
たちの姿を把握し、何が課題で、どのような力をつけてし、く必要があるのかを見通しをもって考えるo

そして、発達段階をふまえているか、すべての教育活動に位置づいているか、個別の人権課題解
決になっているかを充分考える。

3 出会い学習におけるゲストティーチヤーのあり方
教師が何’を子どもたちに語っているのか、来ていたた、く方任せになっていなし、かを再度振り返る。

その上で、まずは、子どもたちの実態、課題、つけたい力やめざす姿は何なのかを議論し、明確にし
た中で依頼すること。来ていただく方と充分な打ち合わせをすること。若い教師ならば、人権教育の
取組に不安があるかもしれないことを考慮し、学校組織として動くこと。聞き取り等の事後学習を丁
寧に行い、自分自身に指が向けられるようにすること。

4中学校区における小中学校の連携
情報共有では、単！こ「しんどい子は00（名前）さんで ・・・。jのように、事務連絡的に終わらず、そ

の子の背景やそれまで学校が取り組んできたこと、取り組みきれなかったこと等具体的なことを引き
継ぐこと。義務教育9年間の進路学力保障の視点からの取組が重要である。

5家庭・地域との連携
子どもの実態の背景には、必ずと言ってよいほど、家庭や地域の姿が投影されている。家庭訪問

を丁寧に行い、その子の生い立ちゃ生活背景、地域の様子をしっかりと把握し、家庭と連携して、丁
寧に取組を進める。

さらに、「部落差別解消推進法j をいかすための学校教育の課題の一つに、教職員の人権教育や
同和教育にかかわる基本的理解、特に、世代交代の波が押し寄せてきていることがあると考えます。

そのため、 20～30 才代の教職員を対象に、昨年度から学校人権・同和教育に係る連続講座を開
催しています。3回連続同じ者の参加で研修を実施しています。全体のテーマを「確かさを引き継い
でjとし、第1回目は演題を『人権・同和教育の歩みと、 「差別の現実に深く学ぶ」ということ』とし、来
原成害さんからお話をいただきました。第2回目はテーマを『なかまっ

、
くりは「隠れたカリキュラムJ』と

し、1学期の取組を交流し合いました。2学期には、2校で公開授業を行い、その取組に学び合いま
した。3学期は、テーマを『人権・部落問題学習の約束事』とし講座を持つ予定です。

社会教育では、部落差別をはじめあらゆる差別の撤廃にむけて、人権同和教育や啓発の推進、
そして相談体制を充実させるため、各教育集会所や学校と連携して地区学習会の開催を支援して
います。さらに、教育集会所で活動する小学生・中学生・高校生・青年が地域を越えて交流すること
により、将来的に差別を許さない仲間づくりを幅広く進め、伊賀市における人権教育啓発を推進する
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リーダーとして活動できるよう交流会を開催しており、継続した取組みとして充実させていきたいと考
えています。

また、教育集会所で開催している識字教室や識字学級について、そこで学ぶ識字生の思いが大
切にされ、さらに小中学生の学びに繋がるよう、各地の開催状況や内容などを把握し、支援するとと
もに関係機関と情報を共有していきたいと考えていますo

また、来年度は、三同教大会が伊賀市で開催します。大会の地元報告では、伊賀市の同和教育が
培ってきた成果（青年・高校生の活動）の報告と、課題（差別事象等）の解決に向け、大会後も人権
教育・啓発が進められるよう準備を進めています。

14 
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健康福祉部 ・ 産業振興部・建設部
総務部 ・ 企画振興部 ・ 財務部

その他
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【基本要求】

1. 「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行されたことを受け、各部における部落差別解消
のため取組や方向性を明らかにされたい。

（健康福祉部）
「部落差別の解消の推進に関する法律Jが、現在でも部落差別が存在することを明記し、情報化

が進む中で部落差別が新たな情報下にあることを踏まえ、国及び地方公共団体の責務等を明記し
た法律です。

健康福祉部では、平成 30年 1 月9日に部内職員（主に管理職）を対象にした研修会を開催し、
本法律の制定経緯も含めた内容を学習するとともに、市職員の責務として関係機関等に対して法
律制定の経緯も含めた法律の内容の周知徹底を図ることなどを話し合いました。今後、部内各課で
本法律についての研修を行うとともに、保育所（園）などの職員に対する研修を実施します。

市職員は、さまざまな機会を通して研修等に参加するとともに、現在でも部落差別が存在すること
を認識し、市民の皆さんや市役所以外の関係機関の職員等と接する中で、本法律が制定されたこ
とを周知するとともに、差別に気づく、差別を許さない、説明して理解してもらうことなど、部落問題の
解消に向けた市職員として責務をしっかり果たしてL、かなければならないと考えています。

また、保育所入所児童に対する保育用具貸与など、予算についても、引き続き確保していきま
す。

（上野総合市民病院）
(2016年12月16日に交付・施行された本法律は、第1条において、 「現在もなお部落差別が

存在し、その解決を目的とする法律Jであることを明記しています。そのため、第3条では「部落差別
解消のための施策実施Jを地方公共団体の責務とし、第4条及び第5条においてその取組み内容
を示しています。）

上野総合市民病院では、これまで伊賀市職員同和問題啓発推進委員を中心とした職場研修を
実施してきましたが、2015年度に院内委員会の ーっとしで、各職種で構成する「安全衛生・人権委
員会」を組織し、医療現場における人権侵害事象の防止と、職員の人権意識の高揚に取り組んで
います。

これは、病院幹部職員と職員組合執行委員などが毎月集まり、あらゆる立場の患者が利用しや
すい病院であることの検証と、院内研修会のほか地域で開催される地区懇談会への職員の参加促
進を図っています。

なお、当委員会第1 回の研修ではLGBT支援について研績を深めるため、伊賀市人権政策・男
女共同参画課職員のほか当事者団体に講師をお願いし、全職員を9固に分けて実施しました。
(270名参加）

当院は患者のニーズ
、
を病院経営に生かす「地域住民参加型病院」を掲げており、今後も部落差

別のない安心して利用いただける病院をめざ、すため、こうした取り組みを継続していきます。
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（産業振興部）
産業振興部では、伊賀市職員同和問題啓発推進委員会上野地域部会事業計画に基づ

、
き、地

区別懇談会等人権啓発関係行事への参加、職場研修の実施を、’それぞれ年2回以上行うこととし
ています。特に同和問題は解決されていないことを認識し、自信を持って市民に説明で、きるようlこな
るためには、これらの研修は重要であると考えています。

部内では、農林振興課、農村整備課、商工労働課、中心市街地推進課、観光戦略課の推進委
員が職場研修についてそれぞれの課題を設定し、部落問題をはじめとする人権課題に取り組んで
います。昨年、12月！こ「部落差別の解消の推進に関する法律j が施行され、各課においてもこの法
律の意義を考えていただいているところです。

特に商工労働課が窓口となり、差別をなくす強調月間に合せて、市役所主査以上の職員で、公
正採用選考人権啓発推進員設置基準である、原則従業員30人以上の事業所に対して企業事業
所訪問を実施しています。この中で、 「部落差別の解消の推進iこ関する法律j の解説を行っていると
ころです。また、伊賀市人権学習企業等連絡会においても、同様の取り組みを行っています。

この法律においては、部落差別の存在を国として公式に認知したことであり、国及び地方公共団体

の責務、相談体制の充実、教育及び啓発、部落差別の実態調査が規定されていることを認識して
います。

伊賀市においては 「伊賀市における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例Jの
後ろ盾になるものであり、地方公共団体の責務により解決すべきものであると考えています。

（農業委員会）
農業委員会事務局では伊賀市職員研修の事業の中で人権研修に取り組んでいます。
今年度1回目は、いがまちのマダムバタフライとの懇談会をいがまち人権センターで、実施し、会員

の方々の想いに触れることで、差別に対して怒りを感じ取り組む姿勢について共感し思いを共有するこ
とができまLた。2回目は、岡山保健福祉センターで農林振興課、及び農村整備課と合同で部落差
別の解消の推進に関する法律を中心に同和問題の歴史的背景や昨年成立した3つの差別解消法
を学習し、見識の向上に努めました。

平常業務の中では、各自参加した研修会などの情報を回覧等することで共有し、ゾ各々の自己研
鎖に取り組んでいます。

（建設部）
部落問題に関する法律が 「部落差別解消推進法Jの制定によって14年9ヶ月間の法的空白が

解消され、法律の名称に初めて 「部落差別」が明記されました。この法律は、同和問題は過去の問
題ではなく、今もなお存在する「部落差別Jの存在を国が認め、国と地方公共団体が連携し、部落
差別のない社会を実現することを目的としています。また部落差別解消のための地域の実情に応じ
た施策を講ずることを国や地方公共団体の責務として捉えー相談体制の充実や、 「 人権一般の教
育・啓発」ではなく「部落問題に関する教育・啓発」、部落差別の実態調査を国と連携し、伊賀市も
今まで以上に、職員としての自覚を持って啓発に取組む必要があると考えています。
そのため、建設部では、 「部落差別解消推進法Jの意義を理解するため、部内各課において法律制
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定を自分の言葉で、市民に説明できるよう今年度中に研修を行う事としています。建設部内におい
ても認識の温度差が見受けられることから、部内会議で確認しつつ、各課内研修を徹底したいと考
えます。もう一つの取組として、全員が地元の地区別懇談会に参加することとしており、その機会に
法律制定の意義や今後の課題を、人権啓発リーダーとして担えるように研修をしています。方向性
については、伊賀市職員として、現在もある部落差別について、他人事とせず、怒りをもって向き合
い、建設部内における反差別への仲間意識の再確認を更に強いものにしたいと考えています。また
部内の同和問題啓発推進委員を中心に、課内研修や地区別懇談会、人事課や上同研の人権研
修をはじめ、各研究大会及びパネル展に参加、参画を促し、人権意識の高揚と自己研鎖に繋げて
いく必要があると考えています。さらに、建設部で所管している業務においても、各所属で管理してい
る公共構造物などへの差別落書きや同和地区の問い合わせについては、対応マニュアルに基づ、き
迅速な対応を取れるようiこ常に心がけていますo また、宅建業者に対する、入居差別をなくすため
の窓口啓発についても引き続き行っており、市営住宅においては、少子化と高齢化が急速に進行じ
ており、生活保護世帯やひとり親世帯、単身高齢者世帯が確実に増加しています。また、障がい者
等に対する多様なニーズlこ応じた住宅の整備など、市営住宅の本旨である居住福祉の実現に向け
て取り組んで行く必要があると考えています。

（上下水道部）
上下水道部の業務において、お客様である市民の皆様をはじめ、企業、団体も含めた様々な「人J
との関わりのなかで、常に相手の立場に立った丁寧な対応を心掛けることが必要で、あると考えていま
す。これを実現し、継続していくための一つの方策として、上下水道部において各課こ

、
とにそれぞ

、
れ

のテーマによる人権研修を実施しておりますが、これらの機会においても、昨年の12月に施行され
た「部落差別の解消の推進に関する法律Jについて、この法律が制定された経緯や意義、過去から
現在に至る差別実態の変化等を理解したうえで、未だに根強く残る差別を真に解消するべく、職員
それぞれの意識や行動に反映させてし、く必要があると考えます。

部内においては、この法律について研修を実施し、職員相互の意見交換等を行いながら理解を
深めているところですが、今年度は、特にこのことについて取り組み、部落差別の無い社会の実現の
ための意識付けを行っていきます。また、市内外各所、地域で実施される人権に関する研修会やイ
ベントへの積極的な参加を促すため、庁内メール等による職員への周知を図ってゆきますo

（総務部）
「部落差別の解消の推進に関する法律Jは、 「現在もなお部落差別が存在するJと明記し、 「部落差
別は許されないものjであるとの認識の下にこれを解消するため、地域の実情に応じた施策を講ずる
よう努めることを地方公共団体の責務として定めるとともに、地方公共団体は相談体制の充実、教
育及び啓発の推進に努めることとしています。

私たち市職員はこの地方公共団体の責務を認識し、部落差別の解消に向けて、取り組まなけれ
ばなりません。

伊賀市では、職員が、同和問題を正しく理解し共通の認識を持ってそれぞ
、
れの行政分野で適切

な対応ができるよう、また、職場や地域社会において「身近な市民の指導者Jたる人権啓発リーダー

の役割を担えるよう、 「人権・同和問題研修方針」！こ基づき、体系的・計画的な職員研修を実施し、
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職員の資質向上に取組んでいるところです。－
今年度は、全職員を対象とした研修のほか、職員同和問題啓発推進委員会推進委員及び所属

長研修において、また、昨年度は、人権啓発活動ネットワークフラッシュアップ研修で、 「部落差別
の解消の推進に関する法律jをテーマとして、研修会を開催しました。

なお、今年度中に、各職場ごとに課内会議等で、 「部落差別の解消の推進に関する法律」につい
て話し合うこととし、さらに理解を深めていきたいと考えています。

今後も、 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行された意義をしづかりと理解・認識し、引
き続き取組みを進めてまいります。

（企画振興部）
本年6月伊賀市議会の議決を得て、第2次伊賀市総合計画第2次再生計画がスタートしました。

全47の施策の中で人権問和問題に関する施策4つが位置づけられました。
具体的には～（5-1-1）人権尊重 ・ 非核平和として「人権に対する正しい知識を習得するj、（5

-1← 2）同和問題として「部落差別をなくすj、（5-1 -3）男女共同参画として 「性別によるわけ隔
てをなくすJ、（1-2-2）障がい者支援として「障がい者が、自分らしく安心して暮らすことがで、きるJ

という内容で、同和問題をはじめ、子ども、女性、障がい者、外国人、高齢者、性的マイノリティなど
あらゆる人権問題の解決に向けて、すべての人の人権が保障され多様性が認められる、人権尊重
の文化が息づくまちづくりの方針が定められています。

特に、今回の再生計画の作成にあたっては、施策実施にあたって、市民（団体）、地域、行政が
果たすべき役割を明示しました。例えば、同和問題解決に向けた市民の役割として、市民一人ひと
りが、自らの問題として部落差別の解消に取り組むこと。地域の役割として、地域住民が部落差別の
解消に積極的に取り組むよう啓発を行うこと。行政の役割として、同和地区の実態や施策ニーズを
定期的な実態調査などにより把握し、必要な施策を立案実施し、課題を市民と共有することなどを
上げています。

また、本年 10 月から2年半あまりをかけて、伊賀市自治基本条例の見直しに着手しでいますが、
その中で、課題となっていた基本的人権の視点を見直し方針の一つに位置づけて取り組みを進めて
います。自治基本条例の見直し方針については、本年2月の策定を目指しています。
このように、伊賀市総合計画及び市の最高規範とされる自治基本条例の中へ 「全ての市民が等しく
基本的人権を享有する理念Jを掲げ、市民、団体、企業、行政が一体となって部落差別をはじめと －

するあらゆる差別を許さない、互いの人権を尊重するまちづくりを進めてまいります。

（財務部）
法律には、地方公共団体の責務として、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地

域の実t情lこ応じた施策を講ずるよう努めるもの、と規定されており、財務部としてもその責務を果たし
て行くことは言うまでもありません。法律の趣旨を理解し実践して行く力を身につけるため、まず法律
を認識することを研修にも取り入れています。

財務部の具体的な取り組みとして、
①人権担当部局から提供される差別事象の情報共有を図ること
②各課での人権啓発推進委員を中心とした年 2 回以上の職場研修を実施すること
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③地区懇談会や人権研修会等への積極的、自主的参加の促進すること
を実践しています。

研修については、4 月以降昨年末までの結果として、84 人の職員（正規職員57 人、嘱託職員 12

人、臨時職員 15 人）の人権研修等への参加者数は、延べ230 人で、職員一人あたり、2.7 回の参
加となっています。正規職員では、3.4固という数字です。部内各課での研修も、すべての課で実施
しています。

所属職員での、 「厳然として部落差別はある。この差別の解消に向け、主体的に取り組んでいかね
ばならない。Jとの認識は、一定共有しています。また、同和問題への電話対応マニュアルの周知徹
底や人権センターのパネル展の見学及びレポート提出などを行っている所属もあり、工夫しながら人
権意識の高揚に取り組んでいます。

法律施行前までも、行政に携わる者はもどの部署に所属していようとも人権尊重を基軸に据え
た事務執行が求められるため、研修等による自己研鎖を図りつつ、何よりも、各職員が日々の事務
執行において人権尊重を常に意識した取り組みがで、きることが、差別に対応できる実践力を身に付
ける手段であると考えてきました。今、法律が施行された理由や意義、内容、これから何をして行か
ねばならないかを改めて考えて行く必要があります。研修などの特別時のみの部落問題や障がい者
問題等について考えるのではなく、人権尊重の意識を持った日常事務が当たり前にで、きる職員を育
む職場文化の醸成が、 「実践力育成j の課題と考えています。

（消防本部）
現在もなお部落差別が存在するとの認識が法律で、新た1こ示され、残念ながら、今なお、結婚や就
職での差別事案のほか、インターネット上で‘差別内容の書込事案が発生していますo こうした差別や
偏見に基づく行為は、他人の人格や尊厳を傷つけるものであり、決して許されるものではありません。

消防職員ば、市民の生命、身体の安全、財産の保護等を職務としており、その活動を通じて市民
の日常生活とかかわっていることから、人権意識をもって任務を遂行することが求められています。

このため、部落差別解消法の目的 ・ 理念に基づき、各種消防業務において適切な対応が行われ
るよう、職員一人ひとりが部落差別に関する正しい理解と認識を深め、問題に取組むため教育及び
啓発を行うよう努めます。

また、消防本部が実施する研修についてもその充実を図り、行政等が行う各研修への参加（自己
研鎖含め）及び各地域で開催される地区懇談会等への参加、また各家庭においても子供を含めた
家族での話し合い等を通じて、職員の人権意識、人権感覚の向上に努め、常に人権尊重の視点を
持つ職員の育成を関係機関 ・ 関係団体と連携し図って行きます。

（議会事務局）
昨年12月に 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され1年が経過しました。この法律は、

部落差別が現存していることを踏まえ、国や地方公共団体の責務が明らかにされているとともに、部
落差別のない社会を実現するためのものとなっています。

特に地方公共団体には、 「地域の実情に応じた施策の構築J、 「部落差別に関する相談体制の
充実J、 「部落差別を解消するための必要な教育と啓発Jなどの役割が明記されており、伊賀市にお
いても法の趣旨に沿った取組みを実施していかなければなりません。
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議会事務局では、所属の推進委員や所属長が受講した研修を踏まえ、既に職場への還流研修
を実施し、「部落差別の解消の推進iこ関する法律Jの共通認識を行ったところで、すが、この法律が
出来た背景や「全国部落調査J復刻版事件などの経緯についても十分理解し差別の実情を認識し
ていくことこそが、法を理解するうえで必要不可欠なものであると考えます。
今後も職場研修の機会を捉えてよ本法律が施行された背景や経緯についても共通認識が得られる
よう取り組んでいきたいと考えています。
2. 「 同和問題解決に向けた生活実態調査Jから見えてきた課題を明らかにされるとともに、課題解

決に向けた来年度以降の各部の取組や方向性を示されたい

（出納室）
出納室では、平成26年度に実施された職員意識調査において、 「 同和問題をはじめとする人権問
題解決は行政の責任で、はなしリと考えている職員が予想以上に多かったという結果を踏まえ、豊か
な人権感覚を身につけるため、職員として啓発啓蒙に取り組んでいます。

人権啓発推進委員が中心となって行う職場研修で、は、子どもの人権作文を題材に議論したり、全
員でいがまち人権リーダー研修に参加してその内容を基に意見交換するなどしました。「聞くだけな
ら忘れるが見たら覚える。行ったら理解する。自分で見つけたら使うことができる。」を念頭に、各自
地区懇談会やパネル展、また市内各所で開催される研修会に積極的に参加するなど自己研鎖に
励み、「部落差別の解消の推進に関する法律j に彊われているように、今もなお部落差別が存在す
る社会の中で、人権リーダーとして実践に移す取り組みを継続していきます。

（監査事務局）
昨年12月lこ「部落差別の解消の推進に関する法律Jが施行され1年が経過しました。この法律は、

部落差別が現存していることを踏まえ、国や地方公共団体の責務が明らかにされているとともに、部
落差別のない社会を実現するためのものとなっています。

特に地方公共団体には、「地域の実情に応じた施策の構築j 、 「部落差別に関する相談体制の
充実J、 「部落差別を解消するための必要な教育と啓発j などの役割が明記されており、伊賀市にお
いても法の趣旨に沿った取組みを実施してし、かなければなりません。

議会事務局では、所属の推進委員や所属長が受講した研修を踏まえ、既に職場への還流研修
を実施し、 「部落差別の解消の推進に関する法律」の共通認識を行ったところで、すが、この法律が
出来た背景や「全国部落調査J復刻版事件などの経緯についても十分理解し差別の実情を認識し
ていくことこそが、法を理解するうえで必要不可欠なものであると考えます。
今後も職場研修の機会を捉えて、本法律が施行された背景や経緯についても共通認識が得られる
よう取り組んでいきたいと考えています。

（上野支所）
上野支所は他の支所と異なり、振興課のみの構成となっており、業務も住民自治に－関することを

中心としていますo 支所管内の住民自治協議会においては、それぞれに部落差別の解消を含め人
権に関する取り組みが行われていますが、取り組みの進んでいない協議会については事業ヒアリン
グなどの際に状況を聴き取り、人権への取り組みの重要性を認識いただく必要があると考えていま
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・課においては、職員が部落問題について理解や認識を深めるために、市全体の研修会や居住地
などで開催される地区懇談会や人権集会に自主的に参加しています。
－所管する各地区市民センターの職員については、各自治協議会単位での草の根等人権の取り組
みに関わっているところですが、住民にとって最寄機関の行政職員としてどのような認識で、取り組ん
でいくかについても研修を行ってし、く必要があると考えています。

（伊賀支所）
部落差別解消法は、部落差別の解決を初めて法律で明記したものであると同時に時限のない

「恒久法Jです。全文わずか6条ですが、部落差別は許されないという認識の下にこれを解消するこ
とが重要課題であるとして、「国民一人ひとりの理解を深める（努め）を基本理念に国及び地方公共
団体の責務Jについて定めていることに意義がありますo

立法の背景には、特別措置法失効以降、15年近い法的空白期聞があり各自治体においても取
り組みが弱まり部落差別の現実に対して関心の低下や認識不足が広がっていること、電子版「部落
地名総鑑」をはじめとして、インターネット上での差別的な言説や差別を助長 ・ 誘発する情報等の拡
散があります。市職員は、本法が規定している「国及び他の公共団体とも連携しつつ地域の実情に
応じた施策を実施する、どのような差別があるかの実態調査、これを踏まえた相談体制の充実と教
育・啓発の推進Jを具体化し、その取り組みを行政分野や職場、地域において中心的役割を担い進
めていかなければなりません。

伊賀支所では、上記を踏まえ職員一人ひとりが本法の趣旨や内容を理解し資質を高めることを
目的に、課内会議の場を活用し学習しました。また、月1回開催している人権啓発推進担当者会議
（管内各部署担当者で構成）でも研修の機会を設けるなど、職員の共通認識と意識向上に努めて
います。

いがまち同研研究大会の分散会においては、担当職員自らがあらゆる角度から部落問題の教材
を創作し講師を務めました。自己研鎖としても成果があり今後も取り入れていきたいと思っています。
そして、これを機会に地区別懇談会等の研修会に各職員が積極的且つ主体的に関わってし、くこと
を促進します。

地域住民への啓発としては、先ずこの法律が出来たことを多くの人に知ってもらうことが大事で、あ
ると考えます。人権啓発地区別懇談会は、区民にとって身近で、ある故の効果があることから、区長
及び推進委員が会する代表者会議や年3回のリーダー研修では、本法の趣旨説明と併せ懇談会を
通じて周知・啓発していただくことを依頼し広く伝わるよう取り計らいました。
しかし、施行から1年が経過してし＼るにもかかわらず十分に浸透していないとの指摘があります。この
ことをしっかりと受け止め、これまで以上に関係機関や団体とも連携し、あらゆる機会を通して繰り返
し周知啓発することで多くの市民に理解を求めるとともに、部落差別のない社会実現を目指す仲間
を広げていきたいと考えています。

（島ヶ原支所）
部落差別が現存することを認めたうえで部落差別解消推進法が施行に到り、法には地方自治体

の責務が明記されている。これまで、も、部落差別は現存しているとの認識で、啓発に当たってきたと
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ころであるが、法施行に伴い、自治体の責務が明確になり、地域に密着した行政の窓口である支所
としての責務の重さを再認識している。まずは職員が法の趣旨を理解することを目的とし、法の解説
を取り上げた講演会への全員参加、及び、地域の8地区で、開催された人権地区懇談会においても
人権政策 ・ 男女共同参画課長による住民への啓発の場においても研修を受け理解を深めた。

今後においても人権講演会、地区懇談会を通じ、部落差別が今なお現存することを踏まえた啓
発により、部落差別の解決に向けての取り組みを推進します。

（阿山支所）
2016年12月 16 日に 「部落差別の解消の推進に関する法律」が施行され 1 年が経過しました。

この法律では、現在もなお部落差別が存在することが明らかにされ、情報化の進展により部落差別
の状況に変化が生じているなかで、部落差別の解消に向けた取組を推進し、その解消のための施
策として、国及び地方公共団体の相談体制の充実や教育啓発の推進に努めることが明らかにされ
ています。

この法律の制定には、1965年の同和対策審議会答申こより 1969年に同和対策特別措置法
が制定されるなど、その経過と成果、また課題についても行政職員とιてしっかりと認識をすることが
必要であると考えています。

岡山支所では伊賀市職員同和問題啓発推進委員会阿山地域部会（阿山支所 ・ 阿山管内保育
所 ・ 阿山管内小中学校 ・ 岡山公民館 ・ 阿山給食センター・ 消防岡山分署で構成）において、阿山同
研や阿山公民館が主催する各種学習講座への参加や各職場における人権研修の充実を図るとと
もに、岡山支所ロビーに人権 ・ 同和パネル展を常設し阿山地域部会に限らず、建設部職員、産業振
興部職員を対象として、部落差別を始めとするあらゆる差別の解消に向けた情報の発信を行ってい
ます。また、今後はパネル展示において、「部落差別解消推進法j、「障害者差別解消推進法J、
「へイトスピーチ解消法」を常設し更に職員の人権意識の向上に努めてまいります。

また、市民啓発においては管内の住民自治協議会 ・自治会等を対象として伊賀市が主催する各
種人権イベントや人権パネル展示、地区別懇談会における参画学習などのあらゆる機会をとおして
本法律の趣旨説明をおこなうなど人権同和教育を推進するとともに、岡山同研主催による全国 ・ 三
重県の各種研究大会参加や視察研修の参加により、現存する差別事例などの学習により啓発を進
めてまいりたいと考えています。

－

4

R

（大山田支所）
「部落差別の解消の推進！ご関する法律Jは、「現在もなお部落差別が存在するJと明記し、「部落差
別は許されないものJであるとの認識の下にこれを解消するため、地域の実情に応じた施策を講ずる
よう努めることを地方公共団体の責務として定めるとともに、地方公共団体は相談体制の充実、必
要な教育及び啓発を行うよう努めることとしています。

大山田支所におきましては、支所管内の所属長による支所調整会議（支所管内の市民センター
長を含む）、大山田同和教育推進事務局会（支所、公民館、ライトピア、教育委員会、保、小、中、
活動団体）、人権・同和対策推進委員会（支所、公民館、ライトピア、給食センター、保育所、市民
センター代表）を開催し、差別事象・事件にかかる情報の共有を行うとともに課題解決に向けた取り
組み等を話し合っています。
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支所の管理職等による人権啓発に関する会議の中で、地区別懇談会で行なう啓発のあり方につ
いて協議し、人権担当課作成の啓発パンフレットの使用も調整の上、 10月～11月に大山田地域
全25地区で開催した人権啓発地区別懇談会において、共通の啓発事項として 「学校現場での差
別事象の現状」を報告するとともに、 「部落差別の解消の推進に関する法律Jの概要を説明し、地域
や家庭における人権課題解消への取組と協力についての理解を求めました。

また、支所職員により企業・事業所訪問人権啓発事業を実施して、企業における人権課題解消
や人権意識高揚のための取組を進める事への協力についての理解も求めました。
（支所調整会議）

毎週金曜日開催、支所管内各所属長9名
（職員対象）

大山田支所管内の各所属から1 名の人権・同和対策推進委員（振興課、住民福祉課、公民館、
給食センター、保育園、市民センター代表）を選出し、振興課人権担当、ライトピアおおやまだの職
員とで、原則として毎月1回、研修会を開催しています。

人権・同和対策推進委員会の事項書の余白には毎回、『毎月1 1 日は「人権を確かめ合う日J
(1965年8月 11日に同和対策審議会答申が出されたことを記念して制定）』を表示し「人権を確
かめ合う日」の認識について確認を行っています。

人権・同和対策推進委員は、推進委員会で研修するとともに、所属聞の情報共有を行っていま
す。
（市民対象）

大山田地区住民自治協議会連絡会（区長会）の事項書の余白に毎回『毎月 1 1 日は「人権を確
かめ合う日J(1965年8月 11日に同和対策審議会答申が出されたことを記念して制定）』を表示し
て啓発しています。

啓発物品としてのボールペンに『毎月11日は「人権を確かめ合う日J』を文字入れし、大山田地区
全25地区で開催する人権啓発地区別懇談会や、おおやまだ人権フェスティバJレの参加者に配布
し啓発を行っています。

（青山支所）
青山支所は青山同和教育推進協議会と連携し人権地区別懇談会に取組んでいます。

本年度から3年聞は、最近、伊賀市内の小中学校において障がいのある人を傷つける言葉で、ある
ことを理解せずに使ってしまう事象が多発している現状に鑑み、その原因の一つである地域や家庭
への啓発を進めるための内容で、人権地区別懇談会を実施します。 その人権地区別懇談会の事
前研修として平成28年中に施行された障害者差別解消法、ヘイトスピーチ対策法、部落差別解消
法について学習しました。

今後も、支所内各課の人権研修等でも部落差別解消法について学習し、この三法に共通する、
差別される人ではなく、差別の根本である社会に受けての法律であることなどを理解し、伊賀市職
員として地域住民一人ひとりに説明できるよう取組みます。
なお、本年度からはじまる人権地区別懇談会においても、参加者に対し、部落差別解消法の説明
や現在伊賀市が取組んで、いる人権施策について説明を行っていますo
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（農業委員会）
「部落差別の解消の推進に関する法律jが施行され1年が経過しました。

当事務局では、法律をより深く理解し市民に説明できるよう、部落差別解消に取り組む団体メンバ
ーとの交流・研修会の実施、他課と連携した学習会の開催などを2回開催しました。
2.「同和問題解決に向けた生活実態調査Jから見えてきた課題を明らかにされるとともに、課題解

決に向けた来年度以降の各部の取組や方向性を示されたい。
（財務部）

今回の調査では、生活実態の上で、の問題の申に一 定の改善が見えたものもあることがわかった
一 方、若者（特に高学歴層）の転出の増加による経済力の低下、収入格差の増大、インターネット
上での差別事件の増加など、新たな問題が見えてきています。 従来からの問題に加え新たな問
題を解決するためにも、担当課・各隣保館・市民館・児童館・教育集会所等と解放同盟、地域が一

体となった取り組みが不可欠で、すo 財務部としては、予算配分や公共施設の維持に十分な配慮を
して行きたいと考えています。

（農業委員会）
「同和問題の解決に向けた実態調査」から見えてきた実態では、「70歳以上」が3割！こ達する状況
があり、この高齢化現象は、労働力の減少も同時に意味すると考えます。農業委員会では特に農村
における農地の維持や有効利用のため新規参入のハードJレを下げようと最低経営面積を10aに引
き下げました。また、伊賀流空き家バンク制度を利用した移住者の対する特例として、農地を1ばか
ら取得できる特例措置を設けました。

（島ケ原支所）
本年3月に実施した「同和問題の解決に向けた実態調査Jから見えてきた実態 ・ 課題としては少

子高齢化と地区の担い手である現役世代が地区から転出している現状があります。地区の活性化
をすすめる人がいないことで地区全体がさびれ、生活が苦しい高齢者が増えていることで福祉の対
象となっている人が増加し、また結婚差別問題が結果として独身者を増やして少子化を招いていま
す。

また、数少ない子どもたちの家庭も貧困家庭であることが多く、低学力傾向を生み出し、そうした
貧困から抜け出せずに貧困の世代間連鎖が生じています。

これらの課題を解決するため、部落差別解消と人権啓発推進活動だけでなく、：結婚差別を助長
する身元調査と貧困化を招く就職差別を撲滅する啓発も併せて行ってし、く取組を実施します。

また貧固化する高齢者と子どもたちの問題解決には担当課と地域が 一体となった取り組みが不
可欠であり、高齢者福祉や子育で支援をはじめとした各種支援制度の情報提供が重要ととらえ、実
践していきます。

（阿山支所）
2017年3月に実施された、生活実態調査では、5年前の調査より少子高齢化が進んでおり、市

全体の数値よりも厳しい1犬況となっていますo 生産年齢の雇用形態においても常勤雇用が45%と
なるなど世帯の経済力が危倶されます。
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そのような中で、被差別体験がある、無回答の数値を合わせて23.5%と、前回調査の27.8%と
大きく状況が変わりません。その、差別を受けた場所が日常生活での場面が最も多く、市内の職場
と合わせて68. 3%と身近な地域での事象が多く見受けられます。

差別事象は、いつ、どのような場所で起こりうるかわかりません。市内で、の差別事象をしっかり認識
して、 「被差別部落がない校区J、 「被差別部落がない地域Jでの部落問題解消lこ向けた啓発が必
要であり、当支所管内においても部落問題についての教育啓発を進めてまいりたいと考えています。

【個別要求】

【健康福祉部】

1. 保育園所に通う園児が集団生活になじめない等のさまざまな課題が増えているなかで、より
質の高い解放保育が実践されるよう臨時を含む保育士の処遇を改善されたい。

（保育幼稚園課）
より質の高い解放保育を実践していく必要性は、感じております。保育の質を向上させることや集

団生活になじみにくい子ども等、さまざまな子どもに対して決め細やかな対応ができるよう、保育所
の再編や、再任用職員を含む正規職員の採用を進めています。

保育士の処遇改善については、私立保育所は、国の処遇改善に伴う賃金の改善を実施していま
す。公立保育所は、市の臨時職員の賃金が改定されたため臨時保育土の賃金もわずかではありま
すが約2%の上昇となったところで、す。しかし、子ども ・ 子育て支援新制度が施行されてから慢性的
な保育士不足となっているため、伊賀市の保育所においても一時預かり事業の保育士など不足し
ていることは現実です。処遇改善に向けて近隣の市町の状況も確認しながら、部内、庁内で協議を
行っているところですo

2. 以前から要望している解放（人権）保育推進計画（仮称）を策定されたい。
（保育幼稚園課）

解放保育に関する具体的な計画については、伊賀市解放保育基本方針に基づ
、
き、それぞれの
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保育所（園）で策定していますが、単年度計画となっています。内容は、めざす子ども像、職員像、
事業取組計画などを記載したものとなってい

．
ますが、各保育所（園）における違いや、特色がありま

す。今後、中長期計画の策定に向けて先進市町村への視察を実施する予定です。
また、市においては、公立 ・ 私立すべての所（園）で構成する「伊賀市解放保育研究会」！こより、

人権保育の重要な柱として解放保育を位置付け、部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に
向けた保育の研究、協議及び実践を行っていますo 研究会においても年間の事業計画を作成し、
「研究会及び研修会の開催J「広報活動」「その他必要な事業Jを実施しています。本年度も全体
会・講演会として、保育所（園）職員、保護者、関係職員が参加し、三輪真裕美さんを講師にお迎
えし「気づいていますか？子どものサイン ～今、わたしたちにできるニと～j という演題で実施しました。

その他、 「みんなで語ろう会j 推進交流会、保護者交流会も実施しています。保育幼稚園課は、研
究会の事務局を担うとともに講演会開催経費などを支出しています。

( 3.隣保館や児童館で行われる学習支援や生活困窮者支援の活動を支援し、課題解決に向け連
携されたい。

（生活支援課）
生活困窮者自立支援制度では、対象となる方の早期発見 ・ 早期対応が重要であることから、地

域住民交流の拠点として身近な相談場所である各隣保館を自立相談支援担当者が訪問して、生
活相談員や館職員と面談を行し＼情報を共有しています。

また、隣保館から提供された地域の生活困窮者に関する情報や相談をもとに、生活困窮者に必
要な施策や事業の利用につなげるとともに、効果的に支援が提供で、きるよう連携していきますo

4.隣保館が果たしてきた意義を市内の生活困窮者支援へ拡充されたい。
（生活支援課）

隣保館はかねてより「人権と福祉の拠点施設」として、生活困窮者自立支援制度の対象となる方
の早期発見、早期対応を充実させるため尽力いただいています。

今後も隣保館を訪問させていただき、地域の状況や支援が必要な方、また必要と思われる方な
どの情報共有に努め、連携を密にし、支援を行います。

また、生活困窮者自立支援制度について、市民や関係機関への周知啓発も継続的に実施して
いきます。

5. 今年度も児童生徒による障がい者差別が多発しているなかで、解決に向けた取組を明らか
にされたい。

・市職員、関係団体、市民に対する取り組み（障がい福祉課）
平成 28 年4月に障害者差別解消法が施行され、市では周年6月に「障害を理由とする差別の

解消に関する法律に基づく職員の対応に関する要領J（職員対応要領）を作成し、市職員を対象と
した障がい福祉研修会を開催しています。

また、市民への啓発事業として、ひゆーまんフエスタや街頭啓発、企業及び事業所への訪問啓発
や雇用に関する研修会の開催などを実施しています。
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差別事象については、健康福祉部内あるいは課内で共有して、差別発言が子どもたちを取り巻く
大人社会やインターネットなどからの情報によるもので、あることの共通認識を持って、教育委員会と
む情報交換を行っているところです。

学校では、障がいのある人や障がい福祉サービス事業所職員を招いて研修会を実施しており、
今後も教育委員会・学校、また障がい者団体等と共に障がいのある人への理解や差別解消に向け
て取り組んでいきます。

・保育所（園）での取り組み（保育幼稚園課）
本年8月に市内の保育園で、障がい者に対する差別事象が発生しました。

差別発言が発生した背景には、家庭内で、使っている言葉が一 因で、あると思われます。
発生後は、担当部署へ報告するとともに、緊急の保育所（園）長会議を開催して情報共有を行い

ました。また、それをうけて各保育所（園）において周知徹底し保育につなげています。保護者への
周知については、啓発文書を作成しました。啓発文書は、配布だけでなく、保護者が集う機会を捉
えて保育所（園）と保護者がともに考える機会を持つよう指示をしております。引き続き保護者が集う
機会やお便りを通して保育所（園）と保護者がともに考える機会を持つようにしていきます。

・放課後児童クラブでの取り組みにども未来課）
市内19箇所の各放課後児童クラブでは、昨年度より、全支援員を対象とした人権研修を実施し

ています。本年度は、7月11日（火）、人権生活環境部大橋部長により『「子どもの発達から見える
社会（人権）教育の大切さJ ～言葉と人権について、大人社会の責任を考える～』と題し、研修会を
実施しました。支援員73名が参加する中で研鏡を積み、子どもにかかわる様々な人権課題に適切
に対応できるよう、今後も継続して、支援員研修を開催していきます。

，・子育て支援センターでの取り組みにども未来課）
子育て支援センター職員については、人事課主催の伊賀市職員同和研修のほか、地域や学校

等で開催される各人権講演会等に参加しています。

・こども発達支援センターでの取り組み（こども未来課）
子どもの発達を関係機関と連携して支援を行うため、市役所に設置している、こども発達支援セ

ンターでは、保育所（園）、幼稚園、学校などの集団生活の場面で、明らかになった社会性の発達な
どの課題について、保育士や教員等に対して、発達課題を正しく理解し、その子どもの発達特性に
適した対応や支援方法の助言等を行うとともに、研修を実施しています。

6. 子ども等の貧困対策の一環として実施されている子ども食堂の発足や支援に関する助成制
度をつくられたい。

にども未来課）
子どもの居場所づくりとして、子ども食堂は重要であり、子どもが集う場が相談や支援に繋がる場

であると考えています。
住民自治協議会単位で設置が進んで、いる地域福祉ネットワーク会議等の中で、子どもの居場所
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づくりを課題として考えている地域に対しては、他地域での取り組み等を紹介するなど、設置に向け
た支援を行っていきたいと考えています。現在、社会福祉協議会に設置している地域福祉コーデ

、

イ
ネーターが当該会議に出席し情報を得ていますので、社会福祉協議会と連携しながら、地域やNP
Oなどに対する取り組みを支援していきたいと考えています。合わせて、各地域での子どもが集う場
については、市地域支援担当部署と協議を行います。

なお、子ども食堂の発足や支援にかかる助成については、一般社団法人等が実施する民間の助

成事業があることからよ現在のところ、市での助成制度は考えておりません。民間の助成制度の内
容については、お問い合わせいただきましたら紹介させていただきますので、活用いただきたいと思
います。

現在、市の家庭児童相談員や他専問の相談員が相談を受ける中で、子どもたちが十分に食事を
とれていない、あるいは、各家庭において経済的に困窮しているなどの課題があるときは、必要に応
じて関係機関と連携しながら、その家庭の保護者と一緒に改善方法を検討しながら取り組むなど、
個別での対応を行っています。引き続き、相談体制の充実に努めていきます。

【産業振興部】

1 . 差別解消を目的とした法律が3つ施行されたことを受け、市内の事業所に対し差別を発生
．させないよう取り組まれたい。

（商工労働課）
差別解消を目的とし、施行された3つの法律
－障害者差別解消法（平成 28 年 4月 1 日施行）
－本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律
（へイトスピーチ解消のための法律）（平成 28 年 6月3日施行）

－部落差別の解消の推進に関する法律（平成 28年 12月6日交付・施行）

市内事業所に対して、平成 26 年度より全庁体制で「企業 ・ 事業所訪問人権啓発事業Jを差別を
なくす強調月間（11月11日～12月10日）に合わせて実施させていたた

、

いております。
今年度の企業訪問に際しまして、昨年施行されました3つの差別解消を目的とした法律につきまし
て、チラシにて啓発・周知をはかつております。
企業訪問数としては、211 社を訪問し、伊賀市人権学習企業等連絡会会員企業には、別途同様
のチラシにて周知させていただいております。

また、1 1月29日に開催させていただきました伊賀市人権学習企業等連絡会総会においても、周
知させていただきました。

今後、伊賀市人権学習企業等連絡会会員企業に対しまして、再周知を含めた、現状の認識状
況について、アンケートを実施させていただき、これからの研修につなげていきたいと考えておりま
す。
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（農村振興課）

当課の委託事業等を受注する事業所に対しては、社内でのCSRへの取組みゃ、市等が開催する
研修会等への参加を促している。

【建設部】

, . 市内の宅建業者に向けた人権問題の実態調査の結果を明らかにされるとともに、課題解決
に向けた取組を示されたい。

（都市計画課）
三重県宅地建物取引業協会伊賀支部に協力を依頼し、同支部全会員である35事業者に対し

て無記名アンケート方式による「宅地建物取引にかかる人権に関する調査票Jを本年9月に郵送し
ました。

回答期限前及び回答期限後も同協会伊賀支部への協力依頼を行い、現在のところ 22業者から
回答を得ていますが、全35事業者から回答を得られるよう引き続き同協会伊賀支部へ協力依頼
を行っていますo

現在、公益財団法人反差別・人権問題研究所みえに報告書作成業務を委託し、事業者から提
出いただいた回答書の集計、分析及び報告書を作成しているところです。

今後につきましては、同協会伊賀支部に対して人権に関する研修会を開催し、代表者だけではな
く多数の従業員の参加を募り、今回の調査結果や人権問題の認識の共有を図るとともに課題解決
に向けた取組みを進めていきます。さらに、合理的理由のない入居拒否等があった場合の報告体
制を築き、宅建業者に周知し理解を求めるとともに、ホームページ等で市民に周知してまいります。

, . 隣保館をはじめ、各支所の人権担当職員について、人権意識の高い職員を配置されるよう
配慮されたい。

（人事課）
同和問題の解決は国及び地方公共団体の責務であると同時に国民的課題であり、すべての行

政職員は、同和問題解決の責務を有していることを自覚して、問題解決に取り組んでいかなければ
ならないと考えています。

平成26年度に実施した「人権・同和問題に関する伊賀市職員意識・実態調査Jの分析結果より、
職員の人権問題に関する意識や知識等に役職閉または職種聞に格差が存在していることが明らか
になりました。このことから、平成27年度に伊賀市職員人権・同和問題研修方針を策定し、役職別
または在職年数別にステップアップしてし、く連続 』性のある体系的・計画的な研修を実施しており、職
員聞の人権問題に関する意識や知識等の格差を解消し、全ての職員が高い人権意識を持つで同
和問題をはじめあらゆる差別の解決に主体的かつ積極的に取り組んでいけるよう人材を育成してい
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ます。
また、人権部門の職務に携わることで、その職員が人権・同和問題について、理解や知識を深め

ることも重要であると考えています。
職員配置については、担当部長及び各支所長と人事ヒアリングを行うなどして適正配置に努めてい
るところです。

2. 人権問題地区懇談会における職員の関わりについて、どのような状況にあるのか明らかにさ
れたい。

（人事課）
伊賀市職員同和問題啓発推進員会において、全職員に年lこ2回以上人．権問題地区別懇談会

等人権啓発事業に参加するよう促しています。この取組みでは、地元（居住地）で開催される地区
別懇談会への参加を基本としておりますが、地区によっては地区別懇談会が開催されていないとこ
ろもあることから、地区別懇談会に参加できない職員には、参加型研修会を中心に他の研修会・講
演会等への参加を促進しているところです。

地区別懇談会に参加した職員の関わり（役割等）については、現在ょ把握はできておりませんが、
それぞれの居住地などの地区別懇談会で、司会やファシリテータ一役など関わりを持って参加して
いる職員もいると聞いております。

伊賀市職員人権・同和問題研修方針では、同和問題をはじめとするあらゆる差別の撤廃に向け
啓発していく「身近な市民の指導者jの役割を担える職員の養成を研修の基本方針としており、職
員が地区別懇談会等で中心的な役割を担ってし、くことが重要と考えています。

今後は、職員が人権問題地区別懇談会等にどのように関わっているかを把握し、職員が積極的
かつ主体的に人権啓発事業に関わるよう取組みを進めてまし、ります。

【企画振興部】

1 . 自治基本条例の改訂において、部落差別解消の取組がどのように位置づけられているのか
明らかにされたい。

（総合政策課）
－伊賀市自治基本条例の改正については、庁内に検討会議を設置するとともに、本年10月には伊
賀市総合計画審議会に諮問し、検討に入りました。

伊賀市自治基本条例は、市町村合併前に策定され、新市の発展や政策等の方向性を示した
「新市建設計画」に定められた自治のしくみを担保したものですが、この新市建設計画が平成31年
度で計画期間が終了することから、計画終了に併せた条例全体の見直しが必要となります。まず、
来年2 月を目途に改正方針を定めた後、逐条について見直し検討を進めるとともに、総合計画審議
会や市民の皆様、住民自治協議会、市議会等からの意見をお聴きしつつ改正案を作成し、平成3

2年4月1 日には改正条例を施行したいと考えています。
なお、改正にあたっては、前回改正時から引き継いでいます「人権文化構築に向けた考え方j 「部
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落問題解決の取組J等について反映させるため、現在策定中の改正方針の見直しポイントの第1と
して 「基本的人権の視点」を掲げています。規定する箇所や文言等については、今後具体的に検討
してまいります。

2. 前回に引き続き、健康福祉部や教育委員会等と連携し、各市民センターにおいて生活困
窮者の自立支援などの貧困対策・居場所づくりに取り組まれたい。

（地域づくり推進課）
地域住民の連携意識を高め、健康で文化的な近隣社会の建設とその発展に寄与するため、地

区市民センターを設置しています。地区市民センターは市の機関として証明書取り次ぎ業務などの
行政事務を行うとともに、健康福祉部や教育委員会をはじめとする市各部局の施策等について、地
区市民センターを通じ各住民自治協議会ヘ情報提供を行っています。

こうした情報共有の中で、住民自治協議会等が地域課題として、子どもの貧困対策等の解決に
向けた活動を行うものであれば、地区市民センターを活動拠点としていただくことは可能と考えており、
現在も地域ぐるみで助け合い、支え合いを行うため、「地域の人が集える場」「地域課題の解決に向
けた活動の場」として、地区市民センターを拠点に活動されています。例えば、地区市民センターを
放課後子ども教室として利用している地域もあります。

ただ、こうした地域毎に異なる課題の解決に向けた事業については、自治協や地域活動団体な
どが主体となって取り組んでいただくことが望ましく、行政は活動支援の立場が原則となります。

地域の貧困対策・居場所づくりとして、住民自治協議会が「子ども食堂」の発足 ・ 運営等を行う場
合については、地域まちづくり計画に事業掲載し、計画的に行うものであれば、「地域包括交付金」
を活用いただくことも可能です。

その他の支援制度としまして、 「地域活動支援事業補助金Jも、住民自治協議会や市民活動団
体などが、地域において事業に取り組む場合に活用わたた

、
くことがで、きますo

いずれも各支所で相談をお受けしていますので、不明な点があればお問い合わせください。なお、
地域活動支援事業の概要については、以下のとおりです。

（参考：地域活動支援事業について）
－地域活動支援事業は、伊賀市の将来像である「ひとが輝く 地域が輝く伊賀市」実現のため、市
民の自主的なまちづくり活動を支援し、個性的で、魅力あふれる地域づ

、
くりに資する事業を市民団体．

等が公募提案し、審査会において予算の範囲内で上位の団体に対し、市がその経費の一部を補助
する制度です。
－目的別！こ3つのコースがあり、最長3年まで申請ができます。

①基礎支援
・新たな団体を立ち上げる際の必要経費及び団体が新たに実施する事業で、将来の自立した事業
につながる持続可能』性や自立性があり、団体の基盤確立が見込める補助事業。
－市長がテーマ（H29年度はコミュニティビジネス）として定めた、全ての地域において取組むことが
可能な住民自治活動に対し、将来の自立した事業につながる持続可能性及び自立性が見込まれ
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る具体的な計画や運営を企画する九団体の基礎強化のための補助事業。
（補助率： 8/10、補助限度額： 50 万円以内）

②課題発見支援
・団体が自らのこれまでの事業を振り返り、専門家からアドバイス等を受け、団体や地域が抱える課
題を発見し、その解決を図る補助事業。

（補助率： 8ハ 0、補助限度額： 50 万円以内）

③協働促進事業
－市長が一定の目的を定めたテーマ（H29年度は、観光戦略課の地域の特性を活かした着地型観
光メニュー促進事業（インバウンド強化合む））に対して、具体的な計画や運営を企画し、団体と市
が協働して行うことで著しい効果が期待できる補助事業。

－他の団体と協働で事業を実施する補助事業。
行政との協働（補助率 10/10、補助限度額： 70 万円以内）
様々な団体との協働（補助率 8/10、補助限度額： 50 万円以内）

＜補助金交付対象となる事業実施団体（①～③共通）＞
1 住民自治協議会
2市民公益活動を行う団体で次の各項目に該当するもの

(1）市内に在住文は在勤する 5 人以上の者で構成されていること。
(2）活動拠点が市内にあること又は、その活動が主に市内で行われていること。
(3）定款、規則又は会則等を有していること。
(4）年聞を通して活動し、事業に係る収入が明らかであること。
(5）政治活動、宗教活動文は公益を害する活動を目的としていないこと。
(6）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律文は構成員の統制化にある団体でないこ

と
(7）自治会や区でないこと。

【財務部】

1. 「部落差別の解消の推進に関する法律Jの目的がいち早く達成されるための事業が展開される
ょう、適切な予算措置をされたい。

（財政課）
市の財政状況は、合併算定替による交付税の減少期を迎えていることなどにより縮減傾向にある

ことは申し上げてきておりますが、部への枠配分を行うことなどで創意工夫をしながら事業実施をし
ているところで、す。

部落差別の解消に向けた事業展開のための予算措置の考え方としては、憲法で保障された基本
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的人権を侵害する重大な問題に対応する事業展開のための予算は一定確保し、伊賀市同和施策
推進計画に基づく事業を実施していくため、人権担当を中心とした関係部署と連携していきます。

平成30年度についてもこれまでと同様に枠配分の考え方としており、政策判断による優先順位
を予算ヘ反映させることがより重要になってくると考えています。

相談や教育・啓発を担う隣保館などの施設は、相談拠点や地域のコミュニティセンターとしての
役割を果たせるよう維持管理経費等の確保に努めます。

34 
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伊賀市長 岡本栄 様

伊市協第282号
2016年11月 16 日

fア；�：·n安全予
部落解放同盟伊賀市協議会：寸

、

:1 
議長 桜繍実f\f· J 

��
－

·：／t：：：哲＜ ＂i:�： 円；. :1 

U二f\!tてふt；ふとニイ

2 0 1 6 年度部落解放・人権行政の確立に向けた伊賀市行政交渉について（依頼）

向寒の候、貴台におかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。
平素は、部落問題の解決に向けた同和行政の推進に心より敬意を表します。
さて、・みだしのことにつきまして、公私何かとお忙しいこととは存じますが、各部長・

課長級職員のご出席をお願いいたします。
なお、 要求書につきましては、後日送らせていただきますが、昨年度要求事項の進捗状

況について事前にご確認いただき、ご回答のほどよろしくお願いいたします。
また、市長・教育長交渉につきましては、後日改めて日程調整させていただきたく重ね

てよろしくお願いいたします。

き司
ロI..,

2 0 1 6 年12·月 1 5 日（木） 1 8 : 3.0～ 

2 0 1 6 年12月 16 日（金） 1 8 : 3 0～

2 0 1 6 年12月 1 7 日（土） 工 0 : 0 0～ 

13:00 ～ 

1 5 : 0 0～ 

人権生活環境部
教育委員会
健康福祉部、上野総合病院、各支所
産業振興部、建設部、水道部

・／総合危機管縛線、総務部、
／

企画振興部 、 財務断、消防本部、
出納歎議室主事務濁、
監査委員事第局
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201 6年度部落解放・人権行政の

確立に向けた伊賀市行政交渉

要求書

部落解放同盟伊賀市協議会



日 程

2 0 1 6年 1 2月1 5日（木）
＇

18:30～

人権生活環境部

2 0 1 6年1 2月1 6日（金） 1 8 : 3 0～ 

伊賀市教育委員会

2 0 1 6年1 2月1 7日（土） 1 0 : 0 0～

健康福祉部、 上野総合市民病院、

各支所

1 3 :. 0 0 ～

産業振興部、 建設部、 水道部

1 5 : 0 0 ～

総務部ょ企画振興部、 財務部、

消防本部、出納室、市議会事務局、

監査委員事務局、 総合危機管理課

場所： 寺田市民館 ホ ー ル

2 



． 

、，

【基本要求】

1. 今年は「地域改善対策協議会意見具申」が出されて20年目を迎えたなかで、 意

見具申に対する見解を明らかにされたい。

2. 部落問題の解決に向けた取組のなかで、 各部にお，ける部落問題の課題を明確にさ

れたい。

3. 市内児童生徒による障がい者差別につながる差別発言が多発しているなかで、 各

部における取組を明らかにされたい。

3 



【人権生活環境部】

1 . 本人通知制度に関して、 非登録型で全市民を通知対象とした制度や、 家族欄を設

け世帯員すべてを登録できる制度を導入している自治体があるなかで、こうした

先進事例を取り入れられたい。

2. 同和問題解決に向けた生活実態調査の進捗状況と調査後の取組の方向性を明らか

にされたい。

3. 第2次伊賀市人権施策基本計画の終了がせまるなか、 2 0 1 7年度以降の計画の

在り方の方向性を明らかにされたい。

4. 倒壊寸前の空き家についての対策を早急に検討されたい。

4 
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【教育委員会】

1 . 子どもたちによる差別発言が未だ発生し続けるなか、 教育委員会の見解と取組を
明らかにされたい。 また、 市民に対してどのように発信しているのか明らかにさ
れたい。

2.生活困窮者の自立支援や貧困の世代聞連鎖断絶のために教育集会所が今後果たす
ベき役割をどのように考えているのか明らかにされたい

3.市内で、経済的理由や保護者の就労や心身の状態などを理由に学習塾に通えないす
べての子どもたちに対する学習支援を健康福祉部等と連携し展開されたい。

4. 障害者差別解消法が施行されたことを受け、 インクルー シブ教育をどのように展
関されているのか明らかにされたい。

5.公民館において生活に困窮している子どもたちを支援するための取組を実施され
たい。

6. 県立高校における特別支援が必要な生徒の受け入れについて、 特別支援体制の整
備、 充実強化を県教育委員会に強く申し入れられたい。

7. 県内高校の生徒による部落差別事件が発生したなかで、 市町教育委員会と連携し
た取組ができるよう、 県教育員会に強く申し入れされたい。

8. 全国高等学校統一応募用紙違反等の不適切事例について、 伊賀市教育委員会はど
のように把握しているのか明らかにされたい。

5 



【健康福祉部】

1 .子どもたちによる差別発言が未だ発生し続けるなか、健康福祉部の見解と取組を
明らかにされたい。

2.第2次伊賀市福祉計画が昨年度で終了し、伊賀市同和施策推進計画との整合性か
ら、地域福祉計画との関係のなかで、モテ

、

ル的に地域福祉活動の取組があげられ
ているが、具体的にどのような取組が実施されたのか明らかにされたい。また、
隣保館を中心に同和地区内の地域福祉に取り組まれているが、地域福祉計画にお
いて隣保館の役割をどのように位置づけられてきたのか明らかにされたい。

3.障がい者差別解消のための条例について制定に向けた進捗状況を明らかにされた

4.就学前の学力保障について、保育内容等を指導するための担当者を配置し、資質
向上に努めるための体制を整備の進捗状況を明らかにされたい。

5. 生活困窮者の自立支援や貧困の世代関連鎖断絶のために、同和地区の地域福祉・
社会福祉の拠点である隣保館が今後果たすべき役割をどのように考えているの
か明らかにされたい

6.市内で経済的理由や保護者の就労、心身の状態などを理由に学習塾に通えないす
べての子どもたちに対する学習支援を教育委員会等と連携し展開されたい。

6 
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7. 兵庫県明石市が導入している児童扶養手当の毎月支給を市で実施されたい。

8.生活困窮者への支援制度や相談窓口について、すべての市民に周知徹底されたい。

9. 保護者にとって子育ては 一 貫しているものであるが、 就学前の実践を小学校にど

のように引き継いでいるのか、また子育ての連続性！こ関する取組を明らかにされ
たい。

1 0. 医療関係・福祉施設関係における人権・同和問題研修の状況について示された

7 
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【産業振興部】

1 .生活困窮者の自立支援のためにも市内事業所における生活困窮者やひとり親家庭
への柔軟な就業体制の整備に努められたい。

2. 障害者差別解消法が施行されたことを受け、市内の事業所に対し、障がい者差別
が発生しないよう取り組まれたい。

3. 農業従事者の高齢化が進む中で担い手不足が全国的な課題となるなか、特に部落
の農業の実態は零細であり農業離れが急速に進行している。市として部落問題の
解決（農業基盤の安定）に向けた施策を構築されたい。

【建設部】

1. 障害者差別解消法が施行されたことを受け、市内宅建業者及び家主に対し、障が
い者への入居拒否が発生しないよう啓発されたい。

2. 2 0 1 2年度に実施された市内宅建業者への人権問題の実態調査を再度、実施さ
れたい。

8 
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【総務部】

1 . 前回交渉に引き続き、部落問題解決の重要な拠点である隣保館への職員配置につ
いて、 人権感覚を持ち、積極的に取り組む職員を配置されたい。

2. 人権・同和問題に関する職員研修を実施されているが、職員の人権に関するスキ
ルアップはどの程度進んだのか示されたい。 また、いがまち人権センタ ーや寺田
市民館における「人権パネル」展について、職員の人権研修等の主管課である総
務部として、 どのように位置づけているのか明らかにされたい。

【企画振興部】

1 . 「第2次伊賀市総合計画第2次再生計画Jにおける部落問題解決の方向性を明ら
かにされたい。

2. 伊賀市住民自治基本条例の改正について、 人権の視点にたった条例化に向けて、
どのように検討を進められてきたのか明らかにされたい。

3. 市内の生活困窮者に対し、健康福祉部や教育委員会等と連携し、地区市民センタ
ーを活用した自立支援や子どもの居場所づくり等に取り組まれたい。

9 



．、 . ,, -! 

【財務部】

,. 201·7年度の部落問題の解決に向けた予算措置の方向性を示されたい。

10 
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個別要求

【人権生活環境部】

1 ..本人通知制度に関して、非登録型で全市民を通知対象とした制度や、家族欄を設
け世帯員すべてを登録できる制度を導入している自治体があるなかで、こうした

．先進事例を取り入れられたい。

（住民課）
本人通知制度には、大きく分類すると〈伊賀市が運用を開始した 「事前笠録型Jと、

非登録型、いわゆる 「本人告知型J の2つの類型があります。 「本人告知型j は、不

・正請求（不正取得）の被害者ム被害事実を通知する制度で、 「被害告知型j とも言わ
れています。

平成28年·9月1日現在の全国の本人通知制度導入自治体数の調査結果（ 「 同和問題・
解決（部落解放）・人権政策確立要求申央実行委．員会Jの調査に工る）として、本人
通知制度導入自治体数628件中4 「事前登録型J －�2_0件、 「本人告知（被害告知）型 j

.309件です。
「事前登録型J と 「本人告知型j の両方を導入している市町村は、210市町村で、

全体の33出です。
「本人告知（被害告知）型Jについては、国又は地方公共団体の機関からの通知等

により、不正取得の事実が明らかになったとき、 本人にその旨を通知する制度です。

通知後は、該当者個々の対応となり、該当の戸籍謄本等の請求書の開示を希望され
る場合は、個入情報開示請求をしていただき、対象請求書の開示をすることになりま

す。個人情報の開示請求をした場合、交付申請行為が不当な目的によりなされた疑い
がある場合でも、申請書等が全部開示されない場合があります。 個人情報保護条例の．
範噂での開示となります。伊賀市個人情報保護条例には、公益上の理由（個人の権利
利益の保護を含む〉により裁量的に開示をするという規定がありません。法務局の人
権相談を案内した場合でも、相談を受けてアドバイスはされますが、その後は、やは
り個々の対応になると

－
言われています。そんな中で、本人への管知をすることにより、

不正取得されたという事実だけが通知され、詳細がわからない状態では、かえって該

2 



当者の方に不安を与えることになると思われます。
本人告知については現在のところ法的根拠が無く、要綱等も定めていません。この

ような状況から今後も、現行のf事前登録型j 本人通知制度で対応していきたいと考
えでいます。

また九家族欄を設け世帯員すべてを登録できる制度を導入している自治体などの事
例についてですが、調査の結果、京都府の一部の自治体で実施しております。内容は、

登録申込の際に、代表者と同一世帯員に限り、世帯員が希望する場合、世帯員本人が
署名することにより、代表者とその世帯員が一括に申込みができる運用です。

この制度については、．署名．した同一世帯員の意思確認ができ－ないという点がありま
す。－このような状況から、今まで、 どおり、 本人申誇で＼家族の方の分につレ、ては、家

（ 族の方の意思の確認は、委任状により確認するとした現状の取扱いで対応したいと考
－えています。

「登録型本人通知制度Jにより、住民票の写し等の交付事実について通知を希望す
る本人（事前登録者）｜こ知らせることにより、当該交付請求が不正であった場合、早
期の発見につながり、－ 個人情報の不正取得、不正利用による基本的入権の侵害の防止
や事実関係、の究明が可能となります。また、不正取得の発覚の．可能性が高まるニとか
ら、不正請求を抑制する効果が期待されます。

本人通知制度の周知につきましては、今年度も11月.15日号広報いが市、伊賀市行
政情報番組「ウィークリ ー伊賀市J 11/14～11/20、文字放送11/2t"～11/27、伊賀市ホ
ームベージに掲載し、制度の目的や利用について．周知や啓発に取り組みました。今後

更に、登録者の拡大、本人通知制度の普及を図り、不正請求防止に努めていきたいと
考えています。

2.同和問題解決に向けた生活実態調査の進捗状況と調査後の取組側方向性を明らか
にされたい。

（同和課）
．①法で実態調査の必要性が明らかにされましたが、伊賀市2ごしても今後も5年ごとに
続けていかねばならないと考えるところです。、



②調査結果は、施策ニーズを見い出し、同和施策推進計画により施策に反映させます。
来年度に調査結果の分析を行い、あわせて、第3次同和施策推進計画を策定していく

ことになります。
③調査の内容につき、7月の審議会で提示したものから、更に検討を重ねているとこ

ろ、前回の3月実施より早い時期を考えていましたが、予定より遅れており前固と 同
じく3月実施予定です。

指摘のあった
「本人通知制度j の認知度については、調査項目に入れさせていただきます。

産業振興部と健康福祉部との交渉で要求された
生活困窮と就労についての実態の把握については、．地域の人々が困っていること、

悩んでいることをについて、調査項目に反映させます。

3 ..第 2 次伊賀市λ権施策基本計画の終了がせまるなか、 2 0 1 7 年度以降の計画の
．

在り方の方向性を明らかにされたい。

（人権政策 ・ 男女共同参画課）
人権施策総合計画については、 「伊賀市人権尊重都市宣言J の理念および 「伊賀市

における部落差別をはじめとするあらゆる差別の撤廃に関する条例J第7条り規定に

基づき、人権に関する総合計画として20i7年度に策定します。
「差別撤廃条例 j は

、
すべての国民に基本的人権の享有を保障し．法のもとでの平

等を定める日本国憲法や同和対策審議会答申の精神、人権教育及び人権啓発の推進に
関する法律並びに世界人権宣言を基本理念として設置され、第5条よ第6条には、「部
落差別をはじめとするあらゆる差別をなくすため、市民等の人権意識の高揚、人権擁
護の醸成、差別を許さない世論の形成に寄与する啓発活動Jの推進が植われています。

これらのととから、人権施策総合計画は、同和問題をはじめ、子どもL ・女性、障が

い者、高齢者、外国人などに対する人権侵害や差別をなくし、一人ひとりの生命が大
切にされ、だれもが尊重される人権文化のまちづくりを進める上での行政が取り組む
べき指針であり、且つ三市民、 企業・団体等が、日々の暮らしの中でお互いの生命を
大切にし、人権を尊重し合える社会をつくるため、それぞれの役割や責務を自覚し、
主体的に行動するための指針となります。

この計画において、人権尊重の視点に基づく行政施策や市民、企業・団体等の活動
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展開を総合的、体系的かっ計画的に推進するための施策・事業を検討します。
なお、今年度実施する「同和問題生活実態調査J や 2015 r人権問題に関する市民

意識調査J結果から見えてきた課題を分析し、また、人権課題の当事者からの意見を
できる限りを取り入れつつL計画に反映していきたいと考えています。

4.倒壊寸前の空き家についての対策を －早急に検討されたい。

（市民生活課）
昨年、空き家の実態調査を行った結果「特定空家等J. .といわれる危険な空き家と想

定されるものは市内に200戸以上あることがわかりました。

（ 空き家は個人の財産であり、第一義的には所有者に管理責任があるため
、

f特定空
家等j左判定した危険な空き家，については、所有者に対し法律に基づく措置く指導、

ー勧告、命令等）を順次行っていますo しかし 、 所有者が対応せず、放置されたままで、
ご指摘のような危険なものもあります。それらを市が直接除去することはできません
が、周囲qの危険度や影響の度合いなど個々の状況を勘案し、地域の皆様とも協議し
ながら＼最終的には行政代執行も視野に入れ検討していく必要があると考えています。

\.. 
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【総務部】

.1 .前回交渉に引き続き、．部落問題解決の重要な拠点である隣保館への職員配置につ
い七、 人権感覚を持ち、 積極的に取り組む職員を配置されたい。

（人事課）
同和問題の解決は国の責務であると同時に国民的課題であり、すべての行政職員は、

同和問題解決の責務を有していることを自覚して、問題解決に取り組んでいかなけれ
ばならないと考えています。

しかし、平成� 6年度に実施した「人権 －・同和問題に関する伊賀市職員意識 ・ ．実態

調査j の分析結果より、職員の人権問題に関する意識や知識等に役職閉または職種聞
に格差が存在していることが明らかになりました。

そのため、平成27年度より、伊賀市職員人権・同和問題研修方針を策定し、役職
別または在職年数別にステップアシプしていく連続性のある体系的 ・ 計画的な研修を
実施しています。人権感覚を持ち、同和問題解決に積極的に取り組んでいくλ材を脊

成してまいりたいと考えていまず。
また、人権部門の職務に携わることで、その職員が人権・同和問題について、理解

や知識を深めることも重要であると考えていますが、隣保館は、部落問題解決の重要

な拠点であることから、職員配置については、各部長と人事ヒアリングを行うなどし
て適正配置に努めてまいりたいと考えています。

2 ..人権・同和問題に関する職員研修を実施されているが、職員の人権に関するスキ
ルアップはどの程度進んだのか示されたい。また、いがまち人権センタ ー や寺田

市民館における「人権パネルJ展について、職員の人権研修等の主管課である総
務部として、 どのように位置づけているのか明らかにされたい。

（人事課）
平成26年8月に実施したf人権・同和問題に関する伊賀市職員意識・実態調査J

の分析結果では、人権・同和問題に関する現状認識や基本的な知識は高くなったとの

結果が出ています。
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しかしながら、人権問題によっては、説明力や解決への展望、差別事象への対応力
が低いことや、忌避意識や抵抗感が高いことなどの課題が判明しました。

このことから、昨年度f人権ー同和問題研修方針Jを策定し、様々な人権問題をテ
ーマに体系的・計画的な職員研修に取り組んでいるところです。

調査実施後、新たな取組みを始めでから今年度で2年目ということで、現時点では
スキノレアップの状況について具体的な数値などをお示しすることはでき志せんが、

J啓発リ ー ダーの役割を担える職員j を目指し、引き続き取組みを進めてまいります。

f人権パネノレ展j については、人権講演会や人権研修会などと閉じ自己研鎮の一つ
のよい機会であると考えており、人権意識や知識の向上のため積極的に観覧するよう

所属長や各職場の推進委員を中心に啓発しています－：－0

／

、
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【企画振興部】

1 . 「第2次伊賀市総合計画第2次再生計画Jにおける部落問題解決の方向性を明ら
かにされたい。

（総合政策課）
「第2次伊賀市総合計画」基本構想では、3つの基本 政策の内 「人・地域づくりJ

を設定し、そのなかでは＝展開する政策の冒頭に 「 あらゆる差別を許さず、互いの人

権を尊重するまちづ〈りJを掲げています。
基本構想を受けた 「第1次再生計画」では、教育 ・ 人権分野の冒頭の 政策とじ t 「人

権意識の高揚J、 「人権擁護と救済J、 「非核平和の推進j 、 「 同和行政の推進 j 、 「人権教
育リ ー ダーの育成j の各施策に取り組んできました。

平成29年度から4年間の計画期間となり ます、 「第2次再生計画．（以下「計画案J)
を現在策定していますが 、計画案のなかでは第1次再生計画の振り返りとしてよ依然
として発生している差別事象をなくすため、社会の中で差別をなくし、互いの人権が

’

尊重されるまちづくりを進める
．
た．めよ幅広い年齢層への継続じた企業や住民自治協議

会等を通じた研修会への参加、啓発手法の見直しが必要としています。
計画案においては 九 人権問題の解消に向けて、 「人権尊重 ・ 非核平和J、 「同和問題J、

「男女共同参画Jの各施策を設定じ、 取り組むこととしています。
「 同和問題Jの施策では、基本事業に 「 同和施策推進計画の推進J、 「隣保館・児童

館・教育集会所事業」に取り組むこととしており 、市民り役割として「市民一人ひと

り は、自らの問題として、 部落差別の解消に取り組むJ、地域の役割として「地域住
民が部落差別の解消に積極的に取り．組む ように、啓発を行うJ、市の役割として 「 同
和地区の実態や施策ニ ーズを定期的な生活実態調査な－どにより把握し、必要な施策を
立案する。 残された課題を市民主共有します。 J 含掲げ、継続して部落問題の解決に
両けて取り組むこととしています。

なお、この施策で設定している成果指標怪ついては、人権生活環境部と引き続き、
適切な指標の設定に向けて、協議することとしています。

2.伊賀市住民自治基本条例の改正について、 人権の視点にたった条例化に向けて、
どのように検討を進められてきたのか明らかにされたいo ·
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（総合政策課）
伊賀市自治基本条例第58条では、「改正後4年を目途に社会情勢、経済情勢に応じ

て施行状況を勘案じ、検討の上、その結果に基づいて必要な措置を講じるものとす
る。Jと規定し、昨年6月で前回の改正後4年（平成24年7月改正）を経過したこと
から、条例の見直し検討について昨年10月に全庁的に取り組むことを決定しました。－

まずは市としての改正原案を作成するため、伊賀市庁議設置及び運営規程に基づぐ

「検討部会（部会長：参与、副部会長i企画振興部長、総務部長、財務部長、人権生
活環境部長、各支所長）Jを設置し、自治基本条例各章での主な担当課を選定後、見
直し検討が必要な箇所等について、庁内関係課へ照会を行い現在集約しています。

前回改正時から引き継いでいます「人権文化構築に向けた考え方J 、 「部落問題解決
の取組Jについては、平成 28 年12月9日に「部落差別の解消の推進に関する法律J
が制定されたことも踏まえ、改正原案で反映させる場合の内容等を検討しています。

ただし、見直し検討については、その他にも前回改正時か．らの課題である、住民自
治協議会（住民自治協議会の役割と責務）に関連する規定、現行条例に含まれていな
い「環境Jの視点など、その他見直Lを検討すナベき課題があり、総合政策課において
時点修正も含めて、庁内関係課への照会と平行して、見直し検討が必要な箇所の洗い ・

出しを行っていますo

年度内に市内部での改正原案の検討を進め、平成2·9年度では伊賀市総合計画審議
会h諮問し、市民の皆さ λノや住民自治協議会主市議会等か包の意見を聞きつつ、答申
を受けた後、条例改正案を平成29年度内で議会へ提案したいと考えています。

3. 市内の生活困窮者に対し、健康福祉部や教育委員会等と連携し、地区市民センタ
ーを活用した自立支援や子どもの居場所づくり等に取り組まれたい。

（地域づくり推進課）

現在、地域での見守り活動や子育て支援などの地域福祉を支える活動が増えてきて
いる中、地域福祉コーデ

、
ィネー ター除、地域ぐるみでの助け合い 、 支之合いの意識の

向上や組織づくりとともにi 地域の入が集える場、地域課題の解決に向けた活動の場
づくりとして地区市民センタ 〕の活動拠点の提供を行うています。

このため、各地区の拠点である「地区市民センタ ー」に子どもの居場所づくりにう
．いて、各地域が地域課題の解決に向けた活動を行うもので、ありましたら、地区市民セ
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ンタ ーを 活動拠点として 活動していただけることも可能と考えています。

なお、住民自治協議会や市民活動団体などが、地域において、例えば「子ども食堂J
などの事業に取り組む場合の支援制度のひとつに、地域活動支援事業 があります。

地域活動支援事業については、伊賀市の将来像である「ひとが輝く 地域が輝く
伊賀市J実現のため、市民の自主的なま ちづくり 活動を支援し、個性的で、魅カあふれ
る地域づくりに資する 事業を、市民団体等が公募提案し、審査会において予算の範囲

内で上位の団体に対し 、 市 がその経費の 一部を補助する制度です。

目的別に 3 つのコース があり、最長3年まで申請ができ ます。

① 基礎支援
新たな団体を立ち上げる際の必要経費及び団体 が新たに実施する事業で、将来の自

立した 事業につながる持続可能性や自立性 があり、団体の基盤確立が見込める補助事

業です。
市長がテーマ.（H29.年度はコミュニティビジネス）として定めた、全ての地域にお

いて取組むことが可能な住民自治活動に対し、将来の自立した 事業につながる持続可
能性及び自立性が見込まれる具体的な計画や運営を企画する、団体の基礎強化のため
の補助事業です。

（補助率： 8(10、補助限度額： 50 万円以内）
② 課題発見支援

団体 が自らのこれ までの事業を振り返り、専門家からアドバイス等を受け、 団体や
地域 が抱える課題を発見し、その解決を図る補助事業です。
（補助率： 8／印、補助限度額： s·o 万円以内）

③ 協働促進事業
市長が 一 定の目的を定めたテーマ（H29年度は、観光戦略課の地域の特性を活かし

－た着地型観光メニュー促進事業（インバウンド強化含む）） に対して、具体的な計画
や運営を企画し、団体と市が協働 して行うことで著しい効果が期待できる補助事業で

す。
－他の団体と協働で事業を実施する補助事業－

行政との協働（補助率 10/10、補助限度額： 70 万円以内）
様々な団体との協働（補助率 8/10、補助限度額： 50 万円以内）

①～③共通
－申請できる活動団体は、以下の用件を全て備えている 必要があり ます0

．市内に在住 又は在勤する5人以上の者で構成されていること。
－活動拠点 が市内にあること又は、その活動が主に市内で行われていること。
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－定款、規則文は会則等を有していること。
・年聞を通じて活動し、事業に係る収入が明らかであること。
－政治活動ょ宗教活動又は公益を害する活動を目的としていないこと。

－暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律又は構成員の統制化にある団体
でないこと

・自治会や区でないこと。

今後、取り組まれる内容により、地域活動支援事業の活用も可能となるため、不明
な点があれば地域づくり推進課へご相談ください。
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【財務部】

1 . 2 0 1 7年度の部落問題の解決に向けた予算措置の方向性を示されたい。

（財政課）
部落聞題の解決に向けた予算措置の方向性ですが、 「部落問題は憲法に保障された

基本的人権の侵害に係る重大な問題j であるため、部落問題の早期解決を目指し、第

2次伊賀市総合計画（第2次再生計画）、伊賀市同和施策推進計画に基づいた事務事
業を実施するための予算確保に努めていきます。

また、昨年12月に部落差別の解消の推進に関する法律が成立しました。 当市は、
特別措置法失効後も「部落差別が現存する限り、この解消に向けた行政の取り組みを
継続しなければなら棋い」という立場で、一貫して同和行政施策を推進してきました。
部落差別の解消の推進に関する法律の中では、園、地方との連携による相談体制の充
実なども入っており、今後展開される施策について、人権担当部署と連携して予算措
置を含めた適切な対応を行いたいと考えています。

こニ近年、当市予算では、同和行政費として、26年度当初では約4億1千7百万、
27年度当初では、約4億500万円、28年度 当初予算では3億3千万円ξなって
います。28年度が少ないように思えますが、これは隣保館等の一連の耐震補強工事

が27年度で終了したことによるものです。なお、25年度から27年度の支出につ
いて、旧地域改善対策事業に該当する事業費を抽出してみますと、25年度約5億6・
千2百万、26年度5億4千9百万、27年度5億7 千7百万円となっています。大
規模工事を除く予算では、合併算定替による交付税の減少期を迎えており、縮減化傾
向にはありますが、－各部への枠配当の中で、－各部の施策判断により創意工夫による予
算編成が可能となっています。

隣保館等については、同和問題の解決のための拠点で、 あり、法にいう相談拠点とし
ても活用される施設と考えられ、地域のコミュニティセンタ ーとしての役割も果たせ

るよう、今後も、適切な維持管理予算等の確保に努めてまいります。

（実績）別紙のとおり
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【産業振興部】

1.生活困窮者の自立支援のためにも市内事業所における生活困窮者やひとり親家庭
への柔軟な就業体制の整備に努められたい。

（商工労働課）
多様な就労の場の確保について・は、生活困窮者等の雇用が事業者にとってもメリッ

トとなる制度の周知等について、 ハロー ワー クと連携し、伊賀市人権企業等連絡会等

の事業所や上野商工会議所、伊賀市商工会の会員企業に周知啓発はかりたいと考えて
おります。

2.障害者差別解消法が施行されたことを受け、市内の事業所に対し、障がい者差別
が発生しないよう取り組まれたい。

（商工労働謀）
平成 28 年 4 月から施行された「障害者差別解消法Jにおいて、 障がいのある人も

ない人も、互いに、その人らしさ認め合いながら、共に生きる社会をつくることを目
指しています。

障がい者差別が発生しないように、障害者差別解消法の市内事業所への啓発につい
ては、毎年実施している人権啓発企業訪問において、今年度、新たに障害者差別解消
法の項目を追加し、リー フレットを配布し説明を行うなど周知を図っているところで
す。（訪問企業数約 20 0 社）

また、伊賀市人権学習企業等連絡会会員企業に対してはセミナー等の場において、
研修項目と‘して取り上げ、啓発していきたいと考えております。

3.農業従事者の高齢化が進む中で担い手不足が全国的な課題となるなか、特に部落
の農業の実態は零細であり農業離れが急速に進行している0

・市として部落問題の
解決（農業基盤の安定）に向けた施策を構築されたい。

14 
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（農林振興課）
当市の農業について、－米価の下落などを原因と．した農業後継者（新たな担い手）の

不足や、それに伴ラ現農業従事者の高齢化、 い わゆる土地持ち非農家の増加等で農業
．経営が非常に困難となっています。さらに、中山間地域では小さな面積の未整備田や、

整備されていても睦畔の面積・勾配が大きいなど耕作条件が芳しくなく、現在の耕作
者がリタイヤした際、誰に耕作依頼して良いのか危倶したり、既に遊休農地化してい

る農地が増加傾向にある状況です。
市が進める農業施策はよ国の施策に依るところが多分にあり、地域の農業．（農地）

を守っていくには、地域の方全員で地域農業の問題点・課題点について徹底しだ話し
合いをしていただき、その結果を基に国の制度である「人・農地プラン」の策定をお

－願いしたいと考えます。さらに、人 ・ 農地プラン策定後はJ地域での話し合いの結果
において「地域農業の担い手j としてプランに位置づけられた農業者への農地集積を
進めるため、農地中間管理事業を利用 いただくよう推進しております。

「人・農地プラジJの推進については、 「伊賀市人：・農地プラン検討会議」の構成
団体である伊賀市や関係機関が連携して実施しておりますので、よろしくお願いいた
じます。

15 ・
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【建設部】

1 .障害者差別解消法が施行されたことを受け、 市内宅建業者及び家主に対し、障が
い者への入居拒否が発生しないよう啓発されたい。

－（建築住宅課）
不動産関係団体、居住支援団体、行政が参加して組織した「三重県居住支援連絡会j

に伊賀市は会員となって活動していますー同連絡会は、これまで外国人や高齢者を対
象とした居住 実態調査、民間賃貸住宅相談会や三重県あんしん賃貸住宅 協力店との意
見交換等を行っています。今後は連絡会の一員として、協力店の登録数の増加に努め、
市内の高齢者、障がい者、外国人等、住宅の確保に特に配慮する方々の民間賃貸住宅
への円滑な入居の啓発と促進を図ります。

（都市計画課）
障がい者への入居拒否などについては、三重県が作成した入居における差別啓発パ

ンフレットなどを都市計画課窓口に設置するなどして啓発を行うとともに、窓口や電
話等における宅建業者などからの相談や問合せについても、入居差別が起こらないよ

うに意識して、 応対しているところです。
また、宅地建物取引業協会との行政懇談会の機会を捉えて、障害者差別解消法など

についての啓発も行っていきたいと考えています。

I 
、

2. 2 0 1 2年度に実施された市内宅建業者への人権問題の実態調査を再度、実施さ

れたい。

（都市計画課）
2012 年 9 月～10 月にかけて実施した「宅地建物取引に関する人権問題の実態調査J

では、－同和地区であるという理由で、取引が不調となるほか、外国人、障がい者、高
齢者などへの入居差別の状況など、不動産取引における人権問題の実態が明らかとな
りました。

16 
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このことから、実態調査報告書のホ ームページへの掲載や、人権研修での活用、広
報へのコラム掲載などを行い、現状認識と課題意識の共有を図る取組を行うとともに、
三重県が作成したパンフレットなEを都市計画課窓口に設置するなどして啓発に努
めてきました。

来年2017年で前回調査実施から5年が経過じますので、これら取組みの成果を確
認する意味も含めて、再度実態調査を26.日年度に実施したいと考えています。
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【健康福祉部】

1 .子どもたちによる差別発言が未だ発生し続けるなか、健康福祉部の見解と取組を
明らかにされたい。

【健康福祉部】
定期的（ほぼ月1回）に開催している部内部課長会議で現状の認識を深め、各課に

持ち帰り、課員に周知しています。
子どもたちによる差別発言が発生する背景には、家庭内で保護者が何気なく使う言

葉に差別があったということもあるため、保護者に対する啓発も重要であると考えて

います。我々職員の中にも、子育て中の親がいることから、課内研修等を通して、親

の責任についての認識も深めています。．

（医療福祉政策課）
市内に施設や事業所がある社会福祉法人職員が集まる「法人連絡会j の場で、 差別

発言が未だ発生している現状を伝え、 法人内での取り組みを依頼しています。
．本年11月には、児童福祉施設等を運営してドる法人で、大橋人権生活環境部長を

即講師に迎えて、 「職場や日常生活における言葉と人権についてJ～差別用語と自主規
制について考える～という演題で研修を実施された。

（保育幼稚園課）
平成28年2月に保育所において差別事象が発生しました。
差別発言が発生した背景においては、家庭内で、使っている言葉が一 因で、あると思わ

．れます。
発生については、毎月開催する保育所（園）長会議で情報提供、情報共有して迅速

な対応をしています。‘
そこで、保護者に対する啓発が必要ということから啓発文書を作成し、保護者への

配布を行いました。また、配布だけでなく、保護者が集う機会を捉えて保育所（園）
と保護者がともに考える機会を持つよう指示を行いました。

2.第2次伊賀市福祉計画が昨年度で終了し、伊賀市同和施策推進計画との整合性か

18 



ら《地域福祉計画との関係のなかで、モデル的に地域福祉活動の取組があげられ
＼ているが、具体的にどのような取組が実施されたのか明らかにされたい。また、 ．

隣保館．を．中心に同和地区内の地域福祉に取り組まれているが、地域福祉計画にお
いて隣保館の役割をどのようI三位置ヴげられてきたのか明らかにされた ω。

（福祉相談調整課）
具体的な取り組み

これまで取り組んで、きた事例では、行政が個別に支援を行う中で、ケースによっ

ては身近な窓口 ・で、ある隣保館の職員に関わっていただい℃います。多様で複雑な生

活課題を抱えているケ ースを早期に問題解決できるよう関係機関同士情報共有や
役割分担を決め、見守りや支援の内容から問題が新たに発見できるととも多ぐ、オ
ぐに支援に入ることができた事例もあります戸身近な窓口である隣保館との連携は
大変重要であると考えます。

（健康推進課）
保健師め主な取組

ライトピアおおやまだでは、毎月1回、：保健師による健康講話や血圧測定体脂
肪などの検査、また健康に関する様々な相談が出来る場として健康相談を実施し、
必要な指導や助言を行っています。

八幡地域に対し健康に関する情報を発信するため、八幡市民館が毎月発行して
いる「八幡市民館たよりJに、その時期iこ応じた健康情報を分かりやすい内容で
掲載し ’情報提供を行っていますo

青山文化センタ｝では、毎月1回程度青山文化センター職員と保健師が家庭訪
聞を行い、血圧測定や健康相談を実施しています。

他に各市民館で必要に応じで健康講話や健康測定等を行っていますo

（医療福祉政策課）
．隣保館の役割の位置づは

伊賀市が目指す地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みを進める上で、隣保
館を社会福祉協議会とともに、市民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるための
支援を行う役割を－持っているところであると位置づけました・0

19 
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3.障がい者差別解消のための条例について制定に向けた進捗状況を明らかにされた
い。

（障がひ福祉課）
本年4月1日に、 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律J （障害者差別

解消法）が施行されています。 この法律の規定に基づいた職員対応要領につきまして
は、6・月20日付けで策定を終えています。この対応要領の策定課程におきまして、
私たち職員が障がいのある人のことをもっと知るべき4理解すべきとのご意見を頂戴
じましたことから、本年度につきましては、市職員及び関係機関等に対する研修会等
を実施しているところであります。 －

また、関係機関等への研修会の開催や市民向けの啓発活動につきましでも、今年度 －

は充実して実施しています。
子どもたちによる差別発言が未だに発生している現状、子どもたちを取り巻く家族

等の大人社会において、． 差別的な言葉が使用されていることを認識しまして、 今後に
つきましでも障がいのある人についての理解を深める取り組みを行いたいと考えま
す。

なお、－ 障がい者差別の解消の推進に関する条例制定につきましては、障がい者団体
との協議も行いまして、差別を解消するための効果的な方法であれば、取．り組んで行
きたいと考えます。

4.就学前の学力保障について、保育内容等を指導するための担当者を配置し、資質
向上に努めるための体制を整備の進捗状況を明らかにされたい。

（保育幼稚園課）
就学前の学力保障について、保育内容等を指導するための指導保育士を保育幼稚園

課に配置しており、各所（園） ．を訪問して保育士の資質向上に努めています。

子どもの学力保障が家庭環境等伝左右されることがないよう保育所（園）の段階か
ら日常生慣における生活習慣を養うための支援や小学校での学びにつなげる就学前
保育の充実に取り組めるよろ保育計画を立てています。

また、就学前教育として学校教育課やこども発達支援センタ ーと連携しながら関係
職員とともに各保育所（園）を訪問しています。

幼児期に望ましい生活習慣や運動習慣を身につけて体力を養うために、昨年から

20 



「からだそだて事業jに取り組んでいます。
学校教育課との連携については、特別支援教育．の部分では、同行しで訪問を行ラな

ど連携をしています。今後の就学前の学力保障という観点から学校教育課と連携を深
めるため9月に協議を行い。保育所（園）と小学校の連携についての方向性を－検討し
ています。今後は、年明けに来年度に向けて協議を行いたいと考えています。

5.生活困窮者の自立支援や貧困の世代間連鎖断絶のために、同和地区の地域福祉・
社会福祉の拠点である隣保館が今後果たすべき役割をどのように考えているの
か明らかにされたい

（生活支援課）
生活困窮者自立支援制度では、対象となる方の早期発見。早期対応が重要であり、

地域住民交流の拠点として住民の身近な相談場所で、ある隣保館の役割は大きし1と考
えています。

そのため、自立相談支援担当者が八幡町市民館、寺田市民館、下郡市民館、いがま
ち人権センタ 一、ライトピアおおやまだ、青山文化センタ ーを直接訪問し、相談にお
ける連携を図っていま

－

す。今後も各館と連携を図り事業を実施していきます。

6 ；市内で経済的理由や保護者の就労、心身の状態などを理由に学習塾に通えないす
べての子どもたちに対する学習支援を教育委員会等． と連携じ展開されたいo ·

（こども未来課）
学習支援については、教育部局での取り組みを共有しつつ、子どもたちは .r地域の

宝jであるこ左から、家庭だけでなく地域全体で見守り育んでいけるよう、教育委員

会等との連携を深めながら、子どもの貧困問題の解決に向け取り組んでいきます。
特に、教育委員会が来年度の実施に向けて準備を進めているf地域未来塾lについ

て、健康福祉部としても、地域の状況を含めた様々な情報提供を行うなど、連携して
いきたいと考えています。

1·. 兵庫県明石市が導入している児童扶養手当の毎月支給を市で実施されたい。
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（こども未来課）
児童扶養手当の支給につきましては、児童扶養手当法第7条第3項において、毎年

4月、8月、1 2 月にそれぞれ4ヵ月毎の支給が明記されており、各自治体仁おいて
毎月の支給に切り替えることはできません。

現在、明石市では、”児童扶養手当とじて4ヵ月毎にまとまったお金が支給され、そ

の結果、次の支給日までに生活費が足らなくなるといった悪循環が生じかねることへ
の対応策として、児童扶養手当に相当する額の毎月支給の可能性を模索しているとい
う状況です。 ．

また、国においても、児童扶養手当の支払い回数等について検討を開始するとされ、
各自治体に向けて「児童扶養手当の支給事務等に関守る実態調査Jが実施されている
ところであり、e 今後も、法改正に向けた国の動きや他自治体の動向を注視していきた
いと考えています。

8.生活困窮者への支援制度や相談窓口について、すべての市民に周知徹底されたい。

（生活支援課）．
生活困窮者への支援制度や相談窓ロについては市のホ ー ムページに掲載するほか、

広報いが市の毎月1 5日号において相談窓口を周知させていただいております。

また、電気 ・ ガス等のライフライシ業者、 ハロ ーワ ー ク伊賀にういても制度の周知

を実施し、対象と思われる方への相談窓口の紹介について依頼しております。
今年度は民生 ・ 児童委員の改選の年であることから、改選後の民生・児童委員に対

して制度の周知啓発を実施する予定です。
今後も生活困窮者を発見しやすい立場におられる方や関係機関への周知啓発を継

続的に実施Lでいきます。

. 9.保護者にとって子育ては 一貫しているものであるが、就学前の実践を小学校にど
のように引き継いでいるのか、また子．育ての連続性に関する取組を明らかにされ．
たい。 h

（こども未来課）
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市がハイトピア伊賀4階に設置・運営している、こども発達支援センタ ーで は、市
内の全ての保育所（園）・幼稚園において年中児を対象に5歳児発達相談を実施して
います占保育所（園） ・．幼稚園などの集団生活の場面で明らかになった社会性の発達

などの問題について正じく理解し、その子どもの発達特性に適した対応や
．
支援の方法

について保護者や保育士と共に考え、助言等 を行っています。また就学に向けて y 保

護者の希望等必要に応じて、その子どもの発達特性や対応方法院ついて各小学校へ情－

報伝達を行い、必要な支援が継続されるよう取り組んでいます。

（保育幼稚園課）
子どもの生活や発達は保育所〈園）で終わるのではなく、小学校に進学してからも

．続いていくものです。そこで、十人ひとりの発達の連続性を保障するために、 「保育
所児童保育要録」等により、保育所での子どもの姿を．丁寧に小学校へ伝えるようにし
ています。

また、保育所訪問、小学校訪問などにより、保育所と小学校の子どもが交流する機
会をもち、子ども同士の交流や保育士と教師が子どもの育ち、小学校の生活などお互

．いに交流しています。
今後も各地域における保・幼・小・中の連絡会議での連携を大切にしていきたいと

考えています。特に、同じ地域の同じ小学校に通
．
う子ども同士、就学前に交流を行い、

スム ー ズに小学校へとつないでいけるよう努めてまいります。 ．

1 0.医療関係 ・ 福祉施設関係における人権！同和問題研修の状況 ry: ついて示された
し、·o

（医療福祉政策課）
．－医療関係

本年5月に伊賀地域の3病院（上野総合市民病院、岡波総合病院、名張市立病
－院）の院長正事務長等が出席した会議で、障がい者差別禁止法について説明し、
認識を深めていただきました。

阿波総合病院では、院内で人権研修を開催する
－
とともに、医療従事者が院外で

開催される研修に個別に参加している。また、当病院は、伊賀市人権学習企業等
連絡会会員であるため 、 連絡会が実施する研修等に参加しています。

・－福祉施設関係
各社会福祉法人で、年数回の人権研修を実施しています。＝その内容は、精神障
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がいへの偏見・差別、－虐待〈‘ ジェ－ンダー フリ ーなどです。
引き続き4

・ 法人に対し、差別発言が未だ発生している現状を伝え、法人内での
取り組みを依頼しだいきます。

（こども未来課）
放課後児童タラブ支援員については、昨年度、障がいのある児童に対する差別発言

の事象が発生したことを踏まえ、平成28年6月29日、ヒュ ー リアみえ調査・研究員

の中村尚生さんを講師にお迎えし、全支援員を対象として79名が参加する中で、.rす
べての子どもたちの権利を保障するためにJと題した講演会を開催しました。差別事
象や児童虐待などの心痛む事例から、支援員とじてどのように見守り対応すればよい

のかといったことについてご講演いただきました。今年度、第2回目を3月に予定し
ておりよ今後も、子どもにかかわる様々な課題に適切に対応できるよう、 支援員研修
を開催します。

子育て支援センタ ー職員については、人事課主催の伊賀市職員同和問題研修のほか、
地域や学校で、開催の各人権講演会等への参加により、人権問題の正しい理解と豊かな
人権感覚を身につけるよう努めています。

（介護高齢福祉課）
平成28年3月に介護保険サー ビス事業者に対し、市人権政策担当職員による同和 a

問題研修を行ない、43事業所から67名の職員が参加されました。
また、高齢者施設での人権・同和研修の取り組み状況広ついては、今年度、介護福

祉施設I 5施設のうちI 3施設で、入権研修を実施し可．うち7施設で同和問題を内容と

した研修が開催されています。 ‘

今後も事業所訪問のなどの際には、同和研修の取り組みについて周知し、事業所に
よる同和研修の機会の確保に努めます。
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個別要求

【教育委員会】

1 .子どもたちによる差別発言が未だ発生：し続けるなか、教育委員会の：見解と取組を
明らかにされたいふまた、市民に対してどのように発信しているのか明らかにさ
れたい。

（学校教育課〉
本年度、1 2月1日現在で82件－の差別発言があ－りました。言葉左しては、1件の

／ 事象で複数の言葉を発言しているものもあり8 5併となっていますo 障がいにかかわ
る差別発言が8 1件（きちがい49件、つんぼ·14件、がいじ7件、特別支援学級4件、
障がい3件

、
ちんば2件、 コ ミユ障1件、びっこ1件（教職員の事象）ィ外国人に対 干

する発言が3件（ちょんこ ・ 中国入 ・ ペルーへ帰れ）部落差別1件で、宇b
教育委員会では、差別事象発生時のマニュアルに従って速やかに報告を受けるとと

もに、．伊賀市校（園）長会で各学校 ・ 園で発生した差別事象を報告し、情報共有を図
っています。そして、伊賀市内の共通の課題として、．どの学校 ・ 園でも取り組むよう
指示しています。

．発言の状況としては、特別支援学級在籍の子ハ、部落出身の子へ、外国籍の子へと
りいうような当事者に対して発言している場合。口論マ相手を攻撃する場合。何の脈略

もなく突然発言する場合。予想外のことに対してその言葉を使い発言する場合。家族
が使っていることを真似て発言する場合等があります。

事象の発生した学校におドては、子ども人の聞き取りや家庭訪問等を行い、その言 1

葉 が発せられた背景を丁寧に把握．して取組を進めていまず
。

しんどい状況に置かれている子どもが、弱い立場の子に向かつて発言している場合 －

もありますので、 fその言葉は、言つてはだめo j という指導だけではなく、その言葉
の背景にあるものをつかみ、取組を進めることが大切と考えます。背景として、不登
校・虐待 ・ 親の子育ての課題 ・ 家人の病気等があります。その課題解決のためには、
学校教育課の各担当（人権・学力 ・ 特別支援 ・ 生徒指導・外国籍児童生徒 ・ 就学援助
等）が、連携した取組を行っていく必要性を感じています。

各学校・園で発生した差別事象から、家庭や地域での会話の中で、 障がい者差別に
関わる言葉を子どもたちに刷り込まれていることがわかってきました。そのため、学



校の学級懇談会や地区懇談会等で保護者や地域を対象に、学校・園で障がい者差別に
関わる言葉をなくす取組を行っていることを伝え、ともに考え、差別をなくすために
啓発しています。

また、月l回程度聞かれています部内会議や、教育委員会主催の校（園）長会には
公民館長、図書館長等が参加し、学校で発生している差別事象を共有し、それぞれの

．

部署でできる市民啓発を考え、取組を行っていますo

さらに、学校教育課としましては、本年7月の伊賀市広報f人権コラムJに「差別
事象をなくす取組についてJを掲載じ、今、学校で起こっていることとして市民へ発
信しました。

今後も、学校現場から見えてきた課題を市民の方とともに考えていけるよう、他の
課とも連携して取組を行うていきます。

（生涯学習課）
学校での差別季象は、学校教育現場だけで解決する問題ではなく、学校 ・家庭 ・ 地

域が連携しながら取り組みを進めていくべきものと考えています。
そのため、社会啓発として、講演会、研修会、懇談会など、あらゆる機会を捉えて、 ．

学校現場での差別事象の実態を周知しているところです。
本年度は、学校の差別事象の実態を踏まえ、保護者世代の人権意識を高める取り組

みとじて、12月 11日（日）、上野地区P TA会の人権 講演会として、三重県教育委
員会人権教育課の原裕（はらゆたか）さんを 講師にお迎えし、 「分け隔てのないイ
ンクルー シブ

、
な 社会へJと題し、 ご講演をいただきました。

インクルー シブとは、あらゆる人が孤立したり、排除されたり’しないよう援護する
ことです。教育を受ける権利は普遍的な人権であるはずですが、かつての社会では、
障がいのある子どもの多くは養護学校等に入札同年代の子どもや地域の大人たちと
触れ合う機会を奪われていました。

主催者等の挨拶において、学校で．の差別発言は家庭や地域での大入社会の問題であ
ることを参加者に伝 －えミ講演では障がいのある人とない人が分け隔てされることなく、
共に学ぶ機会が保障されることの大切さを学ぶことができました。

また土野公民館においては、翌年1月24日（火）に人権生活環境部の大橋部長さ
んを講師にお迎えし、高齢者を対象に人権学習会を開催します。学校での差別発言が
多発している中で、f言葉と人権について 子どもの発言から見える家庭教育の大切
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さJということで講演をいただく予定ですー

生涯学習の場や公民館活動においても啓発はしていますが、まだまだ足りない部分
が多く、今後は伊賀市同研の組織力をお借りしながら、地域、学校、行政が連携しな
がらL啓発を進めていきたいと考えています。

2.生活困窮者の自立支援や貧困の世代間連鎖断絶のために教育集会所が今後果．たす
べき役割をどのように考えているのか明らかにされたい

（生涯学習課）
生活困窮者自立支援法や子どもの貧困対策推進法が制定され、教育集会所において

も貧困問題を解決すべきことは重大？であると認識じています。
子どもをめぐる貧困は、同和地区生活実態調査からも顕著に現れており、経済的な

困窮だけでなく、自尊感情や自己肯定感が低かったり、基本的な生活習慣が身に7つい
ていな‘い子どもたちがいます。その原因となる家庭の背景には、ひとり親家庭や固定J

した収入がないなどの実態がありt 貧困の連鎖につながづでいます。
国が推進する取り組みとして4学習機会を提供することにより、貧困の連鎖を断ち

切ることを目的とした事業「地域未来塾Jがあり、来年度実施に向けて準備をしてい
るところ－ です。

f地域未来塾Jとはよ経済的な理由や家庭の事情により吋家庭での学習が困難であ
ったり、学習習慣が身に：づいて．いなし下小中学生を対象に、地域の指導者の協力を得て

放課後の学習支援を行いよ地域全体で未来を担うこどもたちの成長を支えていくとい－

う取り組みです。－

この取り組み：を行う
、

ため、教育集会所の果たす役割は大変大きく、人権問和教育の拠
点として、これまで、蓄積してきたノ1ウハウがあゆ、この取り組みを推進していくリ ー

ダー的な存在として考えています。

3.市内で、 経済的理由や保護者の就労や心身の状態などを理由に学習塾に通えないす
べての子どもたちに対する学習支援を健康福祉部等と連携し展開されたい。
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（学校教育課）
2 0 1 4年度文部科学省の 「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調

査Jによると、三重県の高等学校等の進学率9 8. 6%に対し、生活保護世帯が9 3. 
5%、大学等進学率にいたっては51. 5%に対し、生活保護世帯は1.2_. 6 %とい
う状況にあります。 経済的な理由等により、特に大学進学に至包ないケ ースが多くあ

ります。
また、 「20 1 2年度伊賀市同和問題解決に向けた生活実態調査Jによると、市全

体の生活保護受給比率が1. · 9 6%に対し、同和地区は22. 35%となっており、
同和地区において経済的に大変厳しい状況が特に集中しています。

次に、文部科学省が実施した「平成2 5年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい
調査〉保護者アンケ←ト」の伊賀市版を小学校6年及び中学校3年生の全保護者を対
象に実施した調査によると、年間世帯収入300万円未満が母子家庭の50%を越え ・

ています。
年間世帯収入200万未満のその半数以上が、子どもの進路希望を 「高校までj と

考えており、「親が言わなくても、自分から勉強しているJという学習意欲に対する
項目に 「あてはまるJとしづ世帯が、200万円未満世帯の4割を満たない結果とな‘
っています。さらには、「読書をす7るJ rテレピやネットで政治経済や社会問題に関す

．

るニュ ー スを見るJ「新聞の政治経済や社会問題に関する記事を読むJ の項目では、
世帯収入が低いほどそういった習慣がない結果となっています。

このようなことから、同和地区や母子家庭は、経済的な理由等から複合的な課題が
あると考えられます。

「伊賀市内に在住する児童扶養手当を受給している世帯の調査Jにおい℃も、－対象
世帯の半数近くが学習に関することに悩みや不安を抱えています。

「習い事をさせたいが、資金的に困難。将来的に大学までいけるかが不安。J’「勉強
．についでいけないのであれぼ塾に通わせたいが、送り迎えや金銭的な問題でなかなか

決めかねている。 つけていけない子には何か対策してほしいが先生が忙しいよう。J

など切実な意見が多くみられます。
－そこで、教育委員会として、来年度より、地域と一体となっ－た学校運営がより充実

されるよう、各学校区において学校支援地域本部を立ち上げ、地域コ ーディネ ー タ ー

を中心とした地域住民等の参画により、それぞれの学校の教育活動を支援する仕組み

を構築しますb

その支援のうち、学習支援として学校における授業の支援のほか、学校、教育集会

所等を拠点として、経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難で、あった
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り、学習習慣が身についていなかったりする小中学生に、地域の協力を得て開く無償
の「地域未来塾」の設置を進めます。

また、伊賀市生活支援課が社会福祉協議会に委託して実施しでいる「生活困窮世帯

学習支援事業］を含め、教育委員会として情報提供など積極的に協力し＼健康福祉部
等とも連携を深めていきながら、子どもの貧困問題の解決に向けて取り組んでいきま

す。

・ ， （生涯学習課）＝
国が推進する取り組みとして、学習機会を提供することによ札貧困の連鎖を断ち

切あこ主を目的とした事業「地域未来塾」があり、現在来年度実施に向けて準備をし

.( ているところです。
，「地域未来塾Jとは、経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難で、 あ

ったり、学習習慣が身についていなし）小中学生を対象に、地域の指導者の協力を得て
放課後の学習支援を行い、地域全体で未来を担うこどもたちの成長を支えていくとい
う取り組みです。

事業を進めるにあたっては、コーデイネーターやサポーターの確保、－子どもの生活
背景や実態の把握など、対象者や支援内容等、日頃から情報共有を行うことが必要で
す。

そのためには、’健康福祉部をはじめ関係課と連携を図り、事業が効果的に実施でき
るよう、取り組んでいきたいと考えています。

4.·障害者差別解消法が施行されたことを受け、インクル ー シブ教育をどのように展

関されているのか明らかにされたい。

（学校教育課）
障がいのある子どもの自立や社会参加に向けた取組や通常の学級に在籍している

• しD ·（学習障害）、.ADHD （注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症等の子どもの指導及び支

援が課題となっていますo

ィ：rクノレー シブ教育について・はよ障がいの有無によって分け隔てられることなく、
できるだけ閉じ場所で学ぶことを目指し、4月に施行された「障害者差別解消法Jで
義務づけられた合理的配慮、の視点を踏ま－えた取組を進めています。
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合理的配慮を行うにあたり、
① 一人一人の発達の課題や障がいの状況を理解し、把握すること。
②本人、保護者の思いや願いを聞き、共に考え、合意形成を図ること。
③学校全体で取り組むこと。
が重要であると捉えています。

これらの取組を進めていくにあたり、まず、学校の教職員が法の趣旨を理解し、障

がいに関ずる理解を深めることが大切であると考え、全小中学校を対象とした研修会
を実施し、通常の学級で、どのような配慮をすることで、共に学ぶことができるのか
共通理解を図りました。

そのうえで、一人一人の障がいの状態や教育的ニーズに応じ、発達ω段階を考慮し
つつ本人や保護者と合意形成を図った上で、 合理的配慮を行い、障がいのある子ども
が、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加できるよう、丁寧な実践を
行っています。

また、教育委員会としましては、一人一人の教育的ニーズに応じた支援ができるよ
う、生活学習支援員を配置しています。

各校が、 「 目の前の子どもたちの姿に目を向けているかJ 「個性より横並びの協調性
ばかりを重視し、障がいの有無にかかわらず、子どものしんどさや弱さに気づけず＼
自分のもてる力を発揮することができていないのではないかJ rお互いに違いを認め
合える学級の雰囲気になっているのかJなE、一緒に学ぶ場をどのようにつくってい
けばよいのがを聞い直し、実践につなげていくニとを今後も指導していきます。
一人一人の価値観を認め合い、多様な学び合いの場で、生きる力や生きる学力を積み
重ね「ともに生きる」仲間として一人一人がつながり、自己肯定感や達成感をもてる
よう取組を進めていきます。

5.公民館において生活に困窮している子どもたちを支援するための取組を実施され

たい。

（生涯学習課）
公民館は地域活動の拠点のひとつとして、公民館教室や講座などの学習の場の提供

だけでなく、地域の住民が気軽に立ち寄り交流する場所です。さらにまちづくりを展
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関する場として大きな役割も期待されているところです。

公民館における子どもたちを支援する取り組みとして・、居場所つ、くりや学習支援、
体験活動などがあると考えます。

学習支援である「地域未来塾Jの活動場所については、実施主体の実態に応じて公
民館等を利用するなど、今後柔軟に設定していきたいと考えています。

またミ現在子どもの居場所づくりとしで、地域の公民館や地区市民センターを活用
し、放課後子ども教室を開設しています。

「放課後：子ども教室j とは、放課後の小学生を対象に安心して過ごせる場所で、地
域の協力を得ながら：

、
遊びゃ体験を通して豊かな人間性を身�－こつける取り組みです。

今後も子どもたちが安心じて過ごせる場所として、公民館や地区市民センタ ｝ の活用

について地域と連携しながら子ど：もたちを見守っていきたいと考え志す。
／
p
・
1

Ef県立高．校における特別支援が必要な生徒の受け入れについて、特別支援体制の整

備、充実強化を県教育委員会！こ強く申し入れられたい。

（学校教育課）
現在市内の小 ・ 中学校では、特別な支援が必要な生徒について、生徒が支援を必要

としている分野κの合理的配慮を行うよう努めでいます。しかし、まだまだ十分とは
言えず、合理的配慮の内容ゃあり方について、特別支援教育コーディネターを対象に
研修を進めているところです。特別な支援が必要な生徒と言っても、個々により，その
特性は異なります。インクルー シブ教育を推進していく上でも、教師が 一人ひとりの
特性や保護者の願いを理解するとともに、お互いを認め合える集団づくりが根底とな

ります。も人権問和教育の推進が土台となっていると認識しています。
特別な支援を必要としている生徒の中には、特定の分野で高い能力を発揮できる生

－徒や、－逆に特定の分野にこだわりが強くミ力が出せない生徒もいます。そのような個々
の特性に応じて、本人や保護者の意向を踏まえながら、各中学校では進路指導を行っ
ています。

特別な支援が必要な生徒が県立高校へ進学後、小 ・ 中学校と同様に、高校でも支援
を受ける

－
ことができる環境、体制を、生徒や保護者、また中学校の教員も望んでいま

す。また、集団での生活や他とのコミュニケー ションに特別の配慮や支援を必要とし －

ている生徒は少なくなく、中高での情報共有九 支援の引継ぎを行っていますo
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ただ、県立高校においては、特別支援学級が設置されていないなど、小中学校と同
様の受入れ体制を整えることは困難であり、県立高校での特別な支援が必要な生徒の
受け入れ体制は十分とは言えません。個々の生徒の特性を十分に把握し、個人の成長
に合わせながら社会性を身につけJ高校を卒業で、きるよう、高校での支援体制の整備、
充実強化について今後も県教育委員会に申し入れていきたいと考えます。－

また、入学者選抜についても、調査書の評定に関わる課題や検査時の配慮について、
－生徒や保護者が安心じて受検できるシステムの強化を引き続き申し入れていきたい

と思います。中学校での特別支援学級の教育課程に基づく教科を履修している場合、
選抜時中学校から高校に提出する 調査書の評定欄に評定が入れられない場合があり
ます。その場合は空欄とするよう県教育委員会から指示されていますが、そのことに
よって受検者が不利になることがないようにしなければなりません。

これまでも伊賀市校長会や中高進路指導懇談会などと連携し、申し入れをしてきま
したが、今後も引き．続き県教育委員会に申し入れていきます。

7.県内高校の生徒による部落差別事件が発生したなかで、市町教育委員会と連携し
た取組ができるよう、県教育員会に強く申し入れされたい。

（学校教育課）
．

6月に名張高校で発生した差別事象については、 把握しています。
伊賀市教育委員会では、伊賀市内にある3つの県立学校（上野高校、 あけぼの学園

高校、伊賀白鳳高校）が主催する人権・同和教育推進会議等に指導主事が参加し、情
報交換・情報共有を行っています。

県立学校で起こった差別事象等は、県教委・人権教育課高校教育班が把握していま

す。市教育委員会は、日頃から県教委・人権教育課市町支援班と連携を密にしでいる

ので、そのルー トから県立 学校でのことを把握するようにしたいと考えています。

また、名張市にある県立学校の状況は、 名張市教育委員会と連携して、伊賀地域と
して情報共有していきたいと考えます。

高校での差別事象は、小中学校での課題でもあると考えますので、その事象から小
中学校での取組を振り返り考える機会とします。

今回のことを踏まえて、県教育委員会に強く申し入れたいと考えています。
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8.全国高等学校統一応募用紙違反等の不適切事例について、伊賀市教育委員会はど
のように把握しているのか明らかにー されたい。

（学校教育課）
全国高等学校統一応募用紙の制定は、部落の子どものみならず、すべての高校生の ‘

進路実現に大きな力を発揮してきました。 教科書無償制度とともにー解放運動、同和

：教育運動の金字塔と言えます。
.1 9·7 3年に全国高等学校統一応－募用紙が制定され、約1 0年ごとに見直しが行わ

れてきました。改定の中で、公正な採用選考に向け、取組が進められています。
2005年の改定では、 「保護者氏名」欄の削除が実現されました。しかし、依然

として 「家族構成Jや「保護者の職業Jについて、面接質問の事例があることかわか
ってきました。

・ ． ．．． 

伊賀市教育委員会とじましては￥ 三重県高等学校進路指導協議会、三重県人権教育
研究協議会が行っている『高校卒業予定者の就職選考に係わる実態調査』『高校卒業
予定者の入学試験に係わる実態調査』から、平成28年3月ビ卒業予定者にかかわる
採用選考実態調査の結果、事業所等に指摘した不適切事例として「家族構成・ 家族の
人柄 ・ 職業に係ることJ「身元調べに係ること（本籍 ・ 家の所在地）J等� 6件、受験
校に指摘した不適切事例としτf健康診断の提出j 「家族構成・家族の人柄・ 職業に係
わることj：等4件と把握Lています。

全国高等学校統一応募用紙については、伊賀市の各中学校で人権教育カリキュラム
に位置づけ学習しています。部落差別の不合理さを知るととも仁、－その差別をな〈す
ためにどのような取組がされてきたかを知り、その活動と自分とのかかわりについて

・考え、生徒自らが差別につながる質問を見抜き、対応できる力を培う乙と、ができるよ
うにしていきたいと考えています。

学校全体および教職員一人一人が 「就職選考に係わる趣旨違反ほ、皆無にしていか
なければならない課題」と認識をもっζと、そして、生徒に対しても人権侵害を見逃
さず、きちんと対応できる力を育てる人権教育をさらに充実されていくことが必要だ

と考えています。
今後は伊賀市校（園｝長会議、伊賀市学校人権・同和教育部会の中で、－この実態調－

査結果を共有し、教職員研修の資料として活用するなど、調査の意義を理解し
－
、趣旨

の徹底が図られるようにしていきたいと考えています。

33 



‘ ・ 一 一 － ，
. . . 

．
 

．
 

．
 

．
 

z．

争

4 ・ ’屯．
← .， ’． ・ ．・ ． ． ＋

． 、 ．

． ・

． 

． 

..、 ， 寸－－ ． 

で毛 ‘ 
一． ．． 

ー 一一 ． 一 一一一 一一、 一 ．。 句 、 － . .

． 

・ ， 一ー． 
一．． ．

e ’ ， 

ィ. .

． ．  

. : .・ ，：•.
a ・ ・， ー 一》 ，』 ’ー ・． ．

ー’ー ー ・

ー・． 一...． ... 一. .・- . . -，．匂 ＇ . .  •＇ ・

－． －ー ・．・.• 
． ‘・ 目 ．

. . 

. . . . . ’： ’ ・・、 ． ャ ー6・ ． 
- ·  

. 
. 

一、. ' -
． ．  ． 

． 

・， ・ ． ．

－
 

－
一－

－一一－－
－

a
，

 

一

←・

一一－
‘ － － 

'.- ： ・� • ,:; • ＞� '·:.; 
”e· 

． 

'• 
－・ 2 ・ ．・ － . . 

・．

、
．

 ．
 

－
 

y
，

 

・． イト ，・・e 『 ．正 ーベ
A・． 白・」’

ー－� ・
・ ． ・ ．

一． ー 一 一・ ．ー . .
・ .. 

' 
． － ．， 千 ，，ムl ムJ 》一 ． ’． ・ 4 、 ，ー 一・・ ，巴 4脂、 .. . 

.. － ·・・＼ ・ _.: 一 － 4 プ ‘ 
・， .. J ，一 ．

日 F 、

． ． ． 
.. 

．
 ．

 

， ！ ・ ー ・ ． →・・ 4， ・ ・
．． ． ‘ ． . . .一 ．， 、

守．

－
e
・

．
 

0

・－
 

h
 

’
 

．

 
．

 ザ ‘

 

. 
, 、’ ι． ．  －一‘. .. ‘ －

. . . ' ． ．． ← l 司

．
 

．
 
↓

．

 

．
 

‘ ． －－ ．・ ・． 

．

 

．
 ．

 

．
 ＋

 

，
．

 

寸
．

、．－
－ ． 仲

‘ ー ，..． 
．一

』4 1よ
・・ ， ，・ ．ー・ a‘ ・． • 

． 

－ ・ ：

． ． ． － ．  
－ － 

• ・ ・

．ー’ ・‘·. ・

一’ー，・－ ’ ‘ ，  ． ． 
2 ・ 、

． ． ． ． ，， 司 ．. ・ 司 ' ． － ・

， 
． ． 

． 

． ・ l ‘ 1 ・今 ミ ・
. . 

．・ 、 守，． 

、 〈．

． 一 一 、
‘ュ ・ . ’ .. ー

ー － ー－ －ー やー，． 

．
 
．

 
．．

 

’
 ．
‘

 

dチ 干 し－ ． 

ー 一・ ・．． ． 
. . 

-
‘ 

．
 6

 

．

 

．
 

．
 

．

 
‘， ． ． ・， 一 、

－－
 HF

 

．

 

－

 

．
 

’z

’
E

 

．
 

7
 ．

．

 
、
．

 

．

 

一一

．

 

．
 

．・..
. .← －ー . ..・ ー ． 一．

． 

．

＋・・・

』

o・

r

・
－
－－ー・一

－ ．－－ ’ ‘ ・，.，． ・ 晶 、
－ 

． 

.. ' 
•' 

伊 ・- . . -.· ・ご . ・
. ' 

♂ 

・ ． ．
司6

．一 ．島 一 令．‘ ‘ －  ← ．泊 F． 
． ←  

－

 今．

・

－－
 

．
 

．
 

34�· 

・ ． 
． 

・0 一 ’－ 
. . ... 

－ － 

m ・．．、




